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第９日目（６月 14 日） 

○議   長（黒滝松男君）  おはようございます。傍聴者の皆様、多くの方から来てい

ただきまして、大変ありがとうございます。夕方までずっといていただければ、ありがたい

と思いますが、よろしくお願いいたします。 

○議   長 散会前に引き続き、本会議を再開いたします。 

○議   長 ただいまの出席議員数は 25 名であります。これから本日の会議を開きます。 

なお、病院事業管理者から公務のため欠席、教育部長から公務のため午後３時 30 分より早

退の届け出が出ておりますので報告をいたします。 

〔午前９時 30 分〕 

○議   長  浦佐小学校の児童（６年生）から午後の傍聴願が出ております。傍聴規則

第６条第２項によりこれを許します。 

 また、公職選挙法の改正に伴う 18 歳選挙の導入ということで、市内４つの高校に議会の傍

聴の案内を配付いたしております。高校生が授業終了後の放課後に傍聴できるよう、時間を

延長して行うことが、議会運営委員会で確認、了承を得ております。本日はあらかじめ時間

を延長して会議を行いますので、よろしくお願いいたします。 

○議   長  本日の日程は一般質問といたします。質問回数は、一括質問、一括答弁方

式は３回まで、一問一答方式は制限なしとし、質問時間制限はいずれの方式も１人 30 分以内

といたしますが、１人当たりの質問総時間のめどを 60 分とするよう、努めていただくようお

願いいたします。 

初回の質問時に限り、登壇して行っていただきます。降壇後は質問席に着席をお願いいた

します。質問内容を制限するものではありませんが、極力皆さんから簡潔明瞭に質問してい

ただき、ご協力のほどをお願いいたします。あわせて答弁につきましても、簡潔明瞭に答弁

いただきますようお願いいたします。 

 なお、一問一答方式の登壇での質問及び答弁は、最初の質問項目についてのみまとめて行

っていただきます。また、会議規則第 62 条第４項に基づき、市長が質問者に質問の趣旨を確

認する質問をする場合は、当該発言の前に「質問します」と挙手をし、議長に発言を求め、

許可を受けてから行ってください。市長の質問回数に制限はありませんが、議員の市長質問

に対する答弁は、議員の質問時間に含めないことといたします。よろしくお願いいたします。 

○議   長  それでは、質問順位１番、議席番号５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  改めましておはようございます。今回の一般質問のくじで、まさに大当た

り。第１日目の第１号という順番を引き当てることができました。そんなことでちょっと緊

張はしていますが、よろしくお願いします。 

このたびの質問は大項目で３つであります。行政改革と市民参画についてお尋ねします。

残りの３つは質問席で行いますので、では最初の質問からいきましょう。 

１ 行財政改革と市民参画について問う 

①行財政改革について当面考えられる問題点は何か。それに対して市はどのように対処し
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ようとしているのか。改革の成果と将来的見通しはどうかということで、実はちょっと私が

いただいた資料を読み上げさせていただきます。平成 26 年新潟県内の主要財政指標というこ

とで、新潟県内の 20 の市と名のつく自治体の財政指標の総合得点、20 自治体のうち 20 番目

ということで、大変不名誉な順位であります。容易ならざる状態だとそのように思っている

のですが、市、行政側として改革の成果と将来的な見通しはいかがでありましょうか。 

 それから、②として、ゆきぐに大和病院で予定されている経営コンサルについて。アメー

バ経営の導入ということで、既に契約が終わっていると聞いていますが、そのアメーバ経営

のコンサルの導入目的と今までの経過、そして今後の予定等々についてお尋ねしたいと思い

ます。 

 ３つ目として、行政改革大綱のアクションプランによる改革の推進と、その評価について。

以上、３つについてお尋ねいたします。壇上からは以上で終わり、市長答弁の内容によって

は、質問席から再質問させていただきます。 

○議   長  勝又貞夫君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  おはようございます。きょうから一般質問 19 名の皆さん方が、またご質問

をいただくようであります。一生懸命お答えをさせていただきたいと思っておりますが、議

長から冒頭、簡潔丁寧にと。簡潔丁寧というのは非常に難しいことでありまして、相当簡潔

になりますと丁寧さが欠けますし、丁寧にやると簡潔でないということですが、なるべくわ

かりやすいように、ご理解いただけるように、ご答弁申し上げたいと思っております。また、

傍聴の皆様方、早朝から大変ご苦労さまです。ありがとうございます。 

１ 行財政改革と市民参画について問う 

勝又議員のご質問にお答え申し上げますが、冒頭その財政指標を調べて――調べてといっ

たっていつも公表されているわけですが、20 番目で大変不名誉だと、こういうお話でありま

す。議会の皆さん方はよくそれをおっしゃいますけれども、まずその生い立ちとそして実態

を、本当に皆さん方がよくお調べしていただいた上で、そういうことを申し上げるのかどう

かと、ここは私は非常に疑問であります。 

確かに実質公債費の比率、あるいは将来負担比率これらについては、高いものがあります。

しかし、生い立ったときはどうであったか、ここを皆さんからご理解いただかなければ、私

が 12 年間、市政を担当してこうしてきている中で、どんどん悪化したというふうにしか今の

言葉を聞けばとれないですね。不名誉だと、一番悪いと。それは確かにそうです。しかし、

例えば将来負担比率も、あるいは財政実質公債費比率も、当市はどのくらいであったのか、

そしてどのくらい改革がされて今の数値になっているのか、ここを十分精査していただいた

上で、ご批判はご批判として受けたい。しかし、そうでなくて今現在の数字だけをぽんと持

ち出して、これはだめだ、これはだめだという議論には、私はちょっとくみできないという

ことであります。 

その前段を申し上げて、さあ、行財政改革等の中で、当面考えられる問題点は何かという
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ことであります。今、当面考えられる喫緊の課題といたしましては、老朽化した施設につい

ての計画的な更新と配置の見直し、このことがまず一番であります。このため市では現在、

公共施設の固定資産台帳整備を進めております。これに基づいて、今年度中に公共施設の管

理計画を策定する予定であります。この計画を策定することによって、施設の更新時期ある

いは更新に係る経費を将来的に見通して、財政運営に寄与するということ。それから、市民

と情報を共有して、将来的な施設の有効活用あるいは適正配置について、ご意見、ご提案を

いただきたいということであります。 

これまでの改革の成果、将来的な見通しということでありますけれども、市が独自の財政

健全化計画を策定して、これは議員の皆様にもご協力をいただきながら、平成 18 年からこの

３か年、給与の３％削減をはじめとした取り組みによりまして、これはまあ相応の成果を得

てまいりました。このことによって、財政危機は免れたと、いわゆる克服をしたということ

であります。 

ほかにも定員管理計画に基づきます職員数の削減に取り組んできました。一定程度の人件

費の削減は、図ることができたと思っております。 

 人口減社会を迎えた状況にありまして、引き続き持続可能で安定的な行財政基盤の構築に

取り組んでいくと。このためには当然ですけれども、これまで以上に内部管理経費の削減、

とりわけ人件費を抑制していく必要があると思っております。 

一方で、市民ニーズの多様化あるいは社会情勢の変化、こういうことによって生じます、

新たな業務にも的確に対応していかなければならない。そして、安定した行政サービスを提

供できる組織体制の構築も当然必要であります。 

こういうことから、今後は多様化・高度化する行政ニーズに迅速そして柔軟に対応できる

行政機構を確保しながら、民間活用こういうことによります職員数の適正化、そして効率的

な職員配置を行って、行政と市民が協働して知恵を出し合いながら、経費の抑制を進めてい

くということであります。 

４月の総務文教委員会でも財政シミュレーションをお示しいたしたところでありますが、

これをきちっとした財政計画として、平成 29 年度予算から反映させる。このことによりまし

て、中長期的な将来展望をきちんと持ちながら、計画的な財政運営に努めてまいりたいと思

っております。 

大和病院の経営コンサルでありますけれども、ご承知のように大和病院は医療再編後 40床

の病院として新たにスタートいたしました。小規模病院が全国的に抱える問題点といたしま

して、診療報酬制度の影響から経営状況が大変厳しいということであります。この点を改善

する手法の１つとして、今回「アメーバ経営」といわれる経営手法を導入することといたし

ました。 

この考案者であります、京セラ稲盛名誉会長この方の言葉によりますと、会社経営とは、

一部の経営トップのみで行うのではなくて、全社員がかかわりをもって行うものだ。この考

え方に基づいて、会社の組織をできるだけ細かく分割し、それぞれの組織の成果を分かりや
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すく示すことで、全社員の経営参画を促す、この経営管理システムということであります。 

具体的には大和病院全体をアメーバ――アメーバはご存じでしょうけれども――と呼ぶ小

さな組織に分けまして、この組織ごと、アメーバごとに時間当たり採算を算出させていただ

いて、これの最大化を図っていかなければならない。時間当たり採算の目標値を月ごとに策

定をいたしまして、ＰＤＣＡサイクルを毎月１回、回転をさせるということで、経営の向上

を目指していきたいと思っております。 

現在は院長をはじめとして各部門の責任者に聞き取り調査を実施している段階であります。

９月までを導入期間として取り組みを構築いたします。10 月から３月までは試験運用期間と

して、仕組みの見直し、あるいは定着を図るように取り組んでいかなければならないと思っ

ております。当然ですが、今後も持続可能な病院経営を目指して、引き続き努力してまいり

たいと思っております。 

アクションプランによる改革の推進とその評価であります。これにつきましては、以前に

も勝又議員からご質問をいただいております。いかに効率よくサービスを提供し、課題解決

を進めるか。これが行政改革の大命題であるというふうに考えております。市では行政の効

率化を目指して、できるところから進めるということであります。 

平成 27 年度は、12 の事務事業についてアクションプランに取り組みまして、行革推進委

員会で評価をいただいております。目標はある程度達成し、アクションプランとしては終了

とする事業が３件ありました。取り組み内容、総合評価、次年度の取り組みこれをウェブサ

イトで公表しまして、市民の皆さんと改革の進捗を共有しながら、効率化を進めているとこ

ろであります。 

委員の方々によります、この民間目線の評価は、職員の人材育成の観点からも大変有効な

機会でありまして、平成 26 年度からは委員を２人増員しまして７人といたしました。委員会

の評価機能を強化、充実したところであります。毎年２月に行革委員会を開催しまして、そ

の年度のアクションプランの取り組み内容、次年度の取り組み方針を説明し、委員の方々か

ら評価をいただく。その評価において改善が必要となった事業につきましては、担当課が改

善方針を作成し、４月の行革委員会で再度協議するということでやっております。 

こういう進め方によりまして、これも先ほど申し上げましたが、ＰＤＣＡの機能は確立し

ているというふうに考えておりますけれども、ここ数年、取り組んでおりますこの事務事業

が減少傾向にあります。今後は取り組むべき事務事業の選定方法を考えながら、より多くの

事務事業でこれを実施していかなければならないというふうに考えておりますので、よろし

くお願い申し上げます。１問目につきましては以上であります。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

いつもながら見事な答弁をありがとうございました。行財政改革についてでありますが、

今、市長から縷々説明がありました。私も全くそれについて認識していないわけであります

が、ものごとを経営してみると、一番どうにかしたいと思うのが人件費であります。全国の
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自治体の中の類似団体と南魚沼市を比較した場合、かなり人件費が高いほうにあるという資

料を以前見たことがあります。類似団体 190 何件に対して確か 180 番ぐらいだったかなと、

そんなふうに思うのですが、その人件費の占める比率について市長はどのようにお考えでし

ょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

これは例年それぞれの議員の皆さんからおっしゃっていただくことでありますが、これも

南魚沼市の大きな特徴の１つといたしまして、いわゆる一般会計で持っている部分だけでも

言えますけれども、公立の保育園が多いということであります。保育士さんが今、100 人を

超えております。この人件費は相当の額になるわけでね。これは今、他の自治体を散見させ

ていただきますと、公立でこれだけの保育園を経営している自治体というのはそうありませ

ん。ほとんどが民間経営であります。この部分が南魚沼市の、いわゆる一般会計で支弁する

人件費の多いゆえんだというふうに私は考えております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

今の答弁についてお尋ねいたします。市立保育園を民営化するというような、そういう考

え方はありますでしょうか、ありませんでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

これも議会でご説明申し上げておりますように、市内全域の保育園を全て、公設民営も含

めて、民営化するという考えはもっておりません。各旧町に１か所あるいは２か所、このく

らいが公設民営も含めた民営化で適切であろうと。他の小規模的な保育園そういう部分につ

いて、民営化を進めるつもりは全くありません。公設で公営でやっていく、これが市民サー

ビスの最たるものだというふうに私は認識をしております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

では、①については以上で終わることにします。 

 ②のゆきぐに大和病院で予定されている経営コンサルについてのお尋ねでありますが、予

算書によれば 1,200 万円のコンサル料が予定されていたかと思います。良い成果が得られる

よう努力していただきたいと思いますが、さて、この京セラのアメーバ経営の経営コンサル

については、病院経営に限ったものではないと承知しております。当然、城内診療所やある

いは市民病院、または市行政の全体についても十分参考になる内容だと私は思っているので

すが、できれば大和病院に限定しないで、あちらの病院、こちらの診療所もなかなか赤字で

苦しんでいるわけでありますので、ついでと言っては何ですが、せっかくこういう機会があ

るわけですから、市行政のシステム全体を見据えて、部署は違ってもみんなで勉強し合うと

いうような形に持っていけないものか。コンサル料は 1,200 万円という高額な額であります
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ので、１つの病院に限定して考えるのは、もったいないのではないのかと私はそんなふうに

思いますが、いかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

大和病院で取り組んでおりますアメーバ方式というこの方式につきまして、先ほどの答弁

でも申し上げましたが、試験的な運用期間としてまずは実施をしていきたい。そして、効果

が相当上がる、あるいはそういう兆しがすごく見えるということであれば、まずは企業会計

部分ですね、ここに導入していくのが、何といいますか第一義的だろうと思っております。 

このことを一般の行政の中に導入したときに、組織の細分化という部分について、今の部

課制――部、課、係この中をもっと細分化するなんていうことがどこでできるのか。あるい

は病院の場合は例えば、診療します、あるいは検査しますとかいろいろの部門があるわけで

すね、当然つながっているわけですけれども。しかし、一般の行政の中にはそういうふうな

明確な区分が、どんどんとできているというところではないわけであります。しかも、行政

はほとんど生産性はもちません。そういう意識は持たなければなりませんけれども生産性は

持たない中で、これをじゃあ全行政に適用できるか否か。これは私も今はわかりませんが、

まずはこの大和病院の取り組みをきちんと確認をしながら、効果が認められればそれが行政

組織であろうが、きちんとやっていくべきことであろうというふうに思っております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

京セラのアメーバ経営の手法については、皆さんもよくご存じだと思いますが、何年か前、

日本航空が２兆 3,000 億円の負債を抱えて倒産をした。戦後最大の倒産劇だったというお話

でありますが、京セラの稲盛会長が乗り込んで、翌年は 1,500 億円の黒字と。２年目は 2,000

億円以上の営業収支の黒字を出した。まさに信じがたいＶ字回復であったとそう言われてい

るわけです。 

その応用ができる分野というのは、私はかなり柔軟に考えられると思っています。今、市

長の答弁にありましたように、行政のいろいろなシステムについてこれを適用するのには、

無理があるかなというようなお話でしたけれども、意識だけは学んでいただきたいし、また

病院経営ということであれば、市民病院やあるいは城内病院は、まさにイコールで結べるよ

うなそういう分野でありますので、せめて城内診療所そして市民病院等々一緒に学んでもら

うというような形にできないものでありましょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

稲盛会長の経営手腕は、私も本当に敬服をしているところでありますが、これはご承知の

ように２兆数千億円という債務は、いったんこちらへ棚上げをしてそしてやったのですね。

これはおわかりでしょう。日本国が、この部分を一応肩代わりといいますか置いたわけで、

これを全部どんどん、どんどんと一気にやりながら 1,000 億円、2,000 億円というその利益
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を上げたわけではないわけであります。それをきちんと国に肩代わりをさせる手腕も、さす

がと言えばさすがでありますので、そこはあまり、稲盛会長のすごさはすごいとこれはよく

わかりますが、２兆数千億円をそのとき今から返しながらやっているという事業ではなかっ

たわけであります。これは議員、ご承知のとおりだと思います。 

そこで、城内診療所という話が出ましたが、城内診療所はもはやアメーバです。この中を

分割しろといったってとても分割できない。ですので、まずはそのあり方も含めて、今は無

床というかベッドを持たないで、外来診療だけでやる。ここを分割しろといったって、事務

所の中を見てもおわかりのとおり分割すべきところはありませんが、市民病院については結

局こういうことがどういうふうに出てくるのか、これらも含めて田部井院長先生といろいろ

協議をしていかなければならないと思っております。以上です。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

今、井口市長から城内診療所は既にアメーバだという答弁をいただきました。アメーバで

あれば、しかもいいのではないかとそう思ってしまうのですが、この辺について押し問答し

てもしょうがないので、次に移りましょう。 

 アメーバ経営についての導入編、運用編そして浸透編とある中で、導入編と運用編のみを

やるという予定であるというふうに話を聞いています。それで、運用編まででコンサル料が

1,200 万円、浸透編まで入れるとさらに 420 万円というお金がかかるそうです。 

さて、実は京セラの「アメーバ経営」なる本が本屋さんに売っておりまして、私も買って

読んでみました。京セラの稲盛会長いわく、やり方だけを学んでみてもうまくいかないケー

スが多いというお話であります。結局、手法を学んでも現場に浸透させないことには、いい

結果が出ないというお話のようであります。 

そんなわけで、これにかかわる全職員が、自分が経営者であるというような意識をもって、

また、先ほどの井口市長の答弁にもありましたように、時間、経済というものをはっきり意

識するその習慣を身につけていただいて、ぜひ、いい結果を出していただきたいものだと私

は思っているのですが、浸透編を予定していないというのはどうしてなのでしょうか。現場

に浸透してこそ初めて成果が出るというふうに、ものの本には書いてあるのですが、いかが

でしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

そのとおりでありますけれども、地方行政の仕組みといたしまして、これをまさか複数年

にわたってやるということまで予算措置をしたわけではありません。さっき触れましたよう

に、10 月から３月までをまずやってみましょうと。やってみて、その浸透編このことが当然

必要とあらば、それはやっていかなければなりません。それは次年度の予算ということにな

ります。それをご理解いただきたい。いいことだとわかれば、浸透までさせないでやめまし

たなんていうことはしませんから。 
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それから、城内診療所も含めてですが、自治体病院の運営の基本の１つに、赤字だからそ

こから撤退をするという考え方は、やっぱり許されないわけであります。当然であります。

その地域の皆さんの健康、命を守らなければならないわけですので。ですので、それはそれ

として、ただ、赤字であっていいということではない。当然、黒字化を目指して皆さん頑張

っていただくということであります。 

城内診療所も簡単なんですよ。今、医師をたった１人にして、そして、もうかる範囲で診

療をしていれば十分それで間に合います。しかし、それでは住民の皆さん方の期待に、健康

維持に、あるいは命の維持に応えられないということです。そこは十分ご理解いただかない

と、赤字だからみんなだめにしてしまえ、削減しろ、削減しろという、これはやっぱり許さ

れないことであります。これは当然、市民病院、大和病院にも当てはまる部分ですので、そ

の点はまたご理解いただきたいと思っております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

市長答弁をいただきましたので、次の項目に移らせてもらいます。 

 アクションプランによる改革の推進とその評価についてということでありますが、このア

クションプランについて一般職員といろいろ話をしてみると、まことにその現場に浸透して

いない。実は以前もそんな話をしたことがありました。そんな中で、行政改革の項目が 24 項

目から 12 項目に減っているということで、資料を見ると、平成何年で完了というようなそう

いう表現が至るところに見られます。行政改革に完了なんてことはないはずだと、私はそん

なふうに思うのですが、その資料の下に実は「事業は継続しますが、アクションプランでの

検討は完了とします」というふうにあります。これを見てちょっとわかりづらいと。どうい

う意味であるかちょっとお尋ねしたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

そういう子細な問題については、担当の部長とか課長に答弁させます。一般質問という形

式ではどうもないようでありますので、部長あるいは課長に答弁させますので、よろしくお

願いいたします。 

○議   長  企画政策課長。 

○企画政策課長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

今おっしゃった資料というものは公表されているアクションプラン、行政改革大綱に基づ

くアクションプランの平成 28 年度あるいは平成 27 年度のものであるとお察しいたしますけ

れども、そこに書いてある、例えば平成何年度完了の下に、「事業は継続しますが、アクショ

ンプランでの検討は完了とします」という記載につきましては、例えば平成 27 年度のアクシ

ョンプランで申し上げますと、上下水道料金徴収等業務委託の検討、あるいは教職員住宅の

段階的廃止、これらがその事務事業に該当するのではないかと思われます。こういったもの

につきましては、これからもその上下水道料金の徴収業務の委託、あるいは教職員住宅の廃
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止の検討は続けてまいります。また、委託も続けてまいります、という意味でございます。

ただ、ここに取り組むまでの過程、そして一定の効果それらは得られたものと判断いたしま

して、アクションプランからは終了とさせていただくところでございます。以上です。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 

今の答弁でおよそわかりました。ある程度の成果が上がったものについては、外部評価の

対象にしないということのようであります。私が以前いただいたアクションプランの資料に

は 24 項目あったわけですが、つい先日もらったアクションプラン、行政改革大綱のアクショ

ンプランについては 12 項目でありました。12 項目のうち、総務部の扱いのものが７つ。そ

うすると、市行政のシステム全体を考えると、総務部のものだけがこれほど多いのはどうし

てなのだろうと。それだけ総務部は改革が遅れているという意味なのか、いやまさかそうい

うことはないと思いますけれども、全体のバランスからしてどうもちょっとうなずけないよ

うな思いがしたものですから、その点についてお尋ねいたします。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

総務部が多いというのは、財政、人事、それら相当受け持つ範囲も広いという部分もある

かと思いますが、その項目が幾つになってどうだこうだ、それはなぜだという部分について

は、私が知り得ていても答弁すべきことではありませんので、企画政策課長に答弁をさせま

す。 

○議   長  企画政策課長。 

○企画政策課長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

総務部の改革が遅れているというご意見をいただきまして、大変ありがとうございます。

この総務部の事業につきましては、確かに残っておる事業の大半が総務部の事業ということ

になっておりますが、このそもそものアクションプランの取り組みでございますけれども、

平成 24 年度から取り組んでいるということで、ことしで５年目ということになります。この

中で最初、当初のご質問であった財政健全化計画が終了した後の、行政改革をどうやってい

こうかという中でこのアクションプランが出ております。 

そんな中で、行政改革推進委員の方々と行政で一緒に話し合いながら、この中の幾つかの

項目について、こういう方向性をもってやっていこうよといって取り組んでいるのが、今の

アクションプランでございます。そもそもの当初の中にあった事業から継続しているものが、

総務部の事業として多いということでございます。なぜかと申し上げますと事務事業の見直

し、あるいは財政の健全化、そういった大きな題目に取り組んでいる事業が多くて、一つ一

つの見直しというものは、日常の中で行われているわけですけれども、大きな目標地点まで

たどり着くのには容易ではないということで現在も残っている次第でございます。以上です。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  １ 行財政改革と市民参画について問う 
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おおむねわかりました。それで、このアクションプランについてでありますが、先ほども

言いましたように、末端の職員になかなか浸透していないという印象があるという話をしま

した。どうしてかなと思って見るのですが、人事の異動で３年から長くて５年で異動すると。

そうすると、その場、そのときにいたスタッフの水準が上がっても、スタッフが入れかわる

ことによってまたもとへ戻ってしまうという傾向というものはないか、私はそんなことを心

配してしまうのです。できればこういう改革というものは、後戻りしない、もとの水準に戻

らない歯止めのようなものをつくっておくべきではないかと。そんな意味で、アクションプ

ランの項目をどんどん、どんどん減らしていくのもいかがなものかと私はそんなふうに思う

のですが、いかがでございましょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 行財政改革と市民参画について問う 

アクションプランへの熱意といいますか取り組みの熟度、これに職員がどうもついていっ

ていないというようなご指摘でありますが、それはご指摘として承っておきます。きちんと

確認をさせていただきます。 

そして、人事の件でありますが、特殊な職種につきまして、例えば専門の高度な技術を持

っている方とか、これはなかなか一般事務にとか、そうは言ってもやはりそこが大事になる

わけですけれども、ただ、一般的に採用している職員につきましては、これは３年、５年あ

るいは７年という、大体サイクルを私は考えているのですけれども、そこの中で成果が当然

３年あるいは５年いれば上がるわけですね。他の部署に移ったからそれが一気に落ちるかと

いうことは、私はあり得ない。ただ、新採用職員とか、全く経験したことのない部署に行っ

たとき、当面はそういうことがあろうかとは思いますけれども、それは当然ですけれども前

任者がこの庁内の中にいるわけですから、前任者も含め、あるいはその係、課の中で全員で

カバーしていくということをとらなければならない。固定化いたしますと、やはりどうして

もよどみが出ます。人事の固定化はですね。これはとっても避けていかなければならない。 

国なんか見なさいよ、１年か２年でみんなあちこちとんでいます。それがいいとは言いま

せんが、やはりそうして全体的なことをきちんと身につけていただいて、そして幹部職員に

なっていくという形をとっていかないと、なかなか行政の組織は人事の固定化というのは難

しいということは、ご理解いただきたいと思っております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  いよいよ時間も半分が経過しました。時間配分の問題もありますので、次

の大項目２番目に移りたいと思います。 

２ 図書館のあり方について問う 

 図書館のあり方についてお伺いします。①として、今現在の利用者、すなわち市民の満足

度についてどのようなものだと評価しているでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 
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 今現在、図書館におきまして市民の皆さん方からどの程度ご満足いただいているか。100％

ということはあり得ませんが、私の感覚としては七十、八十は満足していただいているとい

うふうに、私は感じております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

今の市長答弁を聞いて、私と全く同じで、私もその程度かなとそんなふうに思っていた次

第でありますが、さあ、②として南魚沼市に大型図書館ができて丸２年が経過しましたが、

この２年間にどのような工夫・改善がなされてきたか。現状からして、今後の課題は何か。

今後どのような改善を予定しているかについてお尋ねします。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

登壇します。２点目の件でありますけれども、開館当初、やっぱり中高生の話し声に多く

の苦情が寄せられたということもありました。現場での啓発活動あるいは学校との連携によ

りまして、これも徐々に改善をされてまいりました。 

それから、館内が広くて図書が探しにくいというご意見も頂戴しておりましたけれども、

徐々にではありますけれども、見やすくなるように、探しやすくなるように。今、改善を重

ねているところで、表示や案内を工夫して改善を進めているというところであります。それ

から、ボランティアの皆さんからもお手伝いをいただいているところであります。 

そのほか、市民の皆さんに読んでいただきたい本、あるいは季節や生活に役立つ本、これ

らについてさまざまな特集を組んで、平成 27 年度は毎月のテーマ展示、あるいはミニ展示を

95 テーマつくりまして、皆さんから気軽に本を手に取っていただけるように工夫していると

ころであります。 

商店街との連携事業といたしましては、図書館利用によりますポイント付与、あるいは雑

誌スポンサー制度こういうことで地域や事業者の皆さんと連携活動も展開しております。そ

れから、総合支援学校のＭＳＧカフェこの出店も、支援学校との連携あるいは生徒の体験学

習の支援に、大きな役割を果たしたと考えておりますし、市民の皆さん方からもこのことに

つきましても、大きな評価をいただいております。 

今後の課題でありますけれども、利用者数の、あるいは貸出冊数の向上はもとよりであり

ますが、魅力のある特集あるいは事業を実施することで、利用者の皆さんの満足度をもっと

もっと高めて、市民が図書館に足を運ぶ機会を増やすことが重要であろうというふうに思っ

ております。以上です。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

図書館としてもかなりいろいろ工夫し、向上に努めているということは、行ってみるたび

にそのように私も思っています。しかしながら、まだまだ工夫・改善がなされていく必要も

あるんじゃないかとそんなふうに思うのです。あそこを利用していてふっと思うのですけれ
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ども、いまだに使われたことのない部屋がある。録音室というところが全く使われた実績が

ないというふうなお話を聞いたことがあります。今後も使われることがないようであれば、

別な形で市民にオープンにするというような形もいいのではないかとそんなふうに思ったり、

あるいは閉架書庫の中に市民の財産、すなわち市民の本が２万 6,000 冊あるという話も聞い

ています。 

よその図書館に聞いてみると、定期的に閉架書庫を実は解放しているというようなところ

もあるように聞きました。お隣の十日町市の情報館でも、時々ですね、定期的にとは言いま

せんが、時々市民に開放しているということでありました。 

そんなわけで、あの閉架書庫について市民の財産であるわけですので、いつも市民の目に

触れないというようなことが果たしていいか悪いか、もっと市民にオープンにするべきでは

ないかとそんなふうに考えるのですが、いかがでございましょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

個々のその録音室とかという部分については、どういうことかというのは私はちょっとわ

かっておりませんから、担当にお答えさせる……というほどの問題ではないような気がしま

すけれど、とりあえずご質問いただきましたから答弁させます。 

閉架書庫このことにつきましては、別に我々もそこに入れ込んだまま、全くそれを利用し

ていないということではないわけでありまして、ご存じのように本の入れかえもありますし、

いろいろあります。ただ、閉架部分をオープンにしてそこにお客さんをどんどん入れるとい

うことについては、私は今、初めて――私はですよ、図書館の担当は聞いているのかもわか

りませんが、初めて耳にした言葉でありますので、そういうことについても、それが非常に

市民の皆さん方の望むところだということになれば、これはやっぱり考えてみなければなら

ない。担当のほうはどう考えているか、これについても今、担当の課長に答弁させます。 

○議   長  社会教育課長。 

○社会教育課長  ２ 図書館のあり方について問う 

録音室が今は使われていないという件でございますけれども、それについてはちょっと私

が確認をしておりませんので、確認をして後ほどお答えをしたいと思います。 

あと、閉架書庫につきましては、一般に貸し出しができないような重要な本等も閉架の中

に入ってございますので、そこを一般にオープンにして貸し出しをするということは、若干

問題があるのかなということもありますし、今、市長が答弁をしましたように、一般の図書

との入れかえということもございますので、有効に利用した中で活用していきたいというふ

うに思っております。 

 それから、今ほどの件も含めまして、今年度、利用者に、秋ごろをめどにアンケート調査

をしていきたいと思っておりますので、その中で市民の皆様の要望を受けて改善していける

ものは改善していきたいというふうに考えてございます。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 
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○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

よその図書館の事例もいろいろありますので、情報交換をしながらやっていただければと

思います。 

 では、③として新規購入の本はどのようにして決められているのか。選書は適切に行われ

ているかどうかについてお尋ねします。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

この図書館の新規の購入、これは議員から平成 27 年の３月議会でも確かご質問をいただい

ておりますけれども、その答弁と同じでありまして、選書につきましては、当然、現在の蔵

書状況を判断しながら、図書館の収集方針に基づいてやっているということであります。新

刊本だけということではなくて、児童の成長に役立ててほしい本だとか、生活だとか歴史、

文化、あらゆる分野があるわけでありますので、それぞれの年代の方々に役立つようなとい

うことでやっているところであります。それから、市民のリクエストによって購入する場合

もあります。選書は司書を中心にして、複数の皆さんで選んでやらせていただいております。

予算の範囲ですので、そういうことでやらせていただいております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

実は似たような質問、ほとんど同じ質問を、去年の３月に行いました。私の気のせいかも

しれませんけれども、あの図書館の中を歩いてずっと本を眺めてみると、ある種の傾向を感

ずると。これは本を選ぶ人のくせというか、あるいは好みとか、そういうものも知らず知ら

ずに出てくるのかなと思ったりもするんですけれども。去年、私が質問したときに真摯に受

けとめて改善すべきは改善し、というようなお話がありました。そのような答弁があったの

ですが、１年たって私があの図書館の中を歩いてみるに、どうも改善されているのかいない

のか。どうも、ああ、よくなったなという感じが、しないと言ったら失礼ですよね、目に見

えて実感できなかったと。それで、どんな努力をしてもらえたのかなとそんなふうに思って

質問したのですが、同じ答弁が返ってくるようであれば、次の質問に移ることにします。 

 図書館の内部の職員体制について適切でありましょうか。館長不在の現状についてどのよ

うにお考えになっているか、その点についてお尋ねします。 

実は、新潟県内の大型図書館を聞いてみると、ほとんど館長、副館長がその図書館にいる

わけであります。我が南魚沼市の図書館は、日本一を目指していると、にもかかわらず、館

長不在であると。できれば、しっかりと館長が常駐して、号令をかけるというようなほうが、

形としてはいいんじゃないかなと、そんなふうに思うのですが、いかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

 選書の件でありますけれども、改善された形跡が見えないというようなお話であります。

司書も人間でありますから、全ての人の好みに全部応えるというわけにはいかない。今、議
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員がおっしゃっていることは、議員の目で見ていただいて、議員としてはこうだということ

でしょう。一般の他の方がどう思っているか、これも含めて、さっき課長が答弁しましたよ

うに、アンケートをとらせていただきます。例えば選書の仕方が悪いとか、そういうものが

多数あれば、それは当然改めていかなければなりません。けれども、ただ単に――これは言

い方が悪いですけれども、議員個人の考え方で、この議場でどんどん、どんどんと追及をさ

れて改善が見えないと言われても、それはなかなか勝又議員のための図書館でもありません

ので、それは全部改善しますとは私からは申し上げられない。それはご理解いただかなけれ

ばなりません。 

大いにある声だ、もう市民の半分もそう言っているぞ、ということであれば当然ですけれ

ども、そうでは今のところないわけでありますので、それはひとつご容赦をいただきたいと

いうことであります。ですので、同じ答弁にならざるを得ません。今はですね。 

 それから、職員の体制です。これは開館時に県の図書館の相当地位のある方が、これだけ

のいい立派な図書館を、これだけの人数でやっているというのは、本当に驚くと。職員のす

ばらしさを褒めていただいたわけでありますね。ですから、職員の数が私もあれで十分、今、

足りているということは申し上げません。しかし、きちんと運営はされていると思っており

ます。 

それから、館長ですが、名目上といいますか常駐でない館長、社会教育課長が館長で今も

やっております。しかし、これもこの体制で満足しているかと言われれば、そういうことで

はないわけでありますので、徐々に改善をしていく方向を探していかなければならない、模

索しなければならないと思っておりまして、今、教育委員会のほうにも少しは指示はしてい

るところであります。 

○議   長  勝又議員にお願いします。一問一答ですので、またがらないように一問一

答でお願いします。 

５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

選書については言い過ごしがありました。大変失礼しました。 

 では、次の質問とします。⑤学校図書館との連携について、どのようにお考えでありまし

ょうか。市内のある学校で聞いたのですが、この地域の児童・生徒は、よそと比べて読書量

が少ないとの印象があると、そんな話があります。そんな現状の中で、市の図書館と学校図

書館との連携というよい取り組みが進められていると聞いていますが、その点についてお尋

ねいたします。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

１つお願いがあります。ある学校とか、ある職員とか、それらを例示されてこういう話が

ある、ああいう話があるというのは、基本的には我々は確認のしようがありません。ある市

民、よくそういうことをおっしゃる人がいます。本当に言っているのか、言っていないのか
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私はわかりません。ですので、そこを余り強調されますと、どうなのかなと。じゃあ、どこ

だったのだろうということを、議員に伺わなければならなくなりますので、余りそこは強調

せずにやりますが。 

この地域の子どもたちの読書量が少ない、これはあるかもわかりません。それは学校図書

館が貧弱なせいだということばっかりではなくて、何といいますかその社会性といいますか、

そういう部分もあるのかもわかりません。しかし、それを解消しようということで、学校図

書館と今の市立の図書館の連携を始めて、図書館のほうの司書が各学校に出向いて、蔵書の

整理の仕方だとかそういうことも含めて、今、連携を強めているところでありますので、そ

の成果はいずれ出てくるだろう。 

しかし、学校の先生がそういうことを言ってのほほんとしていること自体がおかしいです

よ。自分の学校の子どもが本を読むことが少ないと思ったら、学校の先生が指導をすればい

いわけですから。それを議員に口説いてぶつぶつ言っているという、そういう教育者がいれ

ばいるほど、この地域の教育は劣化していくということだと私は思っておりますので、いず

れその教育者の名前も聞かせていただきたいと思っております。後でこっそりでいいですか

らお願いします。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

私の表現がよくなかったのかもしれません。それはそうと、学校図書館をいろいろ回って

みて、学校側が大変喜んでいるという話は、私もあちらこちらで聞いています。それで、１

つ聞いたのですが、小中学校についてはよき連携が図られていると、学校の先生方も喜んで

いるというお話です。地元にある４つの高校の図書館を私は回ってみたんですが、市の図書

館との連携がなされていない。これについては、義務教育であるかないか、その点で見えな

い線をすっと引いてあるのかなと、私はそんなふうに思ったのです。市の管轄であるか、あ

るいは県の管轄であるか、その違いだろうとは思うんですけれども、実際、えきまえ図書館

の利用状況を見ると、学生の中でも圧倒的に高校生が多い。実際、高校生というと精神的に

不安定な時期でもあり、また人格形成、人間形成ができる、人生においても最も重要な時期

だと思います。そんなこともあわせ考えれば、義務教育であるかないか、市の教育委員会の

力の及ぶ範囲であるかないかを問わず、地元の高校とよき連携を図るのも１つの方法ではな

いかと。私はそんなふうに思ったのですが、いかがでございましょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

我々が県立高校だから、県の管轄だから高校のことは知りません、あるいは大学のことは

知りませんという態度をとっているわけではありませんが、やはり行政の中にはそれぞれの

区分もありまして、我々のほうから差し出がましく、六日町高校に、あるいは塩沢商工に、

八海高校に、あるいは国際情報高校に我々が司書として何かお手伝いしましょうか、なんて

ことは申し上げるところではありません。 
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これも議員、よくお聞きくださいよ。高校の先生方が、あれだけ高校生があそこを利用し

ている。しからば、自分の学校の図書館ではどうだろうと、こういう問題意識を持っていた

だいて、そして市の図書館のほうに何か連携ができないかとか、そういうお話が出てくれば

ですよ。しかし、そこを我々がこちらから差し出がましく、全て行政が変なことに手助けを

して、学校の先生が何をしているのだという、そこを十分ご理解いただきたいと思います。

とにかく、県立高校の問題について市の教育委員会がいろいろ申し上げることはできません

ということだけは、ご理解いただきたいと思います。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ２ 図書館のあり方について問う 

その点についてはわかりました。 

 では、６番目であります。これについても私は何回か議場で質問をした記憶があります。

なぜ、同じことを聞くかということですが、去年もまたその前も、市民会館の２階のあの旧

六日町図書館のスペースが、あの状態で放置されている。一般市民の目から見れば、あそこ

がスペースとしてあくことは、既に５年も前からわかっていたことであります。だとすれば、

今現在ああいう形で放置されているとすれば、何か市側の工夫とか何かないものかと、そう

市民が思っても不思議はない。そんな意味で、改めてまたちょっとしつこいようですが、こ

としも同じことを聞きます。何か構想はありますでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 図書館のあり方について問う 

先ほどの答弁の中で、高校には専任の司書がいるそうであります、専任の。ですから、そ

の方からいろいろ申し出があれば、それは我々はやっていきますけれども、その専任の司書

がいるのにそこへのこのこ出かけて行って、いろいろなことはやっぱり言わないほうがいい

だろう。そういう問題があるとすれば、やっぱり校長先生とかそういう皆さんが、きちんと

連携を呼びかけると、これが筋だろうし、当たり前のことだと思っております。 

 旧図書館の空きスペースであります。これは１つにはご承知のように、第二次総合計画の

中に、生涯学習センターの構想が入っております。これが何年度というのはまだ明示できま

せん。位置、あるいは駐車場、環境面も含めて、私はここがその生涯学習センターの部分に

は最適であろうと思っております。 

もう１つ、まだそれが実現する、しないということではありませんけれども、今、大和庁

舎にあります教育委員会事務局、これは社会教育課と分離されているわけですね。そういう

ことも含めますと、あそこがグローバルＩＴパーク等のことで、どんどんと利用が広がれば、

教育委員会部局もやはり一つの建物の中で連携が取れるほうがいいだろうと。こういうこれ

は、まだ私の考え方ですが、生涯学習センターについては第二次総合計画の中に盛り込まれ

ておりますので、これをやっぱり実現していきたい。いきたいけれども、新しくどこかにど

んと建てるということにはならないわけで、ここを今、私は想定をしているということであ

ります。その間の利用が一時的な部分とかそういうことであれば、いろいろ柔軟に対応した
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いと思うのですけれども、ある意味、恒久的にそこをどんと使ってしまうと、ちょっとやっ

ぱり支障が出るのではないかという気がしておりまして、今まだ具体的なここの利用形態に

ついては、皆さんに明示をできないと、できていないということであります。 

○議   長  最初にお願いしたとおり、全体で 60 分をめどにというふうにお願いしてあ

りますので、ご協力をお願いいたします。 

 ここで先ほど５番・勝又貞夫君に対する保留していた答弁について、社会教育課長から発

言を求められておりますので、これを許します。 

○議   長  社会教育課長。 

○社会教育課長  ２ 図書館のあり方について問う 

先ほどの、録音室の利用ができていないという件でございますけれども、ご指摘のとおり、

今現在の利用の実績がないということでございますので、今後このほかに活用ができないか

検討してまいりたいと思います。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  私の時間も持ち時間があと５分となりました。そんなわけで、最後の私の

質問に移ります。 

３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

①ごく簡単な質問ですが、ごみ処理施設の運営についてというふうに上げておきましたけ

れども、運営というよりは市民対応についてということでご理解いただければありがたいで

す。私が聞いた範囲で、魚沼市、小千谷市、長岡市あるいは十日町市、それぞれ市民対応を

する時間というものがみんな違いまして、共通していることはお昼休みにあの施設をとめる

ということがないと。焼却施設ですけれども、そうするとうちだけ、何で１時間とめている

のかと、そんなふうに思ったりもするのです。 

 あと、南魚沼市は朝９時からですけれども、お隣の魚沼市は朝８時から。どうも、市民対

応のその姿勢が違うなとそんなふうに思ったので、これは改善できるのではないか。よそが

やっていることは、我々にもやれるだろうとそう思ってお尋ねするのですが、いかがでしょ

うか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

この受付時間といいますか、このことについては、今、議員がおっしゃったとおりであり

まして、受け入れの時間は魚沼市は８時、我々のところは確か９時ですし、十日町は８時 45

分とそれぞれ千差万別であります。お昼休みの件につきましては、以前我が市も実施をして

おりました。しかし、利用者がほとんどない。そういう状況の中で、それは無駄だろうと。

行革ではありませんけれども、無駄だろうということで、今、お昼休みを制限しております。

それによっての市民の方からの苦情が、どんどんと環境衛生センターに入っているかという

と、それはありません。 

ですので、そういう対応をさせていただいておりますが、新しく今度できる部分について
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は、魚沼市も含めていろいろあるわけですので、当然、何か考えることがあれば考えていか

なければなりません。これはやらないということではないのです。ご利用いただけるようで

あれば、いつでもやりますよ。しかし、あけろ、あけろと言って、全然利用しないという、

それはまさに行政の無駄を省くということについて、無駄は省け、省けと言っておきながら、

そういうことだけやれということでは、それはなかなかできませんので、今は受け入れをさ

せていただいておりません、ということであります。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

私もお尋ねしたわけでありまして、あけろ、あけろと言ったわけではございません。 

 ②に移ります。ごみ処理施設から出る最終ごみの処分について。実は山形県の米沢市とか

群馬県の草津市に最終ごみを運んでいるというお話を聞いて、少なからず驚いたのですが、

議員になる前はそんなことは知らなかった。それでですけれども、地元で処分できない事情

が何であるか。その点とあわせて、実は十日町市の処分場を見に行ってきたのですが、最終

処分も自分のところでやっている。あと、長岡市もそうですね。４か所そういう場所がある

というお話でありました。 

それで、やがてその処分場もいっぱいになるのでありましょうけれども、我が南魚沼市の

市の行政の姿勢として、地域完結型という言葉がよく使われてきました。地域完結型の市行

政をと。その考え方からすれば、自分のところのごみぐらいは、自分の敷地内で処分したほ

うが、わかりがいいんじゃないか。山形までなぜ持っていくのか、あるいは群馬までなぜ持

っていくのか。ごみだけよそへ持っていくというのは、事情があろうかと思いますが、その

点についてお尋ねします。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

今現在、うちの焼却処分をしたところから出る最終的なごみは、スラグですね。これはＪ

ＩＳ規格までとりまして、全く無機質化していますから害はないということで、下水道の埋

め立て工事に使ったり、あるいは今、コンクリート二次製品の中に配合していただこうとい

うことで進めております。ですので、その利用がどんどん進んだときはあそこはほとんどな

くなりましたけれども、今はまたちょっと確か滞っているかもわかりませんが、どこかへ持

ち出しているものではありません。 

 もう１つは飛灰です。スラグではなくて灰です。これは相当やっぱり有害な部分もありま

して、そういう処分ができません。確かに我が市内にそれを最終処分できる用地が確保され

れば、我々も好き好んで山形や群馬まで運びたいとは思っていないのですけれども、これに

ついては非常に厳しい状況であります。候補地の選定も含めて、選定なら我々がしたって、

地元の皆さんが受け入れなければどうしようもないわけです。ここで、それを例えばつくろ

うという方向を出しても、相当の時間がかかるわけでありますので、今はとりあえず山形県

と、ことしからか去年からか、群馬県の草津町のほうにもお願いをして、そして双方で処分
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をしていただいているという現状であります。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

今のお話ですと、当分地元には最終処分場をつくらないというお考えだというふうに理解

してよろしいでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

つくらないのではなくてつくれない。全然、つくる気持ちがないなんていうことではあり

ません。そういうことが可能であれば、これはまさに議員がおっしゃったように、我々も自

分のところで出したごみを、ほかの地域にお願いするということはできれば避けたいわけで

あります。しかし、それが現実としてできない。政治は理想と現実と両方があります。その

はざまでいろいろ揺れ動いているということでありますので、ご理解をいただきたいと思っ

ております。 

○議   長  ５番・勝又貞夫君。 

○勝又貞夫君  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

さあ、いよいよ一番、最後の質問であります。新ごみ処理施設の候補地について、３つの

候補地が挙がっているわけですけれども、どちらを見ても塩沢といいますか、南のほうで魚

沼市から大変遠いところであります。これについて、公平性の面から何か問題が起きはしな

いかと、そんなことを思ったりもするのです。中継地をつくって一時置きのような場所も必

要になるのではないかと、そんなふうに思ったりもしますが、今現在のその構想がどのよう

なものであるかお聞かせいただきたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ ごみ処理・廃棄物処理について問う 

これは何度もご説明申し上げておりますように、魚沼市、南魚沼市、湯沢町、全ての住民

の皆さんに公募をしますと。どうか、候補地となりたい方、それを誘致したいと思われると

ころは、我々のほうに届け出てくださいということで、魚沼地域から１件もありませんでし

た。あったのが今回の３件であります。湯沢１件、旧塩沢２件です。これについては、今そ

れぞれ客観的な基準に基づいて、ここが適当か否か。これを今、基準に基づいて評価をして

いるところであります。 

評価的に、例えばですよ、例えば湯沢町に行ったとなりますと、これは当然、今議員がお

っしゃったように、中間の施設が必要になります。もし、そこに行けばですね。ですから、

そういうことも含めながら今、選定中といいますか評価中です。まだ、選定まで至りません。

出てきたその地域の皆さん方の部分、位置も含めて、あるいは近隣の――そこの集落の皆さ

ん方はここでいい。じゃあ、その近隣にある集落の皆さん方はどう考えるのだろうかとか、

いろいろな問題点もございますのでこれをきちんと詰めながら、この３地域が全て候補地と

しては適当でないということになるのかもわかりませんし、いや、３つとも適当だからどう
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しようというということになるのかもわかりません。これはまだ全くわからないということ

であります。きちんと公正な手続にのっとって、今は選定のその一段階前、評価に入ってい

るというところでご理解いただきたいと思います。 

○勝又貞夫君  以上で終わります。 

○議   長  ここで休憩といたします。再開時刻は 11 時 10 分といたします。 

〔午前 10 時 46 分〕 

○議   長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

〔午前 11 時 07 分〕 

○議   長  質問順位２番、議席番号 15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  傍聴者の皆さん、残っていただいて本当に感謝を申し上げます。頑張って

やりますので、ひとつよろしくお願いいたします。それでは、通告に基づきまして一般質問

をさせていただきます。 

１ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

 最初に食品ロス削減に向けての取り組み推進についてお伺いいたします。この発展途上国

などで食糧不足、飢餓が深刻な問題となる一方で、国内ではまだまだ食べられる状態なのに

捨てられている。まさに食品ロスの解消は今、大きな課題となっております。国連食糧農業

機関がことし５月に公表した調査によりますと、世界では約９人に１人、約 72 億人中、７億

9,500万人が食糧不足に陥っていると言われております。発展途上国では食糧不足によって、

５歳になる前に命を落とす子どもさんが年間 500 万人とも言われております。 

こうした中で、国連は、2050 年までに世界人口が 97 億人に達するとも推計されておりま

す。この急激な人口の増加に対応するためにも、食べ物を増産しなければならないわけであ

りますけれども、作物を育てる土地や水には限りがあるわけでありまして、世界中で現在の

ライフスタイルを続けた場合は、さらに深刻な食糧不足が発生するわけであります。それに

もかかわらず、世界では、食品生産量の３分の１に当たる約 13 億トンの食糧が毎年、廃棄さ

れております。経済的損失は約 90 兆円、廃棄処理で排出される二酸化炭素ＣＯ２は 33 億ト

ンに上がります。 

日本でも食べられる状態なのに捨てられているこの食品ロスは、家庭やスーパー、ホテル、

レストランなどあらゆるところで見受けられております。農林水産省によりますと、この日

本の食品自給率は約４割にとどまる中で、一方でまだ食べられる食料が廃棄されてしまう食

品廃棄物は、平成 24 年度で年間 2,801 万トン、食品ロスでは年間に 642 万トンと推計されて

おります。 

そして、通告には平成 24 年の数字でさせていただきましたけれども、平成 25 年度の数字

が出まして、食品廃棄物では 2,797 万トン、食品ロスでは年間に 632 万トンといわれ、食品

廃棄物の４割近くが無駄に捨てられるという計算になるわけであります。まだ食べられるに

もかかわらず、破棄されているのが食品ロスです。腐ってしまってやむを得ず廃棄された食

料と異なり、極めてもったいないといいます。その削減が喫緊の重要課題となってまいりま
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した。 

この食品ロスの半分は、事業者の流通、販売の中で起き、もう半分は家庭での食べ残しな

どで起きているという実態だそうであります。この食品ロス削減は、食品事業者、消費者、

行政それぞれにメリットがあります。過剰生産の抑制による生産、物流コストの削減や廃棄

コストの削減、また食品の軽減、焼却時のＣＯ２の削減による環境負荷の軽減にもつながり、

さらに未利用食品の有効活用は、食品ロス削減のみならず生活困窮者等への支援にもなるわ

けであります。そこで、当市の取り組みにつきまして、５点お伺いさせていただきます。 

 最初に１点目であります。学校や保育園などの教育施設における学校給食の食べ残しの実

態と、４月から始まりました政府でいう第三食育推進基本計画では、食品ロス削減のために

何らかの行動をしている人を増やすということを柱としておりまして、そのポイントの１つ

に、子どもたちにもったいない精神を呼び起こしたいというふうにありました。食品ロス啓

発推進について、まずお伺いさせていただきます。 

 ２点目であります。飲食店等における食品ロス削減についてであります。食べ切れる分量

のメニューの充実や、残さず食べる運動、他の自治体も積極的に進めている感が最近見受け

られますが、当市の推進について考えをお伺いするものであります。 

 ３点目であります。家庭における食品ロス削減についてであります。食品在庫の適正な管

理や、食材の有効活用など家庭でできる取り組み、普及、啓発を強化することも大切かと思

いますが、考え方をお聞かせいただきたいと思っております。 

 ４点目です。未利用食品を必要とする人に届ける仕組みの確立についてであります。フー

ドバンク等、本当に安定的に運営ができるように支援することも、食品の寄付だとか促進の

ために、税制を含めた必要な支援を行っていく、そういう時代もきているような感もします。

当市でもちょうど今月ですか、福祉協議会の便りにフードバンクの掲載もありますし、いよ

いよ始めた状況であります。このさらなる推進についてお伺いしたいと思っております。 

 最後、５点目であります。災害に備えた食糧確保についてであります。６月議会の冒頭、

市長所信表明にも報告されましたが、当市の緊急備蓄品を熊本市に送られまして、被災地で

は有効活用され、喜ばれたという報告がございました。大変よいことだと思っております。

地方公共団体等による災害備蓄食料の更新にあっては、廃棄の抑制を図り、また、食品の有

効活用を推進するためにも大切かと思いますが、所見をお伺いさせていただきます。 

以上、大項目１点目、食品ロス削減に向けての取り組みについて、市長に壇上からの質問

とさせていただきます。以上でございます。 

○議   長  中沢一博君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  中沢議員の質問にお答え申し上げます。 

１ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

前段はまさに議員がおっしゃったとおりでありまして、非常にある意味、憂慮すべき事態

だというふうに感じております。そこで、具体的に市の取り組み等についてお伺いがありま
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したのでお答え申し上げます。 

まず、学校・保育園等、教育施設における部分でありますが、南魚沼市はご承知のように、

市の健康まちづくり食育推進計画を策定させていただいて、食は健康づくりだけでなくて、

人づくりにつながるというふうに位置づけて、食育を推進しているところであります。 

 学校や保育園における給食につきましては、各年代に応じて栄養量を充足しバランスのと

れた安全で安心な食事を提供している。 

 保育園では、数値の残食量の調査は行っておりませんが、保育課程・食事年間指導計画の

１つに、「何でも食べて、健康な体をつくる」と、これを目標に掲げておりまして、苦手な食

材にも挑戦したり、あるいは食材や料理をつくってくれる人への感謝の気持ち、これが育む

ようにということで指導内容に組み入れまして、食育指導を行っておりまして、保育園関係

では残食はほとんど今ないという状況であります。 

 小中学校の残食量でありますが、各給食センターごとに集計を行っておりまして、１食当

たりの残食量は、平成 25 年度が 26.7 グラムでありました。平成 26 年度が 21.2 グラム、平

成 27 年度が 18.8 グラムということで、年々、残食量は低下しているところであります。 

 環境省が平成 25 年に行いました、学校給食から発生する食品ロス等に関する調査の結果で

は、児童生徒１人当たりの食べ残し量を年間 7.1 キログラムと推計しておりまして、当市の

平成 25 年度の食べ残し量は、先ほどの数値から算定いたしますと、年間 5.4 キログラム程度

だと推計しております。一概には言えませんけれども、南魚沼市は全国平均より食べ残し量

は少ないだろうということであります。 

このことは給食センターごとにテーマあるいは狙いを決めた食育計画、学級活動による食

事指導に加えまして、給食時の学校訪問活動これらを行っておりまして、児童・生徒に食の

大切さを伝えているということも一因だろうと思っております。 

４時間目の授業時間を延ばさないようにして、担任だけでなく職員全員で給食指導を行っ

ておりまして、給食時間を確保する独自の取り組みを行っている、こういう学校もございま

す。それから準備に時間のかかる低学年、ここがございまして、しっかりと声掛けをして、

指導を定着させるということで効果を上げている学校もある。平成 27 年度からさらに厳しい

目標値を設定して、今、その実現に取り組んでいるところであります。 

２番目の飲食店等における部分でありますけれども、私は先般、北信越市長会で長野県安

曇野市に出張したところでありますが、ここで飲み物のコースターのデザインが、「残さず食

べよう！あずみの」というふうに書いてありました。市内全域の飲食店で食品ロス削減に取

り組んでいるということであります。しかもまたその日、松本市の取り組みのご紹介があり

ました。これは 30・10 運動ということでありまして、これは宴会時にまず最初の 30 分は絶

対につぎに回らないで、出された料理を食べると。そして最後の 10 分間、これも全員が席に

ついていただいて、食べ残している部分、これも含めて全部きれいにすると。30・10 という

ことであります。これはすごいなと思っております。 

こういうことでありまして、南魚沼市におきましても昨年の 12 月から、市の職員に向けて
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「食べ残しゼロ運動」を呼びかけております。忘新年会、歓送迎会これらの宴席の料理は残

さず食べて帰りましょうということでありますが、一気に効果が上がったとはどうも言いが

たい部分であります。こういうささやかな取り組みから、これを端緒として広く市民に拡大

していければと思っております。 

食品残渣の処理につきましては、新ごみ処理施設の建設計画にも密接に関係する大きな問

題でありますので、食品ロス削減に向けて、先進事例を参考にして有効な手法を検討してい

かなければならないと思っております。 

家庭における食品ロスであります。これがまた松本市さんは、いわゆる宴会時の部分を家

庭にまで持ち込んだというかやっておりまして、家庭版 30・10 運動をやっております。これ

は毎月 30 日は、とにかく食材を使い切る。冷蔵庫を全部きれいにすると、こういう取り組み

です。それから 10 日はもったいないクッキングということでありまして、例えばニンジンの

皮であるとかそういう部分も全部食材として使っていきましょうということで、家庭に呼び

かけておりまして、これも相当の効果を上げているということであります。要は市民全体で

取り組める、取り組まなければならない目標をきちんと立てて、それを広く皆さん方に浸透

させていくということであります。 

そうは言っても 100％それで全部使い切る、食べきるものではないと思っておりますので、

その食品残渣につきましては、家庭用生ごみ処理機の購入補助を行っておりますし、それら

は堆肥として有効利用する方法も推進しております。市民一人一人のやはり意識啓発、それ

から飲食店等におけます食品ロス削減と、こういうことにも本当に先ほど触れましたように、

全員が心を一つにして取り組んでいくことが大事だろうと思っておりまして、こういう有効

な手法を、先進地の例も含めまして検討してかなければならないと思っております。 

４番目の未利用食品を必要とする人に届ける仕組みでありますが、このフードバンクは非

常にいい取り組みだと思っておりまして、この日本のフードバンク活動というのは、伺いま

すと 2000 年ごろから普及しました。ＮＰＯこういう団体が集めた食品を、経済的に困窮して

いる高齢者やひとり親家庭、地域の福祉団体で寄付をしているということだそうであります。 

県内では、平成 24 年度に「フードバンク柏崎」が設立されまして、平成 25 年には「フー

ドバンクにいがた」、そして平成 26 年には「フードバンクにいがた長岡センター」これらが

設立されまして、活動を行っているところであります。 

このフードバンクにいがたでは、やっぱり広く住民の皆さんに呼びかけて食料を持ち帰る

活動「フードドライブ」ということだそうで開催しているということでありまして、その市

内の中でも４か月に１回「福祉センターしらゆり」――これは我が市のことでありますが―

―において活動が開催されておりまして、現在も６月１日から６月 30 日までの間、寄付を受

けつけております。これは社会福祉協議会の中であります。 

この社会福祉協議会のほうは、平成 27 年７月から平成 28 年３月まで延べ 23 回にわたりま

して、フードバンクにいがたから缶詰、レトルト食品、それから乾麺、しょうゆこれら 170

個、米 21 キロを提供いただきまして、15 人に対して支援を行っているところであります。 
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今後はこういうＮＰＯと市の共催によるフードドライブの開催や、地域、学校、職場これ

らが１つになった活動の推進、それから地産地消こういう仕組みを検討・構築していかなけ

ればならないと思っております。 

災害に備えた食品の確保でありますが、先般もちょっと申し上げましたけれども、この災

害に備える取り組みといたしまして、各家庭で１人３日分の食料、飲料水の備蓄をまずは推

奨しております。これは災害発生時の各家庭での備えとして重要な取り組みであります。そ

の反面、各家庭で在庫を抱えることになりますので、長期保存できる食品の購入、あるいは

購入サイクルを考えて、無駄にしないようにする啓発も必要だと。 

市が災害用に備蓄しております食料品は、現在、申し上げました熊本地震への援助物資支

援により、一時的に乾燥米で 3,150 食ほど減であります。常時約１万食を備蓄する計画とし

ておりまして、この備蓄食品が大体賞味期限が５年でありまして、１年に大体 2,000 食が賞

味期限を迎えるそういうサイクルです。これらにつきましては、賞味期限がおおむね１年未

満となったものから、防災訓練あるいは防災関係イベントでの活用、配布等も含めて、有効

活用をしているというところであります。以上でありますが、よろしくお願い申し上げます。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

それでは、食品ロスの１点目から再質問をさせていただきますけれども、今お聞きしまし

て保育園等ではかなり少ないという部分を感じました。また、学校給食等も今、全国平均よ

りも少ないということで、本当に安堵しております。私は今でもやはり食料品関係、食品関

係、飲食関係の仕事をしているわけですけれども、本当に今の子どもさんたちの取り組みで

すね、そういう部分は、やはり教育が大事だと思っております。私が小さいころには、自分

の家は生活が厳しかったせいかもしれませんので、なおさら、もったいない運動というか―

―あの当時はけちだなというふうに親を思っていたのですけれども、今思えばいい教育をし

てもらったというふうに、親に私は感謝をしたいと思っております。 

そういう面で私は本当に、このもったいないという部分の、子どもさんたち、また児童さ

んたちへのそういう啓発というものが、本当に今後大事になってくるかなというふうに感じ

るわけでありまして、やはりそれが家族への波及効果にもつながってくるわけであります。 

また、ちょっとそれるかもしれませんけれども、私の地域でもイベント等で稲刈り体験等

をしまして、稲刈りをします。そしてあとに稲穂が落ちます。全部、稲穂を拾うんですね。

そうしますと、やはり親御さんから言われたのは、稲穂を子どもたちに拾わせてそれを掛け

るわけですけれども、それを見て子どもさんが、今まで片づけもしなかったのに食器の片づ

けをするようになったとか、ご飯を残さなくなったとか、そういういい声を親御さんから後

で聞かせていただいているわけであります。 

そういう面で、今、目標値を出して取り組むという部分でございましたけれども、この基

本的計画等はこれからさらにこういう部分は大きくなってくるかと思います。そういう点、

もう一個突っ込んだ部分の、市長、子どもさんたちへの特にもったいない運動に対する取り
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組み等のお考えがありましたら、お聞かせいただきたいと思っています。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

まさに子どものころからの習慣づけといいますか、意識づけが大事でありまして、我々の

年代は特にそうでしたけれども、特に米ですね。これはもう１粒も残さない、弁当のふたに

くっついた米まで全部食べたという。今でもやっぱりそういう習慣は残っておりまして、ど

こかへ出てお弁当を食べるときでも、やっぱり一粒たりとも残さないというそれはもう習慣

ですので、それが別に恥ずかしいことでもないというふうにやっています。ですが、さあ、

今の子どもたちがどうかと言われますと、非常にそういう面ではそこまでの教育といいます

かは、徹底していない部分だろうと思っております。 

先ほど申し上げましたように、学校給食の中でこういう数値が出ているわけでありまして、

全国平均よりは低いとは言いますけれども、はやりこれだけ残すと、年間１人が５キロも残

すということでありますから、これを換算しますと相当膨大な量になるわけであります。教

育、特に学校関係については、教育委員会のほうで今後さらに厳しい数値ということを申し

上げておりますけれども、どこまでに設定するのかというのは、これから教育委員会のほう

できちんと協議をしていただくことだろうと思っております。その数値等がもう決まってい

るようでしたら、教育長に答弁させますけれども。その数値がまだ私はここに置いたという

ことを、ちょっと報告を受けておりませんので、さらに厳しくということだけは申し上げさ

せていただいて、答弁にかえさせていただきます。何かあったら……（「まだ決まっていませ

ん」と叫ぶ者あり） 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

やはり、目標数値を出してこそ、初めて一歩前進で、そこが不明確になるとなかなかやっ

ぱり進まないと思いますので、ぜひ、ひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 ２点目の飲食店における食品ロスであります。市長から本当に、長野県松本市の先行事例

というか、いい話をいただきました。この 30・10 運動という有名なのがございまして、本当

に今、市内でも企業でもそうやって帰りに折をくださいと言って持っていかれる方もいます。

昔は持って帰ると格好が悪いという、そういうイメージでありましたけれども、今はそうじ

ゃないんですね。きちんと料理人が一生懸命つくったものを、やはり粗末にしないように、

食べられるうちに自分の責任管理のもとで、全部食べるとそういう運動もかなり進んでいる

わけであります。 

この 30・10 運動。特に我々は、会食の多い、宴会の多い。私もここにいるメンバーもそう

であります。まあ、感じます、今、いつも帰り際になってバスの時間帯が何時ですよと、一

生懸命かけ込んで食べるという、そういう実態を私も個人的にはしております。ぜひ、当市

におきましても、この 30・10 運動を、やはり本当に粗末にしないように考えていきたいとい

うふうに思っておりますけれども、市長その点どうですか。まず、私たちから実行してみま
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せんでしょうか、どうでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

私はやはり、飲食店で宴会時の食品ロスというのが一番多いように感じているのですね。

ただまあ、全体の量としてそれがどうだかというのは、ちょっとわかりませんけれども。そ

こで今、議員からおっしゃっていただいたように、本当にそういうことをきちっとやってい

かなければならない。 

一時的には――これは議会の皆さんにもちょっとお話したことがありましたか。タッパー

を用意してもらって、残ったものは持っていくと。これは個人、個人に出された料理のとき

は非常にいいのですけれども、テーブル式で全体にどんと出してあるやつは、それをどうも

自分の中に入れて持っていくというのが、ある意味ちょっと非常に厳しいということでしょ

う。 

それはそれとして、やはり食べていただければいいわけですので、ぜひとも宴会時に皆さ

ん方から、私は今はですので――ですのでというか、そういうことばっかりであれなんです

けれども、宴会時にあまりつぎに出ないことにしているのですよ。出て回り始めると、もう

帰ってくるときは何でも食べたくなくなります。ですから、出て食って。ただ、この最後の

10 分というのは、余り私は今まで気がつきませんでしたけれども、最初の 30 分は大体皆さ

んがおっしゃっている人もいるようです。最後のまた 10 分というのが締めの 10 分前であり

ますので、これが幹事さんが相当時間を徹底していただかないと、面倒だろうということで

ありますが。いずれにしてもそういう無駄をなくするというのは、我々が率先して取り組む

べき問題だろうと思っておりますので、今後の宴会時には議会の皆さん方も、ひとつよろし

くお願い申し上げます。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

我々議員もぜひ、執行部と一緒に、せめて一緒の会はそのような形で取り組んでまいりた

いというふうに思う次第であります。 

 ３点目の家庭における食品ロスの件でありますけれども、京都市の試算をみさせていただ

いたときに、多分、執行部もその情報等は聞いておられるかと思いますが、家庭で出た食品

ロスは、４人家族で年間に６万 5,000 円の負担になるのだそうであります。大変、大きい数

字であります。年間６万 5,000 円が食品ロスされているという、そういう試算が出ておりま

した。本当に注目すべき数字だなというふうに私は実感しました。 

その中でやはり家庭でのつくり過ぎだとか、食べ残しというのも大事な――半分が家庭に

なるわけであります。そこで私はすごく最近――変な意味で聞かないでもらいたいのですけ

れども――賞味期限と消費期限の違いというものがどうもごっちゃになっている、正しく理

解されていないんじゃないかというふうに感じるわけであります。市長は多分、公私ともに

お忙しいですから、買い物に行って後ろなんか見たこともないと思いますので、市長にはあ
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えてこんなことをお聞きしませんけれども、担当部長さんなんかはあれでしょうか、賞味期

限と消費期限をわかりやすく、市民の皆さんもこういうことをやっぱり感じていかなければ

いけないと思いますけれども、もし私たちに知らしめる面でも、ご承知でしたらお聞かせい

ただければありがたいと思っています。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

よく私も家庭で、賞味期限が何日までとか、それからあとは消費期限がどうだとかという

のは、それはたまに目にすることがありますけれども、例えば１日、２日過ぎても、賞味期

限はですよ、余り苦にしないで私は食べちゃうので。賞味ですから、いわゆる味わうその期

限はここですよと。消費はやはりちょっと気をつけなければならないと思うのですけれども、

そういう違いだろうと思っております。今、市の部長で、そこまで買い物をして気をつけて

いる部長が、もしいたら、手を挙げさせて答弁させます。いたか、いないか……。では、市

民生活部長が答弁します。 

○議   長  市民生活部長。 

○市民生活部長  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

私はほとんど毎日買い物に行っておりますけれども、賞味期限はご存じのとおり、風味を

損なわないで食べられる期間ということで設定をされているものでありまして、賞味期限を

過ぎて食べても、人体には直接の影響はまずはないだろうということでありますし、消費期

限は腐敗が始まる期限ですよということで、それを越えて食べることはやめてくださいとい

う期限だろうというふうに感じでおります。 

よくテレビでこのごろ取り上げられるのは、卵の賞味期限というのが貼ってあるわけです

けれども、あれは生食で食べる場合の賞味期限であって、賞味期限を過ぎても卵というのは

早々簡単には腐らない食べ物だそうです。私はそういう点をいろいろ勉強させてもらいなが

ら、買い物をさせていただいております。以上です。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

さすが市民生活部長でございまして、本当におっしゃるとおりでございます。私たち自身

もなかなかそこがごっちゃになっている。やっぱり賞味期限が過ぎちゃうともう全部――市

長は二、三日過ぎても食べる、私は正解だと思います。やはり、おいしく食べられる期間と、

また安全という部分とは違うわけであります。そのたて分けをきちんと私たちがもっていか

ないと、本当に食品に関するロスというものがどんどん出てきてしまう。 

例えば、牛乳はすごく賞味期限が短いですよね。あっという間に過ぎちゃいます。私は自

分が調理師じゃないからわかるのですけれども、皆さん多分みんな知っておられると思いま

すが、あえて言いますけれども、爪のここに牛乳を１滴落とすと、このまま落とすと必ずた

れなくてたまりになっちゃうのですね。そのときは絶対に大丈夫です。それがもうさあっと

逃げてしまうのですね。そのようなことを知っているだけでも、かなりやはりロスが削減で
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きるというふうに実感しているわけであります。 

ぜひ、そういう部分を私はこんなところで、大先輩の皆さんのところでこんな話をして大

変恐縮ですけれども、本当にそういう一つ一つが、やはり私たちの家庭にもできる部分では

ないかというふうに感じております。 

消費者庁も期限が過ぎてもすぐに廃棄せずに、においなど五感を使って判断することも必

要であるというふうに、きちんと述べております。やはりそういうことも学んでいかなけれ

ばいけないというふうに感じますのでひとつ、市長及び担当部長のすばらしい答弁をいただ

きましたので、次に移らせていただきたいと思います。 

 次に未利用食品を必要とする人に届ける仕組みであります、フードバンクでありますけれ

ども、当市でも今、市長がおっしゃったように、しらゆり荘で始まりました。きょう現在で、

６月ですけれども、レジ袋４袋ぐらいだそうであります。そういう面でいくと、まだまだ少

ないのかなというふうに実感をしております。 

世界的にアメリカが先進地でありまして、年間に 200 万トン食品が有効活用されていると

いうふうにも聞いております。そうしてまた、事業者の私がここで言ってもどうしようもな

いのですが、この地域でも事業者がいっぱいいますので、あえて問いかけたいのですけれど

も。事業者側の食品ロスの３分の１ルールと呼ばれている――多分、ご存じかと思いますけ

れども、食品業界ではそういう特殊な習慣があるそうであります。加工食品の製造日から賞

味期限までの期間を３等分して、賞味期限が６か月であるならば、製造から２か月以内に小

売店にやらないといけないというふうな、そういう習慣がどうも残っているらしいのですね。

そして、納入期限が過ぎた食品は、メーカーに返品されてしまう。これがすごい状況になっ

ているというふうにも伺っております。 

また、小売店でも賞味期限まで２か月を切った商品は、店頭から撤去しちゃう、そういう

ルールも店頭に並ぶ前にそういうのがどんどんあるというふうに、私は調べてびっくりしま

した。この３分の１ルールというのを、ある面では２分の１ルールにするだけでも、年間に

４万トンという約 87 億円も削減ができるともいわれております。こういうもったいないとい

う気持ちを、どんどん、どんどん有効活用し、先ほど言ったように災害に備えた食料なんか

も、市民に啓発をしながらどんどん――今、我が市では１万 4,600 食が常備で必要といわれ

ている中、今、7,600 食だったかと思います。そういうところはどんどんやっぱり問いかけ

て、市民から募るということも、私は大事ではないのかというふうに感じますけれども、そ

の点、市長にお伺いをさせていただきます。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

今、議員がおっしゃるとおりでありまして、その呼びかけがなければ市民の皆さんも、そ

ういう活動をやっているのだという部分を知らないという方も、相当いらっしゃるわけであ

りますので、それはやはり行政のほうからも大いに呼びかけていかなければならないと思っ

ております。 
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今、ここにあるのですけれども、寄付をいただきたい食品、未開封、常温保存が可能、で

きれば賞味期限が２か月以上あるものと、こんなものでありますけれども、こういうことで

すらやっぱりきちんとわかっていないわけでありますので、それらも含めて普及に努めてい

かなければならないと思いますし、周知をしていかなければならないと思っております。 

 なお、先ほど中沢議員に食べ残し量の厳しい目標と。それまでは 18.8 グラムだったのを、

平成 27 年度は 16 グラムというふうに設定はしているのです。それよりもっとまた厳しい部

分を、平成 28 年度あるいは平成 29 年度には設定していければという思いで申し上げた。平

成 27 年度はそれまでは 18.8 グラムだったものを 16 グラムにやって、各給食センターでこの

部分を今、精査しているといいますか、そういう目標に向かって頑張っているところであり

ますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  １ 食品ロス削減に向けての取組推進について 

具体的な数字も提示させていただきました。ぜひ、私たち家庭においてもそういうものを

みんなで話あって進めていくことも実は大事な時期に来ているのだなというふうに思います。

けちることが恥ずかしい時代じゃないという、本当に私は大事になってくるかと。けちるの

ともったいないとは全然違います。そういう部分でひとつしたいと思っています。 

日本の食料の輸入は、６割を輸入に頼っているわけでありますけれども、そのうちなんと

３分の１が捨てられているという、こういう実態を何とかしなければいけない。やはり一人

一人が思って、そこから意識を改革していかなければいけないというふうに思う次第であり

ます。本当に市長の決意も聞かせていただきましたので、次の大項目２点目に移らせていた

だきたいと思っています。 

２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

 ２点目であります。魚沼地域における療養病床の計画と実態についてお伺いいたします。

団塊の世代が 75 歳以上を迎える 2025 年に、どのような体制で医療を提供できるか。魚沼地

域の医療再編は、基幹病院をはじめとして地域連携をした中で、方向性を示されました。そ

して、地域医療の構成を策定して私はやってきました。私は全くそういう中で、疑う余地も

なく信じてきましたし、いよいよここの部分で現実に大丈夫かなという、市長が常日ごろか

ら言われている地域完結型に向けて前進しているなというふうに、私は今までも思ってきた

わけであります。 

けれども、どうも当初の療養病床の計画と実態が、かなり違うようにみえてきているよう

に私は見えるのであります。当市はそういう面ではちゃんときちんと言われた部分に関して、

私は約束は守ってまいりました。市民病院も期限が過ぎてもそれをやってまいりましたけれ

ども、この魚沼地域全体を考えたとき、私たちの地域は療養病床 38 床もなくした中で、ほか

の地域に依存した中でやっていこうということで、連携をした中でその数字を決めたわけで

すけれども、現実はなかなか違うように見えるわけであります。この当医療エリアの医療と

介護の連携が大切かと感じますけれども、実態はどのようになっているのか市長にお伺いす



 - 30 -

るものであります。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

療養病床につきましては、今、議員からおっしゃっていただいたとおりでありまして、我々

はこの医療再編の際に、大和病院にありました 38 床、城内診療所にありました４床、これを

全て削減をして、42 床を削減したところであります。その代替えといいますか、それらを補

完するということで、魚沼市の、今度は市立になりますけれども、小出病院のほうに療養病

床 44 床を開床するということで――開床というのはあけるということですね、設置するとい

うことで合意がなってきたわけでありますが、この小出病院のほうの 44 床が、いまだ、まだ

体制が整わないということで、開設には至っていないという現状であります。非常に我々も

憂慮と同時にちょっとやはりおかしいのではないですかということを、若干は申し上げてい

るところであります。理由は、医師、看護師の確保ができていないということが、確か一番

の理由だと思うのですけれども。 

 十日町地域におきましても、これは新聞等でご存じだと思いますけれども、医療の療養病

床の廃止と休床、これは確か津南と中条病院だったと思うのですが、こういうことで非常に

厳しい状況であります。 

我々は、約束どおりに一日も早くこの小出病院の 44 床をきちんと開設してもらうように働

きかけるという以外に、今のところ手だては持ち合わせておりませんが、その中でこの療養

病床にも行けない、自宅にも帰れないというような方たちがいることはわかっております。

あちこちの施設、県内外を含めてこちらのほうにお願いをして、今やっているところであり

ます。何とか難民的な状況は免れているわけでありますけれども、これがちょっと長く続く

ようになりますと、まさに療養病床難民が出てくる恐れがあるということであります。 

これは基幹病院、あるいは市民病院、そして大和病院も含めて、こうなったときの緊急措

置的なことをやっぱりちょっと考えておかなければならないという思いでありますが、いず

れにしても小出病院があけるといって、我々がその計画でずっときて４月１日からあく予定

だったわけですので、ここをまずきちんとあけてもらうということに、全力を尽くしたいと

思っております。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

市長にこんな質問をするのも本当に大変恐縮で、私たちの市民病院もお金を投資した中で、

約束どおり私たちはじっとやってきたわけでありますけれども、他の自治体でこういう現実

が起きている。例えば小出病院もいつごろできるのだろう。堀之内病院の先生がどうも違う

みたいだと。そういう話も具体的に聞いております。いつになるかわからない。これでじゃ

あ、私たち市民はそれをただ待つだけでいいのだろうかという部分があります。 

例えば十日町地域においても上村病院は、60 床をなくしました。津南病院も２月に 52 床

をなくしました。中条病院は３月に 43 床なくしました。じゃあ、この人たちをどうするのだ
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ということであります。一生懸命、最後の頑張ってきて、なりたくてもならない、できない

本当にそういう状況。家族に本当は在宅医療、在宅介護で済めばいいのだけれども、現実は

なかなかそういうマンパワー不足等いろいろ重なってできない。じゃあ、どうすればいいの

かということなのです。その方向は、じゃあ、誰が示してくれるんですかということなので

す。県との連絡体制、県がこういうふうに打ち出して一生懸命やっているわけですが、じゃ

あ、誰がどうやって進めているのですかということをちょっとお聞かせいただきたいと思い

ます。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

やはりこの問題のいわゆる発点ですね、始まりは、国のほうが平成 29 年度には介護療養病

床を廃止しますと、ここの打ち出しから始まっているわけでありまして、これが全然そのと

おりに進んでいない。国のほうは削減しようということでやっているのかもしれませんけれ

ども、そこがなかなか現実的じゃないという部分。今やはり、また新たに見直す中で、残す

べきではないかという意見も出ているなんていうちょっと無責任なことを、国のほうは言っ

ているわけです。そこが１つ。 

 それから、我々はそういう方針の中で、当然ですけれども県、南魚沼、魚沼、そして当然、

十日町も含めた中で、この地域の医療体制を構築してきたわけでありますから。そこで、こ

の部分ができないとか、あの部分ができないだとか、それを結局はこれは県が主導ではあり

ます。しかし、県が主導、県が主導といって、当事者が安穏としていられては、私たちは困

るわけであります。これはやはりちょっと強く申し上げてきているところではありますが、

いかんせん施設の整備ということではなくて、人的な問題でありまして、そう簡単に解決は

できない。 

本当に、ですので、そのことがある程度長期化するなんていうことになりますと、さっき

申し上げましたように、いわゆる赤字覚悟の中でそういう皆さん方を、南魚沼の人間に限っ

てですけれども、南魚沼市のほうで受け入れる体制を臨時的にも取らなければならないとい

うような思いはあります。しかし、その場合の差額負担を当然、県であるか、あるいはその

当事者の市町村であるか、これは別ですけれども、きちんとやってもらわなければなりませ

んから。約束したことを守らないでいて、私は知りませんという話じゃこれは本当に困るわ

けでありますので、それらちょっと硬軟織りまぜながら、これからの対策は考えていきたい

と思っております。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

私は今まであおるような質問は、１回もしてきませんでした。また本当につのるような質

問は、私はできるだけしたくないというふうに今までずっと思ってきましたけれども、まさ

に今、現実を見たときに、本当にやっぱり市民はどのように感じているのだろうか。高齢者

がどんどん増えてきている。医療も一般病床の部分は手を挙げたがるのです。急性期の重度
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患者向けの急性期は、みんな手を挙げたがるのです。我が市ではリハビリ患者向けの回復期

というものもしております。ですけれども、長期療養の慢性期に対するところは、なかなか

誰も手を挙げたがらない。それは今、市長も言ったように、金額が違うからだというふうに

いわれています。 

だけれども、私が視察をした中で、岐阜県だとかというところで聞けたのは、やはり逆に、

今、医療というものは、どんどん人口が減っておりますので、これからは逆に少なくなって

くる。だけれども、慢性の部分は、どんどんこれから増えてくるだろうといって、岐阜県の

自治体で黒字を出しているところに視察に行ってきたら、やはり療養病床がきちっとしてい

るからこそ、我が市は――我が町でしたけれども、体制が黒字になってきているという、そ

ういうことを病院の院長先生からお聞きしました。 

私はこれからを考えたときに、やはりこの部分をどうしても手がいかなければいけない。

みんながいいところだけじゃなくて、やっぱりしていかなければいけない。県だってやっぱ

り――こんなことを市長に言っても困るのだけれども、県も約束したのだからどうするかと

いうことを、やっぱりもう一度みんな編成して進めなければいけないわけですけれども、そ

ういうところがどうもみえない。何とかなるんじゃないか。 

何とかならないわけでして、現実に群馬県の武尊さんという名前がどんどん、どんどん出

てきております。今、認知症の方が増えてきて、これからどんどん長期化するような人が増

えてきております。やっぱり私はもう一度、県を一生懸命に巻き込んで、何を言っているの

だと叫びたいのですよ、はっきり言って。やっぱり地域医療は、自分たちが一生懸命してい

るわけですから、いっぱいみんなしてもう一度、編成を考え、地域連携等を考える、医療の

福祉を考えるということを、もう一度私はしなければいけないと思いますが、市長、最後お

聞かせいただきたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

先ほど申し上げましたように、我々がこれを黙って見ているということではないわけであ

りますので、県もそうですし、当事者たる市も当然でありますけれども、もっときちんと対

応してもらわなければ、我々としてはいかんともしがたい部分であります。最終的にもう全

然頼りも何もだめだと、最後はもう見通しがつかないということであれば、我々は我々なり

に非常手段を考える。考えるに当たっては当然、補償も含めた部分をきちんとやってもらう、

こういうことでなければならないと思っておりますので、そういう行動を――今、若干の話

はしておりますけれども、きちんとしてやっていかなければならないという思いであります。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

私は心配したのに、この質問をするに当たりまして――あえて言わせていただきます――

例えば今、県外に行かれているそういう人たちはどのくらい実際いますかと言ったら、わか

りませんと言いました……（「それは調べてある」と叫ぶ者あり）私は担当者の方には言って
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ありますので、もしわかっていたら。私は直前に通告に書いてありませんでしたけれども、

言ってありましたので、もしその数字等がわかりましたら、お聞かせいただきたいと思いま

す。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

わかりませんと言ったのですか。ちゃんとここへ資料として出ているのですけれども、市

外入所施設の利用状況でありますが、特養ホームでは市外で県内・県外含めて 36 名。それか

ら介護型の療養施設ではこれも県内・県外――県内はさくら病院とか、湯沢の湯沢病院とか

でありますが、これが合計 18 名。介護老人保健施設これは清流苑、ここに 19 名。特定施設

入居者生活介護、これは先ほど議員がおっしゃいましたベルジ武尊ですか、これらも含めて

40 名。県内で 73 名、県外で 40 名、計 113 名。この数値がきちんと出ておりますが、知らな

いなんていうことは言うはずがないと思うのですけれども、それはちょっと別にしてこうい

う数字であります。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ２ 魚沼地域における療養病床の計画と実態について 

私の質問の仕方が悪かったので、担当者はそのような形になったのかもしれませんけれど

も。私はこれからこういう実態の中では、やはり介護と医療の連携が大事になってくるとい

うふうに思っているのであります。目の前の困っている一人の人をどうするかという、そう

いう観点に立たないと、なかなか現実は進みません。本当に市民の人がどんな思いで生活を

されているか。そういうことをしたとき、市長のお話で掌握した中でこれから進めていくと

いうことでありますので、私はぜひ。市長がいつも地域完結型とおっしゃっていました。市

長が今議会をもって勇退をするという発言がありました……（「今議会じゃないぞ」と叫ぶ者

あり）私は勇退だと思っているのですけれども、そういうありましたものですから、多分、

自分自身の思いというものがすごくやっぱりあると思うのです。ぜひ、そういう部分に関し

まして、市長のさらなる推進役を期待して、この部分は時間になりましたので次の部分に移

らせていただきたいと思っております。 

３ 犬猫殺処分ゼロに向けた当市の進捗状況について 

 最後の３点目であります。ちょっとがらっと変えまして、犬猫殺処分ゼロに向けた当市の

進捗状況についてお伺いさせていただくわけでございますけれども、私もこの平成 26 年９月

議会で、同様の質問をさせていただきました。ご承知のとおりであります。今、県はやっと

補助金を制定して推進をしている中で、かなり成果も出てきているようでございますけれど

も、当市の現状と進捗状況等を伺うとともに、犬猫殺処分ゼロに向けた支援策、この前は当

市においてはまだ実態は掌握されていないということをおっしゃっていましたが、その後の

経過等をお聞きするものであります。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ 犬猫殺処分ゼロに向けた当市の進捗状況について 
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登壇します。中沢議員のこの犬猫処分の部分でお答え申し上げます。 

県内の平成 26 年度犬猫殺処分の状況でありますが、犬が致死処分 44 頭、収容数に対しま

す処分率は 8.2％、全国平均の 40.8％に比べてかなり低い数値であります。猫は平成 26 年度

までに 2,000 頭以上、約７割が致死処分となっておりましたけれども、平成 27 年度の速報値

では 1,159 頭で約５割というふうに大幅に減少しているところであります。県の「殺処分数

ゼロ」に向けた取り組みが、着実に功を奏しているのだろうと思っております。 

南魚沼保健所管内でありますけれども、平成 26 年度におきまして犬が収容数 18 頭、これ

に対しまして致死処分はなし、ゼロであります。猫は収容数 76 頭に対しまして、致死処分

44 頭でありまして、どちらかといえば猫のほうが深刻な状況であります。なかなか飼い主が

最後まで責任を持って面倒をみるということができていない部分だと思っております。それ

から中には、不妊去勢手術などの繁殖制限をしないで繁殖を繰り返した結果、飼い切れずに

収容を依頼すると、こういうケースも後を絶たないということであります。 

収容数の約６割が迷子猫なのでありまして、飼い主への返還率は 0.3％と、全くほとんど

帰っていない、飼い主がわかっていないということです。この対策といたしまして、猫にも

飼い主がわかるように首輪をつけて飼うということがごく普通の飼い方になるように、県と

連携して普及啓発を推進していくことが大事だろうと思っております。 

県は今年度、繁殖対策の一環といたしまして、飼い主のいない猫、いわゆる野良猫であり

ます、この不妊去勢手術費用の一部を補助する事業を始めました。飼い猫は対象外でありま

す。この事業は、野良猫を捕まえて動物病院に連れて行って手術をし、手術費用これはオス

が１万 2,000 円相当、メスは妊娠の有無で２万 3,000 円から２万 6,000 円相当だそうであり

ますが、これを捕まえた人、あるいは団体が負担して、その費用の一部を補助するというこ

とであります。この費用補助は、オスが 5,000 円、メスが１万円ということであります。さ

らに手術後は、もといた場所に戻すことが要件でありまして、この地域の住民の理解が当然

必要であります。今現在、南魚沼保健所管内の申請件数は１件ということであります。 

また、県内の一部の動物愛護団体でも、助成条件はちょっと違いますけれども、手術費用

の一部、3,000 円から１万円を補助しているところもあるようでありまして、殺処分数を減

らすには、まずは施設への収容数を減らすこと、これが一番大事であります。当面は、適正

な飼い方、あるいは管理を普及啓発していくことが重要でありましょうし、それ以上になか

なか的確な手が打てないという部分もあろうかと思いますけれども、要は飼う方の意識ここ

に大きな問題があるわけでありますので、この普及啓発に努めてまいりたいと思っておりま

す。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ３ 犬猫殺処分ゼロに向けた当市の進捗状況について 

ちょっと 12 時を過ぎまして、申しわけございませんけれども、すぐ終わりますのでお許し

いただきたいと思います。私はやっぱり今、数字を見せていただきますと、かなりこの一、

二年で進んでいるというふうに感じております。ぜひ、この勢いをさらに進めるためにも―
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―県の助成等もありますが、予算的にはそんなに多くありません。市だってそんなに多額な

資金の援助をしなくても、これだけ変化するわけであります。この私たちの地域にもボラン

ティアというかそういうもので、すごく今、一生懸命頑張っている団体等もおいでになるわ

けであります。愛護団体等もおられるわけでありますので、ぜひ、こういう部分に何らかの

支援策はできないのか。やっぱりどこの自治体も今、考え始めてきているのではないかなと

いうふうに、私は推測するわけでございます。 

殺処分を減らすことも大事ですけれども、やはり保護した犬をしっかりケアして、また譲

渡の活動の仕方、この体制というものも後押ししていく。なかなか行政が先頭に立ってこう

いう部分はできないと私は思っていますので、やはりそういう団体さん等に少しなりの支援

ができれば、また大きな部分で私はなるのではないかというふうに感じるわけですけれども、

その点、市長のお考えをお聞かせいただきたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ３ 犬猫殺処分ゼロに向けた当市の進捗状況について 

いろいろの方法があることはあるのでしょうけれども、なかなか徹底もできない部分だろ

うと思っております。その動物愛護も含めた団体関係の皆さん方と、どういうことが必要な

のか、そこらも含めて、私たちもきちんとした意識を持ちながら。今ここで、その支援をし

ますとか、しませんとかということは申し上げられませんけれども、まずその実態も含めて、

いろいろ行政としても相談に乗るべきところは相談に乗っていかなければならないと思って

おります。 

○議   長  15 番・中沢一博君。 

○中沢一博君  ３ 犬猫殺処分ゼロに向けた当市の進捗状況について 

お金の部分だけではなくて、今、市長がおっしゃったように、行政も一緒になってしてく

れているそういう部分が、私はそういう団体の皆さんに関しても、すごく心強くなると思い

ます。ぜひ、連携をした中でどうしたら殺処分ゼロに近づけるのか、また、するためにも我

が市からなくするためにも、ぜひ、ご尽力をいただきたいと思っております。税金は動物を

殺すために使うのではなくして、救うためにやはり使っていただきたいと、最後にお願いし

て質問を終わらせていただきます。以上であります。 

○議   長  昼食のため休憩といたします。再開時刻は１時 20 分といたします。 

〔午前 12 時 03 分〕 

○議   長  休憩を閉じて会議を再開いたします。 

〔午後１時 20 分〕 

○議   長  なお、浦佐小学校より写真撮影の許可願が出ておりますので、これを許し

ます。なお、田村眞一議員、中沢俊一議員より、資料配付願が出ております。お手元に配付

をしておきましたのでお願いいたします。 

○議   長  質問順位３番、議席番号４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  傍聴の皆様、ご苦労さまです。もっと来ると思っていたのですけども。６
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月 12 日、日曜日でありますが、南魚沼グルメマラソン第７回が開催されました。県内外より

5,000 人というランナーが、当地に来ていただきました。そして、南魚沼産コシヒカリのご

飯を 30 俵も炊いて準備をして、おいしいコシヒカリを堪能していただいたのかなと思ってい

ます。 

１ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

それでは、通告に従いまして質問に入ります。今回の私の質問は２項目であります。若者

や中山間地域に特化した地方創生関連事業は、と題して、演壇より質問をいたします。 

今定例会の市長の所信表明の中で、地方創生関連事業推進のため、今年度から総務部へ地

方創生推進室が創設され、南魚沼版ＣＣＲＣ構想をはじめ、移住・定住促進、人口減少問題

に総合的に取り組んでいくとし、今年度を地方創生実行の年と位置づけ、地方へ新しい人の

流れや、産業と雇用を創出する事業展開を推進していくと述べられました。大いに期待する

ところであります。 

地方創生事業として、南魚沼版ＣＣＲＣ構想については、市政懇談会のテーマの１つとし

て、情報が提供されていますが、あまりにも市民に関心がないのか、私が行った会場では、

市の職員が多く、一般市民が少ないようでした。私自身も市民にこのＣＣＲＣについて、市

政だより等で人口減少問題、雇用問題等を含め、何もしないわけにはいかないということで、

周知に努めていますが、中には高齢者のみの移住・定住に力を入れていると誤解を持ってい

る市民もいると聞いています。 

市が取り組んでいます「南魚沼ダンスセブン」による移住プロモーション動画や、若者定

住促進ライフスタイルマガジン「ＬＩＦＥ ｉｎ」は、定住促進の取り組みの目玉でしょう

か。「ＬＩＦＥ ｉｎ」については 2014 年 12 月から、現在４号が発行されております。市の

ウェブサイトでもみることができます。ＵターンやＩターンで実際に定住している若者の暮

らしや、市の魅力、情報をコンパクトに紹介していて、とてもよいと思います。私も何部か

東京、大阪の米の販売先に一緒に送付しています。ですが、今回の市政懇談会の資料のほか

に、「ＬＩＦＥ ｉｎ」の冊子が配布されました。これについては、あらかじめ計画された配

布だったのか、余っているので配布されたのか、どのような反響と成果が出ているのか、少

し疑問にも感じました。 

南魚沼市が目指すべき将来の方向には、若年層を中心とした転入を拡大し、転出を抑制で

きる地域づくりに取り組むことの必要性を示しています。若者や中山間地域の活性化に特化

した地方創生関連事業について、もっと市民に具体策を示していかなければと考えます。Ｃ

ＣＲＣ構想、グローバルＩＴ南魚沼に引き続き、市長が次に打ち出す矢はあるのかを含め、

以下の４点について伺います。 

１点目です。この若者定住促進ライフスタイルマガジン「ＬＩＦＥ ｉｎ」の成果と今後

について伺います。 

２点目、若者や子育て世代の移住促進策は、について伺います。 

３点目であります。中山間地域の活性化を目的とした移住定住促進と、空き家バンクの取
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り組みについて伺います。 

最後４点目ですが、この井口市長が地方創生関連、ＣＣＲＣ関連事業の取り組みについて、

次期市長にどう継承していくかについて伺います。 

以上、演壇で第１項目目の質問とさせていただきます。 

○議   長  清塚武敏君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  傍聴の皆さん、大変ご苦労さまです。議員がおっしゃるので、私が言わな

いというわけにはいきませんので、大変ご苦労さまです。 

１ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

清塚議員のご質問にお答え申し上げますが、最初に、最後にお伺いをした大項目といいま

すか、前段の中でお伺いした、次に打ち出す矢はあるのかと、こういうことでありますが、

今、私が次に打ち出す矢というものが、もし、あったとして、それはやはりあったとしても、

私の口からは申し上げるべきではないことでありまして、次期市長になられる方が自分の考

えの中で、そして信念に基づいてあるとすれば打ち出すべきものだろうと思っております。 

今現在、今、議員からおっしゃっていただきましたＣＣＲＣもあれば、ＩＴパークもあれ

ばということでありますけれども、そのほかにも若干、初日の所信表明の中で申し上げまし

たが、観光やスポーツ、そういう面で若者から移住定住も含め、また交流人口も含めて、大

勢の方からここにおいでいただこうということで、ハーフパイプ、モンスターパイプとか、

そのトレーニング施設とか、あるいはスケートボードパークとか、そういうものはもう既に

打ち出しておりまして、現実になろうとしているところでありますので、これ以上の矢を、

あったとしても、もう刀折れ矢尽きたのかもわかりませんが。それは別にいたしまして、安

倍総理みたいに次々に矢を打ち出した、どうもひょろひょろ玉でなかなか当たらないとか、

もっとエンジンを吹かすとかという話は、私にはできないし、するべきではないということ

だろうと思っておりますので、それはひとつご理解を賜りたいと思っております。 

 それでは、ライフスタイルマガジン「ＬＩＦＥ ｉｎ」の成果と今後でありますが、地方

創生推進室を設置して、また実行の年というふうに位置づけた部分については、そのとおり

であります。ライフスタイルマガジンの「ＬＩＦＥ ｉｎ」、この成果と今後についてであり

ますけれども、余っているから皆さんに配ったということではありません。それはまず最初

にお答え申し上げておきます。 

これは平成 25 年度に、ご承知のように人口減少問題プロジェクトチームの施策提案で採択

されたものでありまして、これが「呼び戻せ！隠れ南魚沼市民」こういうことでの提案内容

であります。Ｕターン者向けウェブサイトの設置・運営に、「南魚沼で暮らす」ライフスタイ

ル提案の発信、これを融合させてきたものであります。 

平成26年12月にウェブサイトを開設いたしまして、冊子についても現在まで年２冊ずつ、

計４冊を発刊しているところであります。この４月にはツイッターも開設いたしまして、既

設のフェイスブックとあわせて、より多くの若者の目に触れるよう情報発信しております。 
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若年層からは大変評判がよくて「店舗に置きたいのでください」という声も多く聞かれて

おります。残念ながら実際に今、これをきっかけにして移住されたという方の把握はしてお

りませんが、潜在的に若者の定住のきっかけになると考えております。 

今年度も夏と冬の２回発刊を予定しておりまして、新たにメールマガジンも作成して、南

魚沼市へのＵターン、あるいは移住を考えている方、進学・就職等で南魚沼市を離れている

方に随時市の情報を発信いたしたいと思っております。これに加えまして、若者のお試し居

住も始めようと思っておりまして、他の移住促進事業と連動性を持たせながら、より多くの

若者の定住促進につながるよう努めてまいりたいと思っております。 

 ２番目の、若者・子育て世代の移住・定住促進策であります。今年度、新規事業といたし

まして、Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業、移住促進イベント開催事業、移住体験ツアー実施

事業、民間団体との協働によります移住定住促進事業、これを実施させていただきたいと思

っております。 

Ｕ・Ｉターン促進住宅支援事業は、南魚沼市内にＵ・Ｉターンし就職する 40 歳未満の方が、

賃貸住宅に入居する場合に、家賃及び契約にかかる費用の一部を補助するものであります。

家賃につきましては上限３万円で、月額の２分の１以内、これを２か年、契約にかかる礼金、

それから不動産引取手数料及び家賃支払保証料、これに関しましては補助率３分の２で上限

12 万円まで補助しようということであります。 

移住者の受入体制整備事業として実施いたします移住促進イベント開催事業は、グローバ

ルＩＴパークやＣＣＲＣの構想推進に合わせて、ＩＴ分野や農業分野において、当市で働く

若者移住者を募るため、首都圏において移住促進ＰＲ、あるいは南魚沼移住についてのワー

クショップを開催するものであります。また、移住体験ツアー実施事業は、ワークショップ

後に、先ほど触れました市でお試し居住を行っていただくという事業であります。 

お試し居住者あるいは移住希望者、移住者のサポート、フォローアップを行うために昨年

末に市内の移住経験者で組織された移住促進協議会と協働いたします、民間団体との協働に

よる移住定住促進事業も進めてまいりたいと思っております。 

いずれの事業も先の補正予算で決定いただいたものでありまして、新潟県の移住者受入体

制支援モデル事業として採択をされております。これは昨日の補正予算の中でも触れており

ます。これらを含めて南魚沼市グローバル人材定住促進事業として、首都圏において事業を

実施してまいります。 

しかしながら、子育て世代に対します移住・定住支援策は既存の制度があるというのみで、

今後一層の拡大充実が必要であろうと思っております。移住・定住が一時的なものとならな

いように、国県等の動向も当然ですが注視しながら、今後さらに情報発信、支援制度・体制

の強化を検討してまいりたいと思っております。 

 ３番目の中山間地域の活性化、目的ということであります。空き家バンク。中山間地の活

性化を目的とした移住定住の取り組みにつきましては、既に辻又地区におきまして地域おこ

し協力隊が地元の方々と連携し、移住を視野に入れた地域活動を行っております。しかし、
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この移住定住促進に当たりましては、その地域とのマッチングが必要であります。地域の受

け入れに対します合意形成も重要でありますし、行政以上に受け入れる地域住民の理解、心

構え、意識向上、これを向上させる、図ることが前提となってくることはもうご承知のとお

りであります。双方の思いが整うことが、その地域の活性化にとって不可欠ということであ

ります。移住者を受け入れるための心構えといった研修をあわせて進めなければならないと

思っております。 

また、空き家バンクにつきましては、その必要性を十分感じております。空き家対策は防

災、防犯、衛生面あるいは景観の悪化、こういう特定空き家等としての対処と、空き家を定

住促進に向け、利活用していくという２つのこの側面があることから、庁内でも断片的に南

魚沼市空き家対策プロジェクトチームを昨年 11 月 20 日に設置をいたしました。この中で、

今現在、住宅リフォーム事業の申請を受けつけて、採択をさせていただいて、該当される方

には補助金の交付決定をしているところであります。その中で、四、五件ですね。ここに移

住・定住を約束して、空き家であるか何かは私はわかりませんが、家屋の改修をする、それ

を条件で補助をしている、補助を約束したという部分が確か四、五件あったように思ってお

ります。 

ですので、その方々がどこからおいでになったのかとか、どうということはちょっとわか

りませんけれども、ここにきちんと南魚沼市内に市民として定住をして、そしてリフォーム

を実施して、そこに住んでいくということでありまして、そういう成果か何かはわかりませ

んけれども、今までになかったことでありますので、そういう部分も出ているのだと思って

おります。 

南魚沼市の空き家対策計画の策定と並行して対処する制度の創設に向けて取り組んでいる

ところでありますけれども、６月６日の日本経済新聞で報じられておりますように、国交省

におきまして、各自治体が個別に運営している空き家バンクの情報一元化を進めるという情

報もございます。今後はこの状況もみながら、空き家情報の整備と提供のための準備を進め

てまいりたいと思っております。 

私がこの地方創生関連の取り組みについて次期市長にどう継承するかということでありま

すけれども、ＣＣＲＣ、あるいはグローバルＩＴパーク、このことは現在ようやく具体的な

取り組みが始まったところであります。ＣＣＲＣ構想につきましては、第１期が平成 31 年度

まで、これは 200 戸 400 人の部分ですけれどもそのうちのまた 50 戸分。それから、グローバ

ルＩＴパークについてはあと十数年続く構想でありますので、まちづくりと歩を合わせた中

で発展していくものだというふうに考えております。 

また、人口減少問題の対応、あるいは移住・定住促進も含めた地方創生関連の取り組みも

本格的に検討が始まったのが、皆さんご承知のようにここ数年であります。市民の期待に応

えるような成果を得るには、まだ１年、２年でぽんと出てくるものではないと思っておりま

す。 

そういうことも含めまして、次期市長におかれましては、全国的な社会傾向、あるいは経
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済状況、これらを踏まえていただきながらも、ご自身の展望、そして信念を持った中で、こ

れらの諸事業を活用いただいて、南魚沼市の発展に取り組んでいただければと願うところで

あります。以上であります。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

それでは「ＬＩＦＥ ｉｎ」スタイルマガジンの件について質問いたします。なかなか、

この冊子を見て移住者等が出てくるというのは、私も難しいとは感じます。全国移住ナビ、

市のウェブサイト等で若者の定住促進という形で入っていくのですが、やはり 1,700 からあ

る自治体が全部同じ思いで取り組んでいます。 

前段にもちょっとお話しました、南魚沼ダンスセブンによる移住プロモーション動画です

が、これは全国の中ではアクセス数というか、ポイントからいって南魚沼市は 79 番目だそう

です。１番目につきましては徳島県の阿南市といいましたか、１万 7,000 ポイントもあるよ

うな、かなり多くの自治体が取り組んでいる中で、南魚沼市が独自のアピールをするのは非

常に難しい。確かにウェブサイト、ツイッター、フェイスブック等も大変よくできていると

思います。そういう中で、このライフスタイルマガジンが、どれくらいの部数を１回で発行

しているのかと、配布地域を、県外にどのような形で配布というか取り組んでいるのか、ち

ょっとお聞きしたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

それにつきましては、特命部長のほうで答弁しますので、よろしくお願い致します。 

○議   長  地方創生特命部長。 

○地方創生特命部長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

「ＬＩＦＥ ｉｎ」の印刷、それから配布先等のご質問でございますので、数字的な部分

を私のほうからお答え申し上げます。製作のほうは１万部ということでございまして、現在

のところ約 8,000 を都内の大学、あと市内の大学もございます。これは国際大学、それから

北里大学保健衛生専門学院のほう、今回のＶｏｌ.４につきましては、記事にも入っておりま

したので、特に重点的に配布をさせていただいているということでございます。このほか、

県の東京事務所、それから交流都市の窓口等にも配置いただいているというような状況でご

ざいます。以上です。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

冊子１万部ということですが、今、そういうウェブサイトというものが普及している中で、

ウェブサイトの中ではそのライフスタイルマガジンが、そのまま全てみられるような環境に

なっていると思います。やはり、今後もこのマガジンが多くの皆さんに興味を持ってもらえ

るように、努力していっていただければと思っています。 

 続きまして２番目の若者、子育て世代の移住・定住促進策についてですが、やはり１番目
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でも触れましたが、ありきたりの支援策、南魚沼市では子どもの医療費とかは４歳まで免除

とか、かなりアピールできるものはあると思いますが、もっと、何ていいますか、若者や子

育て支援の若い人たちが興味を持てる――市は幅広くやって、全て全般的にやられているの

で、それはすごく評価するのですが、もし、私が移住しようと思ったときには、目玉はこれ

だというのがないように少し感じているので、本当に若者、子育て世代に、「これは」とアピ

ールするのはどれだと市長は感じておられますか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

簡単に申し上げますと、経済的な支援策のみで、目玉をつくるつもりはありません。例え

ば、お子さんを１人産んでいただいたら、全国どこにでも一般的に 100 万円とか何とかとい

う部分はあります。それで 1,000 万円出すとか、そういうことは私はするつもりはありませ

ん。私はですよ。当然、支援的な部分、医療費だとかそういうものはある意味必要でしょう

けれども、これも並はずれて、もうお子さんを産んでから大学を出すまで、一切お金はかか

りません、なんていうことをやって、移住定住を進めようとは思っておりません。 

そういうことで引かれてくる皆さんは、それが終われば、そのことだけですから、必ずま

たどこかに離れていくということは、私は当然発生してくるものだと思っております。やは

りこの地に住んで、きちんとした職場があって、そして適度な子育て支援制度、あるいは若

者の楽しめるような施設もあると、こういうことだろうと思います。そうなりますと、やは

りグローバルＩＴパーク等によります雇用の場、しかも最先端のそういう部分、あるいはメ

ディカルタウン構想の中に織り込んでおります研究施設とか、そういう分野できちんとした

雇用、やりたい仕事がやれると、そこが私は一番だろうと思っております。 

農業にしても同じであります。あるいは観光面にしても、やはり観光関連の産業につきた

いという若い皆さん方は大勢いらっしゃるわけです。そこでどういういい職場が、職が確保

されるかということだろうと思っております。そういう面では例えば、小野塚彩那さんに全

て頼るわけではありませんけれども、そういう指導者だとか、あるいはその資格、インスト

ラクター的な資格を生かした職がきちんと確保されるとか、やはりこれは幅広くやらないと、

特定の部分に絞ってはだめだろうと思っております。そういうことで、南魚沼市の特徴的な

部分については、私はそういうものだろうと思っている。 

ただ、これは東京に行けば大体何でもありますね、東京に行けば。ですから、本当に住ん

で、暮らしてどうだという部分が、その裏づけとしてなければ、ただただ、いい職場がある

から、東京砂漠なんていわれるようなそういう中ででも暮らしているという人もいるわけで

すから。ここは非常に我々にとっては、自然の豊かさとか、あるいは人情とか、そういう部

分というのが大きな強みだろうと思っておりますので、そういうことを複合的に織りまぜな

がらやっていくということであります。１つの部分でこれは、という目玉は特に発生はしな

いだろうと思っております。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 
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○清塚武敏君  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

既存の施策が多く、幅広い選択肢も必要だという中で、若者が雇用環境とか――ＣＣＲＣ

構想やグローバルＩＴパーク、またスケートボード施設とかハーフパイプ、いろいろとまた

魅力があると思います。ぜひ、若者、子育て世代が興味を持てるように、今後も定住促進に

向けての施策に取り組んでいただきたいと思います。 

 ３点目の中山間地域の活性化を目的とした移住定住促進と空き家バンクについてでありま

す。やはりＣＣＲＣ構想につきましては、今は限定的といいますか、歩いて買い物から病院、

公共施設等に行けるという視野で考えられていると思います。南魚沼市の塩沢地域、六日町

地域、また後山とか栃窪の市民の皆さんからみた場合、もうちょっと地方にも活性化を目的

とした移住定住促進をやっていただきたいと思っている人が多いと思います。 

例えば、後山地域は空き家が何軒か出てきています。そういう空き家を利用した中で、ど

うでも交通やお店が近くなくたって、里山に憧れているような移住者もいると思います。そ

して、特認校の後山小学校、栃窪小学校の学校の良さと、地域をアピールした取り組みをさ

れているところがあります。そういう中で市としても空き家を有効利用して移住体験等がで

きたり、また中山間地域に移住定住が進んでいけるような取り組みを、市長はどう考えてお

られますか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

ここの冒頭で申し上げましたように、そういうことも含めながら、今年度といいますか、

辻又地区に地域おこし協力隊２名を、これは総務省の関係の補助事業でありますけれども、

配置をさせていただいたわけであります。今、辻又地区にこの２人が住みたいということで

すけれども、空き家というかがないのですね、提供できる部分が。別の地域に住んで、通っ

ているわけでありまして、ここがまだもうひとつ若干の問題点であろうと思っております。 

当然、地域を特定するものではありませんけれども、市内のどこであっても、そういうと

ころでとにかく暮らしたいという人たちは、受け入れもやりますし、できる支援はやってい

こうと思っております。ただ、全体的にその空き家だけを前面に出して、さあ、どうぞ皆さ

ん、空き家バンクを利用して移住してくださいというのは、これからの事業であります。当

然それを全くやらないということではありませんが、今はＣＣＲＣという部分についてが大

きく特徴的な部分であって、これはやはり議員はご承知かと思いますけれども、これだって

270 ぐらいですかの自治体が取り組もう、取り組みたいと言っている。それは、その中で先

頭をまず走らなければ、なかなか後追い、あるいは皆さんと横並びというのは、非常に難し

いことでありますので、今は全国で先陣を切っていると私は自負しておりますけれども、そ

ういうアピールの仕方も必要だと思っているところであります。 

なお、先ほど住宅リフォームのことで、非常に私もすごくうれしかったのですけれども、

とんでもないことではないですが、ちょっと期待が外れまして、ことしの四、五件は市内転

居だそうであります。私は市外からここに来るというふうに、自分で勝手に想像していたも
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のですから。市内で、例えば私が今住んでいる家でなくて、別の家を改造してそこに住みた

いと、こういうことだそうでありまして、大変期待を持たせて失礼をいたしましたが。その

以前のことはなかなかわかっていません。ことし初めてこれは出てきましたので、そういう

確約済みとかそういうものが出てきましたので先ほど申し上げましたが、やや勇み足的な私

の発言でありました。市内転居の方ということでご理解いただきたいと思っております。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

３点目と４点目、ちょっと重複するかもわかりませんが、井口市長は、次期矢はない、と

言われました。そして、議会初日に所信の中で、私は種をまいて芽を出すところまでやった、

そう言われました。市長、まだ６か月もあります。新しい種をまだこれからまけると思いま

す。そういう中で、このＣＣＲＣ関連事業につきまして、先ほどもちょっと触れたかもわか

りませんが、塩沢とか六日町地域、本当に地域で温度差があると感じています。市長、どう

でしょうか。最後に種をまいていただけないでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

権兵衛が種まきゃ、カラスがほじくるというようなものでありまして、種ぐらいは確かに

幾らでもまけるのでしょうけれども、なかなか芽が出ないということでもあろうかと思いま

す。私は今、市政懇談会、塩沢、大和地域が全て終わりまして、20 日から六日町地域であり

ます。特に塩沢地域のほうでは、あるいは六日町の中でもいろいろな会合の際には、今、進

めていますＣＣＲＣだとか、グローバルＩＴパークというのは、大和の浦佐地区が今はこれ

から始めます。しかし、このことは、全ての地域に拡充していくつもりですと。ですから、

この状況を若干見据えながら、塩沢の、例えばですよ、塩沢地域のマンションの利用、これ

らも今はもう想定に入れているところであります。 

それから、六日町地域でも同じでありまして、ある資源がある、あるいはこういうことが

ある。例えば浦佐に来なければ絶対にだめだという方ばかりではないわけでありますので、

旧六日町の法音寺に住みたいとか、そういう人だっているかもわかりません。しかし、集団

的に、ある程度のコミュニティーを持つ中で受け入れるという部分については、今、浦佐の

このＣＣＲＣ構想が、まさにこれは試験的といいますか、モデルになっていくわけです。そ

れをではどこに、この市内全域にどう拡散していけるのか、これはもう本当に大きな課題だ

と思っております。私も残された期間をただ便々と過ごすわけではなくて――新しい種がま

けるかどうかは別にして。ただ、今や退陣を表明している者が、新たな施策をどんどんと打

ち出すという時期ではない。次期の市長がそんなのは知らないよと、それで終わりですから。

市民の皆さんに大変な迷惑をかけますので、私が新たな施策を出さなくても、示唆はしなけ

ればならない、示唆は。それを継承するか否かは別でありますけれども。 

ですので、ＣＣＲＣもグローバルＩＴパークも、これは本当に申し上げておきますけれど

も、浦佐に限っているものではなくて、どんどんとこれを広げていかなければ、本来の移住・
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定住促進にはならないわけであります。人口減少を食い止めるための施策には、400 人や 600

人来ていただいたから、それで人口減少がとまるなんていうものではありませんから。それ

に関する産業も大きく育てるには、もっともっと大勢の皆さん方からここにおいでいただく

ということが前提でありますので、そういうことで考えている。ただ、具体的な場所とか規

模とかということは、まだ打ち出せないでおりますけれども、十分それを考えながらやって

いかなければならないと思っております。よろしくお願いいたします。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

１項目、４点目の最後の質問になります。このＣＣＲＣ関連事業は、まだ議員の中にも温

度差があるかもわかりません。私としてはやはりこれを成功させて、弾みをつけて、南魚沼

市の将来の発展につなげることを切に希望するわけです。 

先ほど市長が場所についてということに触れられましたが、大和地域の中には最初に示さ

れた場所については、かなり抵抗があると認識しております。市長は場所については、まだ

明言は当然できないと思いますが、市長はどんなような考えを持っておられますか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 若者や中山間地域に特化した地方創生関連事業は 

どこの旧町に参りましても、その旧町で持っておりました思い、あるいは希望といいます

か、そういうものがあるわけであります。今、あそこの第一次の候補地にあげました、市有

地を含む周辺ですけれども、お聞きをするところによりますと、私はまだ具体的にそこでは

絶対にだめだとかという話は伺っておりませんが、いろいろな話の中では、あそこは文教地

区だから、大和のときから文教地区として大事にしてきたと。それをあそこに人を住まわせ

るとはとんでもないことだというような論調が強いというふうに伺っております。 

しかし、これを私は強行しようということではありませんが、文教地区で、今、保育園の

子どもが、保育園を住宅地に建てるので大変な思いだと、こういうことがまかりとおる日本

になっているのです。坂戸にはちゃんと今の住宅地の中に、まさに住宅地の中に保育園の建

設を受け入れて、地域と融合してやっていっているのです。文教地区だから学校以外のもの

はだめだよとか、そういう発想から反対運動、例えば反対者が出るとすれば、これはゆゆし

き問題であります。 

そこは市有地で大事にしていて、今まで文教地区的なことで、そういうことの施設のため

にしか使えないなんていう話がありますと、これはおかしい。学校とて永遠にそこにあると

いうことでないわけであります。ただ、思いはわかりますから、我々もその辺はうまく調整

をしながらやっていかなければならないということでありまして、決して波風を立てようと

いうことではありません。ある方から私が言われたことはそういうことでありましたので、

そうだとすれば、どうぞ反対運動でも何でもやってみてくださいということは、ちょっと激

論の末に申し上げましたが、そこまでやるつもりはないのだと、ただ思いなのだというお話

でありました。それはそれとして受けとめながら、摩擦を極力起こさないように進めていか
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なければならないということで、今、考えているところであります。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  ２ 市民の健康意識改革にどう取り組む 

ちょっと大項目と外れてしまいました。それでは２項目目の質問に入ります。市民の健康

意識改革にどう取り組む。アンケート調査によると、南魚沼市民の生活改善に対する取り組

みの意欲のなさは、県下ワースト１であると聞きます。市が健康寿命の延伸、健康格差の縮

小を目標とし、生涯を通じて誰もが健やかで、生き生きと暮らせる地域をつくるために、一

人一人の取り組みと環境支援が基本と考えます。いきいき市民健康づくり計画、第２次でど

う改善できるのか、市民の健康意識改革にどう取り組んでいくかについて伺います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 市民の健康意識改革にどう取り組む 

登壇します。清塚議員の２番目のご質問にお答え申し上げますが、通告をいただいた中に、

市の保健師からそういう話を聞いたということでありまして、ちょっと衝撃を受けておりま

すが、この人もある意味、そのくらい一生懸命考えているのだということを強調したいがた

めに、県下ワースト１だというようなことをおっしゃったと思うのです。 

そこで、ちょっと具体的に申し上げますけれども、基礎検診問診質問票にあります「生活

習慣改善について、保健指導を受ける機会があれば利用しますか」という問いに対しまして、

「いいえ」と答えた人の割合が、南魚沼市は県内で一番多かったということであります。 

これはまず、「保健指導」という言葉に対しまして面倒だ、忙しい、この思いから「いいえ」

の選択が多かったというふうに、これは推測されます、間違いなく。一方、同じ質問表の中

の「運動や食生活習慣を改善してみようと思いますか」という問いには、51％の人が「はい」

というふうに回答しているのです。そのうち、約６割の人が実際に取り組んでいるのです。

健康意識は全く低くはありません。市内の２人に１人以上が生活改善に取り組む、あるいは

取り組んでいるということであります。多くの人が実際に行動化しようということだと思っ

ております。 

特定健診受診率につきましては、平成 26 年度 49.8％で、県平均の 41.9％より高い、こう

いう結果であります。ですので、ある意味、職業意識的な中で、そういう部分だけを捉えて

おっしゃった言葉――おっしゃったではないな、職員が言ったのだから、言った言葉だと思

います。それは全く意味が違うということはご理解いただきたい。 

確かに私もよくその問診票を受け取っているのです。前期高齢者を超えていますから。や

はり健康指導や保健指導を機会があれば受けますかなんて、自分は全く何ともないと思って

いるので受けませんよ。「いいえ」にしますね。何かがあれば、これはちょっと受けなければ

ならないと思いますけれども、今こうしていられるのに、いちいちそんな指導を受ける必要

はないという頭がやはり働いてしまうものですから、そこは正直に南魚沼市民が答えたとい

うことだと思いますので、その正直さを評価していただいて、このことは余り問題にすべき

ことではないだろうと思っております。 
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そこで、この市のいきいき市民健康づくり計画、これは平成 28 年３月から第２次計画であ

りますが、一人一人が主役の健康づくり、ライフステージごとの健康づくり、健康づくり支

援の環境整備、健康目標の設定と評価の実施、これを４つの基本政策に掲げておりまして、

これを実行するということになりますと、やはり生活改善をしようとする住民意識、これが

一番重要でありまして、バックアップする環境整備として地域組織の活動も重要だと思って

おります。 

そういう中で、今年度で５期目を迎えました健康推進員の皆さんが行う地区活動がありま

して、これはみずからが研修会で学んだ生活習慣病予防について、保健師とともに地域の実

情に合わせた方法を企画、展開していく健康づくり活動であります。地区住民の健康意識の

向上に大いに役立っているものだというふうに考えております。 

そのほかにも、食生活改善推進員――食推ですね、あるいは筋力づくりサポーター等、健

康に大切な食事、運動を支援する組織も活発に活動しているところであります。それから、

74 歳までの住民健診受診者の中には、全員個別に生活習慣予防のための保健指導、あるいは

情報提供を実施しているところであります。 

余り言いたくないのですけれども、喫煙の問題を抱えた人につきましては、今年度から試

験的にＣＯＰＤという、慢性閉塞性肺疾患の検診を実施して、たばこと今の慢性閉塞性肺疾

患関係を理解しつつ、禁煙に向けた生活改善ができるように支援をしているということであ

ります。まだ私のところにはこれはきておりません。 

それから、検診結果で腎臓病が疑われる方には、慢性腎臓病等の予防講演会、あるいは毎

日多量飲酒者には、アルコール問題講演会へのお誘いをしております。健康づくり、これは

何と申しましても、やはりよい生活習慣の継続が大事でありますので、地区、組織の育成と

活動を支援しながら取り組んでまいりたいと思っております。 

それから、今後市民の健康状態の特性を把握しながら、健康の必要性と正しい知識の普及

啓発を一緒に進めるということで、さまざまな視点から多くの市民が自分の健康課題に楽し

みながら取り組むことができるという環境整備を図ってまいらなければならないと思ってお

ります。 

改善取組意欲ありというのが、県平均では 33.1％、さっきいったこの部分。そして、南魚

沼が 18.5％で、胎内市が 23.4％というふうに出ております。これは改善意欲があるかないか

というような問いかけの中での回答でありますけれども、面倒だから嫌だとか、そういうこ

とでありまして、実際はこの数値はこれはこれとして、健康改善に取り組む意欲がないとい

うふうに私は受け取っておりませんし、これは大方、担当職員の認識も同じでありますので、

よろしくお願い申し上げます。 

○議   長  ４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  ２ 市民の健康意識改革にどう取り組む 
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        そういう中で、私の一般質問を終わりたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 市民の健康意識改革にどう取り組む 

こういう席上で、そういう個人的なことを申し上げるということは、私はするつもりはご

ざいませんので、喫煙がどうだこうだと、これはこれとしまして。そこで、個人的な名前を

挙げながら、あなたはたばこを吸っている、あるいは吸っていないということは、でき得れ

ば議員の発言から削除していただかないと、これはちょっとまずい。私がどなたかを指して

例えば「あなた、多量飲酒者だから、酒をやめなさい」なんて、これは問題ですよ。議長が

よければ名前を挙げていても結構ですが、これは公開的な議事録からは削除させていただい

て。私はそんなことをやって新聞に載りたいとも思っておりませんので、それも含めてこれ

は私のほうからの要望事項であります。 

○議   長  今の件につきまして、４番・清塚武敏君。 

○清塚武敏君  ２ 市民の健康意識改革にどう取り組む 

失礼いたしました。最後のほうは削除させていただくようにお願いいたしまして、清塚の

質問を終わりにしたいと思います。 

○議   長  質問順位４番、議席番号２番・塩川裕紀君。 

○塩川裕紀君  今度こそ、大勢の傍聴者の方々、ありがとうございます。皆さんのような、

今後南魚沼市を背負ってくれる方たちが、ずっとこの市に住み続けるように、ここにいるみ

んなで知恵を振り絞ってまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

子育て支援策について 

 発言を許されましたので、通告に従いまして質問させていただきます。子育て支援策につ

いてです。政府は経済政策の柱となる新３本の矢に、子育て支援の充実を据えております。

具体的な目標に、希望出生率 1.8 をあわせて掲げております。全国的には平成 27 年度の合計

特殊出生率が 1.46、南魚沼市では平成 26 年で 1.48 だということです。まだまだ 1.8 には届

かないのが現状であります。 

地方が少子高齢化にあえぐ中、全国から視察が相次いでいる自治体があるそうです。皆さ

んもご存じの方がいらっしゃるかと思いますけれども、島根県邑南町です。ここは「日本一

の子育て村構想」を掲げ、平成 23 年度から積極的な子育て支援策を打ち出しております。邑

南町は平成 16 年に２つの町と１つの村が合併して誕生しました。しかし、人口はずっと自然

減を続け、高齢化率も 40％を超えておりました。町の外から子育て世代に来てもらわないと、

苦しくなるばかりでした。そこで、邑南町であれば経済的に安心して子育てができると思っ

てもらえる政策を打ち出すことにしたそうです。 

現在の邑南町では、中学校卒業までの医療費と第二子以降の保育料などが全額無料だそう

です。これは兄弟が同時に通園していなくてもだそうです。昨年、メディアにも取り上げら
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れ、「出生率 2.65！日本一の子育て村」というタイトルで放送されたようです。2.65 という

出生率の高さは、やはり積極的な子育て支援策が功を成している証拠だと思います。 

そこで１つ目、我が市でも出生率向上の観点から、今以上に多子世帯への経済的支援が大

切だと思われますが、市長のお考えを伺います。 

２つ目は、企業と連携した子育て環境の整備についてです。子育て支援に積極的な企業は、

社員のワークライフバランスを実現するために、フレキシブルワークアレンジメントと名づ

けて、業務上支障がないと会社が認める範囲において、短縮勤務、在宅勤務等の働きやすい

環境づくりに取り組んでおります。それと育メン休暇として、子育て世代の男性にも期間限

定で有給休暇が与えられる企業もあるそうです。また、妊娠、出産が即退職に結びつかない

ように、女性が職場復帰しやすい環境づくりを、企業と連携して進めていかなければならな

いと思います。社員の子育て環境を整えることに積極的な企業には、取り組みによっては、

子育て協力助成金を出してもよいと思うのですが、市長のお考えを伺います。 

市長の午前の答弁の中でありましたが、理想と現実のはざまで揺れ動く内容かと思います

が、以上、壇上からの質問とさせていただきます。 

○議   長  塩川裕紀君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  塩川議員の質問にお答え申し上げますが……帰るかな。これから、ようこ

そいらっしゃいましたということを言おうと思っていましたが、傍聴していただきましてあ

りがとうございました。 

子育て支援策について 

それはそれといたしまして、答弁を申し上げます。全国的には、大体見ますと、そう規模

の大きいところではないのですけれども、今、議員がおっしゃったような、相当手厚いとい

いますか、経済面での支援をしながら、そこに来ていただくということをやっているところ

がございます。県内では聖籠町ですね。これは圧倒的にその支援策といいますか、これが手

厚いわけであります。本来自治体の財政力に差がある中で、本来はですよ、その財政力に物

をいわせて支援、支援ということでそこに吸収しますと、では財政力の弱いところはどうな

のだと。もう町、村として存続していけないということになっていくわけですので、本来こ

のことは国がきちんとやるべきことです。これは市長会の中でも全員がそう言っています。 

各自治体に競わせるのではなくて、国がきちんとやるべきだと。そこを今、市長会でもず

っと申し上げているところですが、３本の矢とか言いますけれども、なかなかそれは出てこ

ないのです。掛け声は立派であります。私は自民党員ですから、余り批判するという意味で

はなくて、掛け声は立派だけれどもなかなか本当の矢が飛んでこないという部分がありまし

て、ちょっとやはりはがゆい思いでありますが。 

それは別にいたしまして、経済的支援であります。今、我が市での経済的支援ということ

になりますと、これは全子育て世帯でありましょうけれども、国の中でも児童扶養手当、そ

れから保育料の段階的な無償化、子どもあるいは妊産婦の医療助成、こういう支援を今私ど



 - 49 -

もも行っているところであります。 

医療費助成は、これは別に多子世帯に限定はしておりませんで、子どもは平等だという観

点から支援しておりまして、子どもの医療費助成につきましては、妊産婦も含め、ひとり親

も含めですけれども、我が市は県内でもこれは手厚い助成だと思っております。それから、

児童扶養手当は、平成 28 年８月から第２子加算、現行 5,000 円が１万円です。第３子加算、

これも 3,000 円も倍額の 6,000 円となるということになります。 

今年度から幼児教育の段階的無償化に向けた取り組みが始まります。年収約 360 万未満相

当の世帯につきまして、多子判定におけます年齢制限が撤廃された。それからひとり親世帯、

障害者世帯、これらについては第１子を半額、第２子以降無償ということで、より一層の子

育て支援の充実に取り組んでいるところであります。経済的支援につきましては、今ほど触

れました国県の制度に加えて、市独自の助成で、これが十分だということではありませんけ

れども、かなり手厚いものだろうというふうに認識をしております。 

出生率向上、このために２つの壁があるというふうに今では言われております。その１つ

目が年収 300 万円の壁、20 歳から 30 歳男性の既婚率が、年収 300 万円以上でありますと 25％

ですが、300 万円未満だと 10％に届かないということであります。晩婚化、晩産化という要

因に加えまして、雇用の不安定化これで低所得の人が増え続けて、結婚、出産しにくい状況

が出てきているわけであります。 

２つ目が第２子の壁ということであります。１人目を持つ年齢が上がれば上がるほど、２

人目以降が生まれにくくなる、これはそういうことであります。それから男性の長時間労働

で、乳幼児を育てております母親の精神的な負担が非常に多くなりまして――身体的にもそ

うです、もう１人子どもを持つ意欲を低下させているというふうに、今いわれているところ

であります。それから、これは我々も気をつけなければならないわけですが――今、気をつ

けても無理かもわかりませんけれども、夫が妻の話を聞く心の余裕が持てず、妻も子育てを

楽しいと思えなくなる。第２子を持つ気持ちもそがれるといわれているということでありま

して、これは今、日本全体に蔓延しているというふうに思っております。 

働きながら産み育てやすい環境を整える、これが一番でありまして、それはもちろんであ

りますが、結局、そこはどうしても雇用環境の改善、そして長時間労働、これを是正して、

希望する人が産み育てられる社会の実現に取り組んでいかなければならないと思っておりま

すが、なかなか容易なことではない。ですので、やはり雇用環境をまず大きく改善すること

がこのことにも、少子化対策にも大きな貢献をするものだというふうに私は考えております。 

そこで、企業と連携した子育て世代の環境整備であります。子育ての環境整備ということ

になりますと、出産後の保育、教育環境の整備にとまらずに、結婚から出産に至る過程での

支援、あるいは住宅、働く環境整備、こういうことを絡めた総合的な支援が必要だと思って

おりまして、当然のことながら地域で見守る社会全体の理解と力、これも重要な要素になろ

うと思っております。 

平成 26 年に実施をいたしました市のまちづくりアンケート調査では、雇用が確保されてい
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る人は、子育て支援の満足度が高い、という結果が出ております。こういうことから、子育

て人口の定着とやはり人口減少対策には、第一に、先ほど触れました、雇用環境が重要であ

るというふうに思っております。このことを企業や社会全体が理解して応援していく潮流、

潮の流れですね、これをつくることが大切だろうと思っております。 

平成 15 年に制定されました「次世代育成対策推進法」この中では、事業主の責務として、

労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるために必要な雇用環境等の整備を行うこと、

みずから次世代育成支援対策を実施すべく努めること、国・地方公共団体の施策に協力しな

ければならないこと、というふうに定められておりますが、この法施行後、市では「次世代

育成支援行動計画」レインボープランですね、これを策定して、全庁で子育てに取り組んで

おります。 

企業との関係機関・団体の力も当然ですがお借りをしながら連携した育成支援に取り組ん

でいるところであります。企業側におかれましても、この法律の施行を機に、企業内での支

援に着手し始めているというふうに認識をしております。さらに今後は企業の工夫に期待を

しなければなりませんし、市と企業と、そして関係機関が連携した事業の展開を進めてまい

りたいと思っているところであります。以上でありますが、よろしくお願いいたします。 

○議   長  ２番・塩川裕紀君。 

○塩川裕紀君  子育て支援策について 

経済的支援には財政が関係してきますし、今、南魚沼市でも民生費がかなりの比率を占め

ていると思います。やはり市長がおっしゃるように、雇用環境がまずしっかりしていないと、

いくらお金でサポートしても、その後の展望とかが不安であれば、子どもを育てる環境が整

うのは難しいのかと思います。 

それから、自分の胸に手をあててみると、嫁さんの話を聞いているかどうかというのは、

ちょっと足りないとは思っています。私事ですけども、嫁さんも勤めに出ていますので、き

ょうからいっぱい話を聞こうと思います。あと、企業との連携ですけれども、やはりそうや

って動いていただいているというところはわかりました。ただ、もう少しおおっぴらに一般

の市民がわかるように市は企業と連携して、皆さんの子育て環境を整えていますというのを、

もう少しアピールをしていっていただけると、南魚沼市ってやはりそういうところは動いて

くれているのだな、というのが皆さんにわかると思います。ですので、そこをもう少しアピ

ールしていっていただきたいと思います。 

それから、市町村で財力が異なりますので、今の状態でもかなり手厚いサポートをしてい

ただいているとは思ってはいるのですけれども、またもう少し考える余地があれば、いい方

向に持っていっていただければいいと思います。もう一度、市長、お願いいたします。 

○議   長  塩川裕紀君の再質問に対する市長の答弁を求めます。 

○市   長  子育て支援策について 

企業間との連携につきましては、議員がおっしゃるとおりでありますので、もう少し我々

も市民の皆さんへの周知といいますか、こういうこともやっているとか、こういう取り組み
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を進めているとかということを、具体的に話せる部分があれば、それはきちんとやっていか

なければならないと思っております。 

今、これも大分社会問題にもなっておりますけれども、今は奨学金の貸与型が日本は主流

でありますが、これを給付型にということであります。全員の方がそうだということではな

いのですが、その奨学金の返済に追われて自己破産までした人がいるとかというような部分

も新聞等では報道されているわけでありまして、これを給付型にすべきか否かという議論が、

国のほうでも始まっているようであります。我々のところも以前から、議員の皆さん方から

これを貸与でなくて給付だとか、そういうふうにしてはどうかという話もありました。 

出産時の部分、それから、子どもを育てるときの医療費や保育料。小中学校に上がれば、

学費的なものはほとんどないわけでありますけれども、今、高校でも無償化部分がちょっと

浸透しております。ある程度年収がある方はそうではありませんけれども。 

今度は高校、あるいは大学に進む場合の、貧しいから勉強ができない、勉強する機会が失

われる、これは本来あってはならないことでありますから、我々がこの後、心がけるとすれ

ば、保育料の低減等もまだあろうかと思いますが、やはりその部分なのだろうと。一説に大

学を１人出すのに 1,000 万以上かかるとかと言われていますから、これだけ思えば、普通の

月給取りはとても２人、３人なんて、3,000 万円、5,000 万円という金なんて、どこをどうす

れば出てくるのだということになるのです。そこの部分をどう行政として改善していけるか

というのは、大きな考えるべきことだろうと思っておりますが、これにつきましても、私が

今方針を出すということは非常に無理がありますので、次期市長に委ねて、そういうことを

一生懸命言う市長になろうという人を応援してやってください。よろしくお願いいたします。 

○議   長  ２番・塩川裕紀君。 

○塩川裕紀君  子育て支援策について 

経済的なことで、ものすごい才能を持った方をつぶさないように、みんなでこれからも討

論して、知恵を絞ってやっていければと思います。あと、もし新しい市長が決まりましたら、

その人にもしっかり声をあげていきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。以上

で終わります。 

○議   長  休憩といたします。開始時刻は２時 40 分でお願いいたします。 

〔午後２時 23 分〕 

○議   長  休憩を閉じて会議を開きます。 

〔午後２時 40 分〕 

○議   長  質問順位５番、議席番号 13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  それでは通告に従いまして一般質問を行います。 

農業の振興策について 

我が市の基幹産業である農業の振興策ということで、全般にわたり５項目の質問をいたし

ます。まず初めに、当市の販売農家戸数についてですが、平成 22 年では市内 4,240 戸の農家

戸数でしたが、５年後の調査では 3,613 戸と 15％減少しております。それとは反対に、専業
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農家の数につきましては、平成 22 年が 458 戸、それから平成 27 年には 483 戸と５％増加し

ている状況であります。また、経営耕地面積につきましては、３ヘクタール以上が 368 戸で、

平成 22 年に比べ 18％増加しております。３ヘクタール以下の農家につきましては、4,124 戸

で、平成 22 年に比べて 17％減少しているという、そういった現状であります。 

経営者の大規模化と集落営農化が進んで、徐々に面積が集約されているというのが、まず

もってわかる流れでございます。また、新規就農者につきましても、平成 25 年９名、26 年

13 名、27 年８名と、毎年きちんと新規の方々が農業を志して就業しているというのが現状で

あります。 

そんな中で農産物の売り上げにつきましては、トップはいうまでもなく米でありますが、

ＪＡ魚沼みなみ、ＪＡしおざわさんの販売金額を合わせますと、46 億円ほどであります。こ

の後の資料の数字も、もう全部２ＪＡの販売取扱高ということですけれども、２番目がキノ

コ類で 18 億 5,000 万円、次いでスイカの５億円、それから酪農、生乳の２億 7,000 万円、そ

の次がユリ、シャクヤク、ビオラパンジー、鉢物等で 8,800 万円ほどの売り上げがあります。

また、肉関係、畜産物でもって 7,900 万円ほど、それからホウレンソウ 2,300 万円、カリフ

ラワーが 1,150 万円、これらが 1,000 万円以上ということで、そのほかはもう 1,000 万円を

超えるものはなく、数百万円から二、三百万円程度であります。 

ただ、このほかに市内には 26 の直売所がありまして、大きいところも全部入れまして総売

り上げでは５億 8,000 万円ほど売り上げがありますが、実際の農産品となりますと、３億円

弱くらいの流れであろうという、そういう結果になっております。 

そうした中、今、売り上げの 1,000 万円以上のもの、これらをいかに当市として伸ばすか。

また、このほかの品目で有望視されるものがあれば、何かあるか伺うものであります。 

２項目目ですが、南魚沼市広域有機センターの有効活用についてであります。米価の動向、

それからスイカの価格帯により、堆肥の売れ方が非常に近年ぶれが出ている状況です。昨年

あたりは本当にストックヤードがなくて、もうどうしようもないという状況に一時期なりま

したし、実際、キノコの廃菌床が水分の関係で持ち込めない状況であります。そういった中

で、堆肥の原料と製品のストックヤードがないと、あればという考えがありますが、市の考

えを伺うものであります。 

３項目目ですが、農家所得の増と通年雇用の確保という視点から、なかなか６次産業化が

進んではいないわけですけれども、現状の指導と支援策について伺います。 

４項目目ですが、市内での鳥獣被害は年々増加傾向となっております。ことしに入ってク

マの出没が全国的にも多く発生しており、亡くなられた方も出ておる状況です。昨年のブナ

の実は大豊作ということで、それとことしの少雪で獣の出生率が非常に上がっております。

逆にこの秋はブナの不作が見込まれ、里山にサル、クマ、イノシシ、シカ等が大変多く出て

くるものと思われております。地元猟友会、それからサルパトロールの皆さんに頼るところ

が多くなるであろうと思っております。 

そうした中、国は鳥獣被害防止特措法を改正するべく、今、段取りをしているところだそ
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うでございます。その中にジビエ――ジビエというのは野生の鳥獣肉のことですが、このジ

ビエを狩猟の現場から食肉処理をして販売につなげる必要があるという、この部分をその今

回の改正の特措法に明記しております。当市でもジビエの処理の拠点をつくれないか伺うも

のであります。 

最後に５項目目でありますが、近年にない異常少雪、それから春先からの降水量の不足で、

水田でも作付不能地が出ている状況であります。過去にも幾度か市の消雪井戸を回した経緯

がありました。直近でも平成 24 年に、８月 17 日から 13 日間、気温が 35 度以上になって、

そのときが最後でしたけれども、それ以前にも何度もいろいろな各方面から手だてをいただ

いておりました。 

やはり、各農家組合が用水確保に使った機器や緊急工事、それから各土地改良区が用水取

水のために、電気料等々の支援がそのときはされたわけですけれども、本年も、もう今の状

況では三国川水系が、潤沢に水がある状況だと思います。あとの水系については、全て不足

している状態ですし、先般、きのうでしたか、市長のほうからも清津川からの取水もなかな

かままならないというようなお話も伺っている中で、状況を踏まえて、この南魚沼産コシヒ

カリが高品質を保つためにも、国県にも今から要望を上げ、渇水の対策をしていただきたい

と思いますが、この件に関して伺います。以上、壇上からの質問といたします。 

○議   長  小澤実君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  小澤議員の質問にお答え申し上げます。 

農業の振興策について 

農業の振興策の１番目の売り上げ上位 10 品目云々ということでありますけれども、今、議

員からおっしゃっていただきましたように、市内農産物の主要品目ではコシヒカリが当然で

すけれども、コシヒカリをはじめとしてしいたけ等のキノコの菌床栽培、それから八色スイ

カ、ユリ等の花卉、それからホウレンソウ、カリフラワー、鉢花、大崎菜、こういうものも

ありまして、それぞれ生産者団体、ＪＡ、関係機関が協力して、生産技術の向上、販売力向

上に尽くしていただいているところであります。 

市はそういう取り組みの中で、地域振興局と協力いたしまして、各種補助事業の導入、あ

るいは融資制度の活用等による支援を行っているところであります。コシヒカリにつきまし

ては先般の補正予算の中でも申し上げましたが、ＪＡ魚沼みなみの――これは当初からであ

りますカントリーエレベーター・精米施設整備への補助、そして補正でＪＡしおざわのカン

トリーエレベーターのサイロクーラーの設置事業に対する補助、これらを予算計上させてい

ただいております。今後もこの日本一のブランドの維持、向上、地域間競争に負けないよう

に努めていかなければならないと思っております。 

他の園芸作物につきましても、主に補助事業への対応面から農業者を応援しておりまして、

新品種の提案などは栽培技術の導入指導をはじめとして、地域振興局と協力し、地域振興局

が主体となって取り組んでいるところであります。最近の新たな品目といたしまして、育苗
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ハウスを利用した加工トマト、あるいはミニトマトの溶液土耕栽培、あるいはコンニャクイ

モ、サツマイモ、こういうものがございます。直売所で売れる作物といたしましては、エダ

マメ、スイートコーン、こういうことを紹介・提案しているところでありまして、施設整備

の県単補助事業なども導入している実績もあるところであります。 

これからも生産者団体、それからＪＡ、地域振興局これらの皆さんと協力し合いながら、

市内の農業の振興を図っていかなければならないというふうに考えております。 

そういう部分で、今特別にこの部分を主に力をというのは、１つ２つの中では出ておりま

せんけれども、エダマメやスイートコーンこういうこともどうだろうというようなことも提

案しているところであります。アスパラガスにつきましては、今、取り組んでいただいてお

りまして、これがなかなかどんと普及していくと、拡大していくという状況では今はないよ

うでありますけれども、これらも有望な作物の１つだと思っております。 

 それから有機センターであります。これは議員がおっしゃるとおりでありまして、良質な

肥料となるものでありますけれども、この環境保全型農業直接支援交付金制度の法制化と拡

充によりまして、有機肥料であります堆肥の利用がまず促進されております。実際に制度利

用者も増加していることから、これからますますこの部分は広がっていくのだろうと思って

おります。 

一番の問題点は、原料であります家畜排泄物、これが畜産農家の減少によってどんどん少な

くなってきております一方で、キノコ生産の増加によります廃菌床の量が増加して、原料の

バランスをとることが難しいということも、今、事実として出ております。 

この施設は設置後 11 年を経過いたしまして、主に機械・運搬器具等が耐用年数を経過して

更新時期を迎えております。これからも化学肥料の低減、循環型社会のさらなる進展、こう

いうことには取り組んでいく必要があるわけですので、適切な設備投資と施設の維持は重要

なものだと思っております。しかし、維持費の上昇も懸念をしているということであります。 

こういうことの中で、指定管理者でありますＪＡ魚沼みなみでは、堆肥の需要拡大と品質

向上に向けた内部検討を開始しているということであります。この検討結果がまとまり次第、

市とＪＡで協議を進めて、今後のさらなる有効活用について検討していかなければならない

と思っております。今ほど議員がおっしゃった原料のストックヤード、あるいは堆肥のペレ

ット化はどうだろうとか、廃菌床の脱水施設、これらを今、具体的にどうすればいいのだろ

うというような検討を進めているということであります。 

 ６次産業化への具体的支援であります。６次産業化という部分は、農業経営の多角化、そ

れから農産物の付加価値の増加、こういうことも見込まれまして、農家所得を向上させてお

るところであります。そして、これはまた地域の活性化を図るということも大きな狙いの１

つでありますので、一部の個人農家、あるいは法人が独自の販売経路を獲得して、あるいは

農産物加工、差別化した作物の生産、こういうことでそれぞれ事業拡大を今まで図ってきた

ところであります。 

「道の駅南魚沼」の直売所、それからＪＡ魚沼みなみの「あぐりぱーく八色」、これは６次
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産業化ネットワーク活動交付金補助ということで平成 26 年に設置したことでありますが、こ

ういうことで各地の直売所の開設によりまして、農家の皆さんが本当に一生懸命生産してい

ただいた野菜、加工品、こういうことを直接消費者に販売するこういうことが徐々に広がり

をみせておりまして、そこに参加する農家の皆さん方の意欲を向上させているということも

顕著化してきております。 

これからは、そうした中からさらに意欲的、専門的に生産や販売を拡大していく農家があ

らわれるように、あるいは法人の組織化によって基盤を強化していくことが期待されるとこ

ろであります。市、それから地域振興局、ＪＡで組織をいたしております南魚沼地域農業振

興協議会園芸振興部会の中で、複合経営から６次産業化への取り組み支援といたしまして、

作物ごとの生産部会の活性化支援、栽培技術支援、直売所の活性化支援、補助事業の導入支

援、情報提供、事業計画の相談、これらを今、行っているところであります。 

市独自の支援といたしましては、この秋に朱鷺メッセで開催されます農産物商談会「フー

ドメッセｉｎにいがた 2016」ということであります、これへの参加を、市内認定農業者や法

人等へ情報提供いたしまして、こうした営業機会における資料作成等の研修会を実施すると

いうような取り組みを今現在行っているところであります。 

平成 27 年には「アグリフードＥＸＰＯ東京 2015」東京ビックサイトで行われたこれを紹

介して、２法人がここに参加して、販路拡大につながった事例もありますので、こういう取

り組みもまた市として支援をしていかなければならないと思っております。 

 鳥獣被害とジビエの問題であります。これはご承知でしょうけれども、一般的に野生動物

には病原体、あるいは寄生虫が存在している可能性が非常に高くありまして、捕獲された野

生動物を適切に処理し、ジビエとして流通・販売させるには、食品衛生法等の規定等による

許可を受けた施設で処理する必要がございます。また、野生獣を食肉として利用する場合、

その捕獲方法や運搬方法にもガイドラインに基づく指定がありまして、それから捕獲後の処

理によって肉の味が大きく変わるということがありますので、捕獲者――これは狩猟者です

けれども、これに対します捕獲後の処理方法の研修を行う必要があるというふうにも言われ

ております。 

現在新潟県内におきましては、こうした許可を受けた処理施設はありません。市内の今の

鳥獣被害は主にカラス、サル被害、これが今一番多いわけであります。ジビエに適した鳥獣

の南魚沼地域での平成 27 年度捕獲数は、カモ類が 408 羽、イノシシ 64 頭、クマが 17 頭とい

う、猟友会からの資料ではこういうことであります。 

捕獲数が非常に少ないですので、安定的に捕獲数が確保できなければ、狩猟者それぞれが、

いわゆるジビエとして処理をして販売していくということにはなかなか至りませんで、狩猟

者の皆さん方が自家消費を行っているというのが現状であります。処理施設、あるいは販売

策について市では今検討しておりませんでしたし、当面すぐにこの検討を開始するというこ

とには至らないだろうと思っております。しかし、こういう鳥獣被害が拡大している地域も

ございますので、国の取り組みも含めて注視していく必要があるというふうに考えておりま
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す。実施部隊として捕獲を担っていただいております猟友会の皆さんの考えもお聞きしたり、

あるいは会の体制、あるいはジビエ市場の動向、これらもみながら、必要性があるか否かも

含めて検討してまいりたいと思っております。 

 異常少雪によります渇水対策であります。６月７日の状況といたしまして、魚野川水系に

おきましては、自流量と清津川からの分水量がありますが、両流域ともやはり心配される状

況です。清津川からの分水量が最大毎秒６トンのところですが、清津川のほうも水量不足で

ありまして、発電取水量毎秒二、三トンまで今減少している。きのうは一時４トンとか、５

トンに回復したそうでありますが、また本日は二、三トンに減少しているということであり

ます。 

こういう影響で、魚野川からの主な幹線用水口であります魚野川幹線用水路――これは中

之島から上田方面、それから西部幹線用水路――塩沢から大和の西山方面、この地区は番水

の対応や農家への情報提供の準備を進めております。下流の宇津野揚水機場、それから大和

揚水機場、これは大和郷土改のほうの関係になりますけれども、この地区は今のところ何と

か取水はしておりますけれども、極めて厳しい状況で、ポンプ運転の経費がやはり増加をし

ているというふうに伺っております。 

他の東山水系――これは水無、宇田沢、三国、五十沢、登川――や、例年水不足が心配さ

れます西山側の水系につきましても同様でありまして、この番水対応したり、井戸水の対応

をしたり、生産調整の対応、さまざまな状況であります。五城土地改良区のほうも、この宇

田沢川水系の水の不足が相当あらわれてきておりまして、今、発電機を設置して、ため池と

いいますか、沈砂池にたまっている水を用水用のため池のほうに返しているというようなこ

とも今進めているところであります。 

各土地改良区、そして国、県、あるいは河川管理者、こういう中で情報収集と情報共有を

図っておりまして、今後の対応策を検討しているところであります。また、水不足が広域的

な問題にもなっておりまして、県、国といったレベルの対応、あるいは市での対応、生産者

での対応、それぞれの役割分担も必要になってくるのだろうと思っております。 

先ほど議員からおっしゃっていただきました、近年では平成 24 年夏の水不足でありまして、

このときは各土地改良区や地元に電気料金や燃料代等の支援を行った経過もございますので、

今後の気象状況を注視した上で、支援の必要性、あるいは方策を判断していかなければなら

ない。 

具体的にはもう南魚沼土地改良区、東京電力、信濃川電力所の皆さん、県農地部農地計画

課の国営係、そして振興局の農林振興部、こういうところと具体的な会議も入っておりまし

て、東京電力のほうで、取水が困難になったときの対応をどうするのかとか、そういう部分

も含めて検討を進めております。この東京電力がもし取水を停止した場合、信濃川中流域水

利用情報連絡会――これは北陸農政局、北陸地方整備局、これらも含めた会でありますけれ

ども――これへの臨時取水の要請もやっていかなければならないわけでありまして、今、県

を通じてその情報も含めて、国のほうにも状況を説明しているところであります。 
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そういう中で、昨日ちょっと申し上げましたように、緊急的な支援が必要になった場合の

予算対応でありますけれども、議会を開いて、そして議決をいただいてという余裕があれば、

それはそうしなければなりませんけれども、そうでない場合につきましては、予備費、ある

いは専決、これらも含めた対応をとらせていただかなければならない場合も出てまいります。

議会の皆様方からその点につきましても、今からご理解をいただいておければと思うところ

でありますので、よろしくお願い申し上げます。以上です。 

○議   長  13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  農業の振興策について 

それでは、１点目から再質問させていただきますが、今、やはり上位 10 品目という部分で

は、ちょっともう行き詰まり状態かなというところが多々あります。ただ、やはり直売所で

２か所の道の駅、それからあぐりぱーく八色につきましては、まだ持ち込んでいただければ

という、そういう売れることは大丈夫だという話を聞いております。ぜひともその辺、小物

でもいいものであれば、新鮮なものであればという、そういうくくりです。秋作の関係の重

量野菜ですけれども、それらも非常に欲しがっておりますので、それらを私も動いている中

では、皆さんに伝達をしたいと思います。そういったところの底上げでも、すごくまた農家

サイドにはフィードバックがあるわけです。その辺をまた市としても再度、振興局と話をし

て進めてもらいたいと思います。 

トウモロコシであるとかエダマメであるとか、この辺も非常に人気の品物なのですね。出

せばもう目の前でなくなっていくというような状況ですし、また山の品物なんか山菜関係も、

もう並べる前に抜いてもいいですかというような、そんな状況もあるそうです。やはり、ど

ちらのでかい道の駅にしろ、それからあぐりぱーくにしろ、200 人、250 人という生産者の方

が絡んでいますので、そこら辺の収入を上げるというふうにしていくことが一番得策ではな

いかと思いますが、その辺をもう一言お願いします。 

○議   長  市長。 

○市   長  農業の振興策について 

本当に議員のおっしゃるとおりでありまして、品目的に大量に生産ができなくても、直売

所を利用すれば、ある意味安定的な所得も得られるという、これは本当にすばらしいことで

あります。農家の皆さん方に取り組んでいただくような宣伝方法も含めて、振興局も含め、

あるいはＪＡも含めて、一生懸命検討していかなければならないと思っております。 

山菜につきましては、これはどの程度の額があるのかは別にいたしまして、これも議員が

おっしゃったように、非常に人気であります。実は先般、徳川家第 18 代のご当主と上杉家第

17 代のご当主が新潟日報の歴史フォーラムということで当地においでいただいて、一緒に、

食事をともにさせていただいたところであります。そのときに出した木の芽ですね、これは

絶賛をされまして、上越から来た花ケ前さんは、上越のほうではこれは食べたことがないと

かと言っていましたけれども、食べてこれもおいしがって、これは何というものですかとか

から始まって、非常にお褒めの言葉を両殿様からいただいたところであります。 
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やはり、これは栽培ができるということではないにしても、大勢の皆さんが取り組んでい

ただければ、もっともっと出荷ができるし、ある意味、ちょっとプレミアム的な値段がつい

てもいいのだぐらいの人気だというふうに伺っております。そういうこともちょっと研究を

しながら、６次産業化といいますか、その部分も含めて農産物の、あるいは農産物ではない

ですけれども山の部分、これも含めて売り上げの増加に、そして農家所得の――山菜をとっ

ているのは農家ばかりではないかもわかりませんが、市民所得の向上につなげられる方法を

もっと模索をしていかなければならないというふうに思っております。またいろいろ議員の

ほうからもご指導いただきたいと思っております。 

○議   長  13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  農業の振興策について 

品目的にはまたいろいろなものがあると思いますので、またご努力願いたいと思います。 

２番目のほうに移りますが、有機センターですけれども、去年、環境保全型農業直接支払

交付金ということで、堆肥の値段もワンランク下がって 6,000 円になる、そんな中で直接支

払でもって 4,400 円が戻るというようなことで、最終的にはできたものを最後にまいて冬を

迎えるような状況でしたけれども、その前年は全く動かないでもうどうしようもない状況で

ございました。 

そんな中で今度、増設のカントリーができるわけですけれども、その籾がらの処理も含め

ますと、今のままでは来年稼働になれば、再来年からはさらにその籾がらも、ほとんど今、

酪農家の方も若干は持ち帰り、カントリーから直接運んでいる方もいますけれども、さらに

今の 1.5 倍程度になるという流れのはずなものです。何としても原材料置き場、籾がらに関

しては水分の調整材的な部分を非常に担っておりますので、それらのストックヤードがなけ

れば、なかなかうまく回転しないのかという思いと、今の環境保全型の直接払いがあるので

あれば、私もまきたいですよという方は絶対増えるはずなのです。 

今は残念ながら塩沢地域には全くいっていませんけれども、以前はいっていた経緯もあっ

て、またそれらが復活してまきたいという話になれば、やはり建物は増強しなければならな

いかと思いますが、その辺をもう１回お願いします。 

○議   長  市長。 

○市   長  農業の振興策について 

状況としてはそういうことで、もう容易にそのことが予想されるわけでありまして、では

どうするのだということになります。ストックヤードの拡大とか、そういうことも含めて、

あるいは今の施設の老朽化も非常に進んでおりますので、さっきも触れましたがもう耐用年

数が過ぎているというこういうことも含めて、ただいまＪＡ、あるいは県、これらと一緒に

なって、どういう対応をしていくのか、どう検討するのかということを検討を始めたという

ところであります。 

ちょっとスピード的に緩い部分もあるかもわかりませんが、一番やはり問題といいますか

は、畜産のいわゆる排泄物がもう本当に少なくなってきておりまして、今や養豚は南魚沼で
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は１件でしょう。こういうこともありまして、これを全く抜いたということは、なかなか堆

肥の性質といいますか、性能からみて考えられません。ではそれがどう対応できるのか、こ

れらも大きな課題だろうと思っております。とにかく、今の部分を拡大するのか、あるいは、

例えば新たにどこかにストックヤードの用地も含めて確保してつくっていくのか。こういう

ことも含めながら、両ＪＡともちょっと協議をしながら進めてまいります。まだ、簡単に結

論がもう出て、来年すぐには取り組むということにはならないかと思いますが、将来を見据

えながら、大事な部分でありますので、検討を進めてまいりますが、よろしくお願いいたし

ます。 

○議   長  13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  農業の振興策について 

有機センターについては、歩を早めて検討を願いたいと思います。 

それでは３番目ですけれども、なかなか６次産業化が全く出ていないわけではないのです

が、現状の中で進まない部分です。それこそ農業フードクラスター計画というようなことで、

商工のほうとの関連で、そういった計画も上がっています。それらに関しての進捗というの

は、毎年 60 万円ほどの予算で上がっているわけですけれども、どういったことが今なされて

いるか伺いたいと思いますが。 

○議   長  市長。 

○市   長  農業の振興策について 

その具体的な部分については担当部長に答弁させますので、よろしくお願いいたします。 

○議   長  産業振興部長。 

○産業振興部  農業の振興策について 

申しわけございません。今ほどのご質問のフードクラスター事業について、ちょっと資料

を持ち合わせてございません。調べて早急にご報告いたします。 

○議   長  13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  農業の振興策について 

では、３番目の項目につきましては、支援策については進捗状況だけ後でお聞かせ願いた

いと思います。 

それでは、４番目のジビエの関係ですけれども、これについてはやはり食べられないとい

うか、狩猟者にしてみますと、やはりどこにでも出せないという、要するに販売が全くきか

ないという部分で、何とか民間の、要するに今やっている事業者にうまく渡してという、そ

れも当然のことながら、セシウムだ、云々だという、その辺の検査も全てしなければならな

いと思うのです。けれども、ちょっと手助けをしてあげないと、さらに狩猟免許もやめられ

る方が多くて、新たに取得した方がちょっとでも換金できる、そういう流れをつくってあげ

ないと、どんどん免許を持っている方が減るばかりだというふうに思っているのです。市が

中に入って、当然保健所、全てのところを網羅しなければ、それは前に出ないわけですけれ

ども、抱いている量が半端ではないという部分も目に見えている。イノシシを仲間でとりに
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行っているというような話も聞いておりますので、その貯蔵云々、では食べられるかといえ

ばなかなか自分たちで全部食べられない状況の中、販売に供せる部分をつくりたいという流

れでございます。その辺をまたご検討願えればと思っていますし、その部分のちょっとお話

を聞かせていただければありがたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  農業の振興策について 

イノシシがあり、シカがあり――シカはまだそう捕獲数が多いということではないかもわ

かりませんけれども、シカもだんだんに増えている。しかも、カモシカがちょっと増えてき

ていると。これはなかなか、いわゆる狩猟ができない状況でありますけれども。そういう中

で国のほうへ、国会議員に対しましてお話がある程度いっているということも伺っておりま

す。そういう皆さん方も含めて、どう対応できるのか、これは検討は進めてまいらなければ

ならないと思っております。 

ただ、難しい問題も内在しているということは今申し上げたとおりでありまして、クマは

議員がご承知のように、まだやはりセシウムのことで解禁になっていないのです。自分で食

べていいし、自分の家で料理して人に食べさせてもいいのだけども、いわゆる販売といいま

すか、お客さんに提供するということはできないということにまだなっているのです。早く

解除してもらっていいと思うのですけれども、なかなかそこがまだならない。 

クマの場合はでも、でも皮があったり、あるいは胆のうですか、あれがあったりというこ

とで、換金できる部分もないばかりでなないのですけれども、イノシシ等になりますと、皮

や鼻をちょっとばかりもいだり、はいだりして、人に売れるかといえばそういうわけにはあ

りませんので、何らかの方法を考えていかなければならないということは思っております。 

ですので、これもまた県とよく話を聞きながら、国のほうには、国会議員の先生にはその

話もいっているようでありますので、それらも含めて国のほうからもまた指導をいただきな

がら、進められるところを進めてまいりたいと思っております。よろしくお願いいたします。 

○議   長  13 番・小澤実君。 

○小澤 実君  農業の振興策について 

５項目目ですけれども、昔から小雪の年に水不足なしというようなことで、梅雨入りもし

ました。そういうふうになってくれればいいと思っているのですけれども。先ほど予備費、

専決でもというお話をいただきました。ぜひともその辺を渇水期にはスムーズに調整してい

ただいて、国県にも常々要請をしながら進めていっていただければと思っております。 

以上で終わります。 

○議   長  質問順位６番、議席番号３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  どうも皆さんご苦労さまです。通告に基づきまして井口市長に質問いたし

ます。 

住宅リフォーム事業の拡充を 

私は大項目の１、住宅リフォーム事業の拡充を、であります。住宅リフォーム事業は今年
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で７年目を迎え、制度発足以来、少ない予算で大きな経済効果をもたらし、業者の仕事をつ

くる上で大きな役割を果たしております。住宅リフォーム事業は、住民生活の１つである居

住空間の維持向上を通じて、安全と安心の確保、省エネに効果をあげております。加えて、

人材と雇用の確保ができるという点で、地域資源の活用などへ寄与できるという事業でござ

います。 

ものづくりを担う第一次産業、第二次産業を通じてみると、建設業が製造業に匹敵する従

業員数を維持しております。そして、地域内に住宅などメンテナンス技術の維持・向上を期

待できます。 

このように住宅リフォーム事業は、地域も業者も元気にする事業であります。今後、南魚

沼市は交付税が減らされ、公共事業の予算が減るという中で、業者の廃業が心配されます。

平成 23 年の新潟・福島豪雨にもみられるとおり、災害が起こった場合には、機敏に業者の皆

さんは、行政待ちではなくて現場にかけつけ、地域をよくわかって、適切な対応をしてくれ

ているわけでありますが、これまで担ってきたこうした災害予防、災害時の復旧など、こう

した技術の継承ができなくなる状況が予想されます。 

そうした中、このリフォーム事業はそうした業者がひと息つくのに役立つ制度ではないで

しょうか。長引く不況、個人消費が伸び悩み、後継者不足の中で、これからも仕事を続けて

いきたい、業者の皆さんはみんなそう思っていると思います。そうした皆さんにとってあす

への希望、きょう苦しくても、何とか頑張っていける希望を与える事業として考えます。 

それは次の数字にもあらわれております。全国では住宅リフォームと店舗等改装促進事業

を合わせると 658 自治体、全国の約 34％に広がっております。市民にとっても、慣れ親しん

だ我が家を大切に長く住み続けていきたいという願いに応えておると思います。住宅リフォ

ーム事業の継続・拡充を求め、以下、市長の見解を求めるものです。 

１番目が、これまでの住宅リフォーム事業の効果について。どういう効果があったかを伺

いたいと思います。 

２つ目、拡充という中身でありますけれども、商工観光、そして雇用の確保という位置づ

けで、店舗等改装促進事業を実施すること。このことで新たな仕事や地域の活性化につなが

っていかないかということでありますが、実施することについて市長の見解を伺うものであ

ります。以上、演壇からの質問を終わります。 

○議   長  田村眞一君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

市長。 

○市   長  田村議員の質問にお答え申し上げます。 

住宅リフォーム事業の拡充を 

住宅リフォーム事業の効果ということでありますが、この事業は建築関連工事の受注が落

ち込んで、この関連産業の停滞がみられました平成 22 年度に、緊急経済対策として開始した

事業と、これはご承知のことであります。市民の皆さんからは住環境の向上対策として、施

工業者の皆さんからは仕事量の確保対策として、非常に好評をいただいております。 
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平成 22 年から平成 28 年までの７年間におけます補助金交付総額は、約４億 5,000 万円、

総工事費は約 57 億円でありまして、補助金額の 12.7 倍の経済効果であったというふうに推

測をしております。 

今年度は当初予算額 4,000 万円に対しまして、件数で 588 件、補助金交付予定額では予算

額以上の 4,595 万円の申し込みがありました。昨日もちょっと申し上げましたが、不足額に

つきましては、予備費を充用させていただいて、全員の方に早期に事業効果を発揮していた

だくということで、補助金の交付決定を行っているところであります。 

これは以前にも申し上げておりますが、平成 26 年３月の塩川議員への答弁、あるいはその

以前にも岡村議員にも申し上げているところでありまして、現時点では、当時の緊急経済対

策としての目的は十分に達成できたというふうに認識をしております。しかし、市民の皆さ

ん、あるいは業界団体からの継続の声がございますし、地域経済の活性化を目的として、ま

た市民の皆さんの住環境の向上、これを支援する事業として、今年度も継続しているという

ことであります。 

事業を実施するための特定財源といたしましては、昨年度までは社会資本整備総合交付金

を活用してまいりました。しかし、国によります交付金事業の見直しによって、公営住宅等

整備事業、あるいは耐震化事業等の基幹事業を行わずに、住宅リフォーム等の効果促進事業

のみを実施する場合は、交付金の対象外となったところであります。財政面からいいますと、

特定財源が見込めませんので、大変厳しい状況だということであります。 

この公営住宅もそうですし、耐震化もそうですけれども、こういうことだけに絞られると、

全く一般の皆さん方の仕事の確保も、あるいは住環境の向上も、全部対象外ということにな

りますから、非常にこれは我々にとっては理解しがたい交付金の見直しといいますか、そう

いうことになっております。 

そこで、今年の予算の際にも申し上げたのですけれども、申し込み件数は減少傾向となっ

ております。実際こういうことであります。こういうことも考慮して、今後どうしていくか

ということは、もう少し状況を見ながら判断していかなければならないと思っているところ

であります。4,000 万、5,000 万という補助金を一般財源からひねり出して、ずっと継続して

いけるかどうか。こういうことも財政シミュレーションの中では、想定してはいないわけで

ありますので、その辺も含めて、今一度きちんとした対応をどうしていけるのか、検討して

まいりたいと思っております。 

それから、住居以外の店舗等の改装事業、このことです。これもやれば効果があることは

十分理解しておりますし、本当にそういうことだと思っておりますが、今現在、この店舗等

――併用住宅も含めてですけれども、店舗等の改装に対しましては、直接的な資金面の支援

はないということ、これはご存じだと思います。 

しかし、地方産業育成資金、小規模企業資金制度融資、これに対しまして、信用保証料補

給を行うことで、運転資金あるいは設備投資に対する支援は、実施しているところでありま

す。 
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創業時の支援といたしましては、商工会を窓口とした自主的出店者支援事業補助金は実施

しておりますし、平成 27 年度からは南魚沼市創業支援補助金を創設いたしまして、増改築、

あるいは改修に要する費用などを支援しているところであります。また、平成 28 年度から新

たに中小企業創業等支援資金制度融資に対しまして、信用保証料の補給を行っておりまして、

充実を図っております。創業支援補助金につきましては、創業時のみの対象でありますが、

店舗等改装費用については地方産業育成資金、これらの融資制度を活用していただければと

考えております。 

今後は店舗を改装したことによりまして、雇用の創出が図れる事業を研究して、創業時の

みでなくて、二次創業などにも対応した補助制度について、先進事例等も参考にしながら、

効果的な支援策を検討していかなければならないということでありまして、今すぐに新たな

部分ということはなかなか考えづらいわけですけれども、これらの制度を活用、利用するこ

とによって支援をしてまいりたいと思っております。いろいろな補助制度がございますから、

それについては住宅リフォームと同じということ。補助としてはこれよりも率はいいという

ことですね。それから信用保証料の補給、これも額的には一定額になりますので、今の住宅

リフォームで最高 10 万円という部分と比べても、そう遜色はないものだというふうには考え

ておりますけれども、とりあえず現在の状況等についてはそういうことでありますので、よ

ろしくお願いいたします。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

それでは、１項目から再質問をさせていただきたいと思います。これまでの７年間の経過

についての中で、７年間で４億 5,000 万円、59 億円ということで、17.7 倍の経済効果がある

というお話でした……（「12」と叫ぶ者あり）12 でしたか、失礼しました。12.7 倍の効果が

あるということでありましたが、住宅リフォーム事業の効果について、私なりにも整理をし

たいと思っております。 

１つは今言われたとおり、１つは需要の喚起を促すと、これはもう誰しもが認めるものだ

と思います。通常、助成額は 15 倍以上の投資がなされて、波及効果は２倍前後になるといわ

れております。通常の公共事業は、全部が財政資金、つまり税金であります。一方、住宅リ

フォーム事業は、９割前後は個人の資金によるものでありまして、それでリフォーム工事を

早めたとか、そして工事を増やしたいという需要喚起を促す効果をもっていると、ここが第

１点です。 

そしてもう１つですが、皆さんのところに資料をお配りしました。この資料ですが、この

出典は５月 23 日付の週刊全国商工新聞、直近でありますが、商工新聞に掲載されたデータで

あります。図１をごらんください。建設業の事業所数は 2009 年の調べで、ちょっと古いです

が、全国で 58 万 3,600 事業所ございます。そのうち、従業員規模が１人から４人が 55％、

５人から９人が 26％、30 人未満までの事業所を加えると 97％ということです。このように

中小規模の企業が圧倒的に多数ということは、こういう構造になっているということがみて
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とれると思います。 

その一方で、図２をごらんください。これは福岡県における資料ですが、完成工事高、規

模別従業員数１人当たりの工事高と付加価値、規模間の格差がここにあらわれているわけで

あります。ごらんのとおり、企業の付加価値が低いということで格差がとれるわけですけど

も、低い背景として、直接受注の割合が小さいということがこの差にあらわれているわけで

す。下請受注の高さがうかがえるわけでありますが、直接受注と下請受注の差がこういう差

を生んでいるというのが特徴なのです。 

こうした格差を是正する役割を、住宅リフォーム事業は果たしております。同じ金額の建

設工事でも、適正価格で小規模建設業者に直接受注の機会が与えられます。そのことで収益

性が上がり、従業員の給与の増加が見込まれ、地域内の消費の拡大という好循環が生まれて

くるというわけで、地域内の小規模企業への発注、それが地域内の消費を高めるという効果

を住宅リフォーム事業はもっているということがあるわけです。市長に伺いますが、このよ

うに住宅リフォームを進めて、そして広げていくということが、地域内の経済に好循環をも

たらすという点について見解を伺います。 

○議   長  市長。 

○市   長  住宅リフォーム事業の拡充を 

冒頭の答弁でも申し上げましたように、これはもう全くそのことに異論はないわけであり

まして、経済効果が 12.7 倍ということですから、非常に好循環をもたらしている。しかも、

それを直接実施する、いわゆる元受けで実施をする業界の皆さん方も非常に喜んでいただい

ておりましたし、ですから非常に制度としてはいい制度で、これはすばらしいことだと。よ

くぞ７年も続けてやったというふうに、自分で自分を褒めたいというところであります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

今、経済的な不況が続いておりまして、業者が元気でないと地域も元気にならないし、仕

事も生まれてこないわけでありますが、地域循環を促進する上で、この住宅リフォーム事業

を広げ、充実を図っていくことを重ねて求めたいと思います。先ほどの答弁の中で、申し込

みが減少傾向という部分があったのですけれども、これはどんな分析をなさっていらっしゃ

るか伺いたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  住宅リフォーム事業の拡充を 

もうことしで７年といいますか、６年やってきまして、当然どんどんとやったわけですか

ら、これを見ますと、この平成 28 年度の分までで件数は 5,600 戸です。933 戸から 973 戸、

972、976 戸と。平成 26 年度から 614 戸、平成 27 年が 606 戸、この平成 28 年では 588 戸と、

件数でもうきちんと出ているのですね、別に補助金がどうだこうだということでなくて。こ

れは一応 5,000 万円とかということでやってはいるのですけれども、申し込みの件数が多く

てということであれば、その都度補正をしたりそういうことで、今まで予算がないからやめ
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ましたという、いわゆるその方はことしは該当させませんということはしないできたのです。

一番最初の年は補助金額が 7,450 万円、確か 8,000 万円用意したと思うが 7,450 万円。翌年

も 7,440 万円、３年目の平成 24 年度が 7,870 万円、平成 25 年度、これが非常に多かったで

す、8,082 万円。その翌年平成 26 年度は、もう 4,600 万円に一気に下がっています。という

ことは、これは予算がどうこうでなくて、やはりある程度進んで需要は下がったと。でもこ

れから、また何年も経過しますので、また増えてくるかもわからないですけども、今の数値

としてはそういうことだということで申し上げたところであります。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

状況はわかりましたが、それでは先ほどの２項目目のほうに移りたいと思います。店舗リ

ニューアルの実施。店舗リニューアルというとあれですけども、その表現が難しいので先ほ

どの表現で言いますと、店舗等改装促進事業という名前にあげていたわけでありますが、先

ほどの資料の裏面の上越市の資料を皆さんにご紹介したいと思っております。 

全国ではこの店舗等改装促進事業――名前はいろいろな名前になっているのですけれども、

これを実施している自治体は 50 自治体です。県内ではお隣の湯沢町、新潟市、上越市という

ことで３つの自治体であります。 

上越市はことし初めて実施したということです。それが６月 10 日に締め切られたわけであ

りますけれども、ごらんのように全ての職種、小売業、飲食業、宿泊業、生活関連サービス、

娯楽業全てであります。ほとんど全ての職種が対象となっているのが特徴であります。６月

10 日で受付期間が終了したわけですけれども、お聞きしたところ、現在審査中ですので全て

承認されるかは不明という条件で、申請件数を紹介したいと思います。個人事業所が補助額

上限 20 万円が 74 件、団体補助額上限が 200 万円、これは高額ですけれども５件ということ

ですが、これを合計して機械的にやると 2,480 万円ということになります。 

担当の方にお聞きしましたが、１つは周知不足、市報で知らせたということで、もっとそ

れぞれの商店街で説明会をやればよかったかなということをおっしゃっていました。周知が

間に合わなかったというのが１つ反映されている点であります。 

それともう１つが、やはり長びく不況の中で景気の回復が見えないということで、個人の

持ち出しが多いわけですので、なかなか踏み出せない。やりたいのだけどもできないという

現状があるというのが担当のお話でした。 

ここを打開する道は何でしょうかと伺いましたら、全国で先進的にやっているところの特

徴があって、その補助額の規模が大きいことなのです。群馬県の高崎市、これは高崎の商店

街で全国の先進をいっているわけですけれども、それと新潟――新潟県でいうと新潟市です

けれども、助成額の上限が 100 万円です。やはりそれだけの助成額の規模の違いというのが

如実に出ていて、その点を上越市さんの話を聞いて伺えるわけですけれども、市長の見解を

伺いますが。 

○議   長  市長。 
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○市   長  住宅リフォーム事業の拡充を 

これは議員がおっしゃっていただいたとおり、助成額によって大きく異なると思います。

特に、簡単に言いますと商売に直結している部分でありますから、設備投資的なものをやっ

ても売り上げに結びつかなければ、それはちゅうちょする。しかも補助額が少なければなお

さらですね。 

例えば 100 万円出る、あるいは 200 万円出るといいますと、じゃあ、ちょっと思い切って

やってみるかという方向になると、これはもう心理的にも、経済的にも十分理解できるとこ

ろでありまして、補助額をそこまで上げれば、これは上越市さんも確かすぐ満杯になると思

います。人のことをいって失礼ですけども、それはそういうふうに私は思っております。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

そういう特徴があるということですね、これが。そして、先ほどの答弁の中で、店舗の改

装、店舗等改装促進事業をやれば効果があることは理解できるとありました。ただ、問題は

やはり財源だと、ここだと思います。ここがネックだと思います。この財源の捻出が問題だ

というふうにおっしゃいました。 

やはり、この店舗改装の部分をもう少し深めたいということでちょっとお話したいと思い

ますが、２つの点をまた紹介したいと思います。１点目ですが、大企業誘致より地域が潤う

ということが経験としてあがっています。岐阜県の美濃加茂市というところの経験を紹介し

ますが、ここは交通の便がよくて地盤が固く、水も豊富、大手企業の誘致を積極的に進めて

きたところですが、2007 年に富士通の子会社、半導体工場を皮切りに、2012 年の日立テレビ

の生産を打ち切り、2012 年にソニーが市に事前に知らせることなく工場を閉鎖したと。これ

はテレビでも多分、思い出していただきたいのですが、市の産業振興課の担当者はとにかく

本当に痛い目にあったと。大きな企業を誘致すれば地域は安泰だと思ったけれども、大きな

企業ほど海外転換をし、工場の整理統合し、そして最後は撤退ということで、こうした現実

に直面したと。 

市の担当者は発想を大きく変えたそうです。地域の既存企業に目を向けた政策が必要だと。

地域内でお金を循環させる施策はないか、材料もできるだけ地域で調達できるものはないか

ということで、とにかくインパクトのある政策はないか。そうしたら、先ほど言った高崎市

が店舗改装し、高崎商店街が頑張ったというのが目にとまり、これを地元でやろうではない

かということで実施した経過があります。 

もう１つですが、店を新しくすることで、商売への新鮮な意欲を引き出すきっかけになる

ということであります。この美濃加茂市で商売をなさっているＫさんの経験をご紹介します

が、野菜と果物の卸を経営しております。旦那さんは 77 歳、奥さんは 73 歳、２階建の住宅

と店舗の改修に当たり、住宅リフォーム事業と店舗等改装促進事業を申請した。２階居住部

分のトイレを洋式にした。風呂と洗面台も設置した。１階の事務所を兼ねた店舗には台所と

休憩室を新たにつくりました。その全体の工事費用は 700 万円だそうです。２つの事業で自
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己負担額は、店舗改装促進事業費で 50 万円、住宅リフォーム事業で 10 万円、合わせて 60 万

円だそうであります。 

Ｋさんはこう言っています。この改装事業が終わったときに、とにかく遠足にいく前日の

ような気分だと。もう考えるだけでわくわくしていますという言葉に、非常に新鮮さがあら

われていると思います。市長に伺いますが、美濃加茂市の今の２つの話をしましたが、大企

業誘致より地域が潤うこと、それと店を新しくすることで、商売を続ける新鮮な意欲を生み

出し、それに加えて、息子や娘に跡を継いでくれと、将来を言える条件を広げることにもつ

ながっていくのではないかと私は感じているわけでありますが、このことについて市長の見

解を伺います。 

○議   長  市長。 

○市   長  住宅リフォーム事業の拡充を 

美濃加茂市の取り組みも含めて、今、議員からおっしゃっていただいたことでありますが、

私どもも大企業、あるいは大きな生産工場、これの誘致ということにはもう取り組まないと

いうことを、ずっと前から明言をしておりまして、企業誘致をやめるということではありま

せん。しかし、その企業の中枢であります研究とか、そういう部門を南魚沼市はずっと誘致

をすべきだろうということで今日まできております。したがいまして、大きな生産工場で何

百人も何千人も雇用するということについては、全く取り組む気もありませんでしたし、取

り組んでおりませんし、それは当然来てもいないわけであります。 

これは今、議員がおっしゃったように正しい選択でありまして、やはりあの亀山ですか、

ああいう事例もあるようですよね。とても大変なことで、あれで三重県は、亀山市はもう万々

歳だなんていうのが、数年後にはああいう状態ですから、これは本当にわからない。わかり

ませんが、やはり中枢機能はそうではないわけでありまして、必ずその企業が全部終わらな

ければ、それを撤退とかいうことはあり得ない。そういう方向をこれからも、その企業誘致

という部分については考えていかなければならない。 

しかも、今、議員がおっしゃったように、地元の企業、地元、これをもっともっと本来発

展させなければならないということでありまして、おかげさまで今、市内にそういうふうに

発展的に事業を拡大してやっていらっしゃるところ――実名をあげますと関技研さんなんか

はこの最たるものでありまして、今、非常に地域の雇用にも役に立っていただいております

し、貢献していただいております。八海クリエイツ、あるいは八海醸造――八海がつくのが

多いですけれどもそれはそれとして、そういう取り組み、あるいは青木酒造さんもまた大変

な投資をしていただくようであります。そういうことを見ますと、まさに地元に密着して、

地元で育った企業を元気にすることが地域の元気につながると、これはもう本当にそのとお

りだと思います。 

それから店舗、あるいは住宅も同じですけれども、やはり新しいところから新たな出発が

できるという、これは確かに大きな喜びだと思います。畳と何かは新しいほうがいいという

ぐらいのそれもありますから、これは気持ちとしては大いにわかりますね、意欲も沸くと思
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います。ですので、そういう意欲喚起もできるということは当然だと思います。こういう事

業が実施できれば非常にいいなという思いは持っています。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

ぜひ、私はこの南魚沼市にとってみれば、先ほど言った公共事業の先行きの問題、財政的

な規模というか、財政難、財政的に厳しい中で、外でなくて内に目を向けて、地域循環型に

仕事が回るし、そしてそれが雇用という形で定着していくということは、本当に南魚沼市ら

しいというふうに、私はこの一般質問を準備する中で非常に感じるわけであります。あとは

問題は税金の使い方というか、そういう思いをぜひ、お金の使い方を変えてもらって、優先

順序をこういったところに注げば、少ない予算で大きな効果が生まれるということだと思う

のですが、市長どうですか。 

○議   長  市長。 

○市   長  住宅リフォーム事業の拡充を 

今、そのことを率直に受け取りますと、お金の使い方を変えてということであります。何

かほかに必要のない部分に使っているような印象が、言葉の中から聞き取れるわけでありま

すが、そういうことではないわけでありまして、必要のないところには使っておりません。 

しかし、今、社会的なニーズ、住民ニーズも非常に多様化してきておりまして、それに対

応するという部分をやっているわけです。じゃあ、新たにこういう事業を生み出すときに何

ができるかというと、こっちでやっていた部分をもう必要ないからという発想では、これは

なかなかだめでありまして、ではその財源をどう見つけるか、捻出するか。ここが首長とし

ての腕の見せどころ、あるいは財政担当の職員の知恵の働かせどころであります。ある意味、

アイディア勝負ですね、そういう部分は。 

ですから、何度も申し上げませんけれども、こういうことについては、私がこう思うと言

ったって、新しい年度の予算ですから、ここで私がそれを押しつけることはできないだろう。

新しく市長になる方がどういう才能を持って、そしてどういうアイディアを持って、それを

展開していくかというのは、大いに期待をしなければなりませんし、落胆しないように見守

っていかなければならないと思っておりますので、次期市長に対しての論戦ということで、

12 月以降によろしくお願い申し上げます。 

○議   長  ３番・田村眞一君。 

○田村眞一君  住宅リフォーム事業の拡充を 

最後に一言申し上げたいと思います。愛媛県の建設業界の今治市部長の徳永さんという人

の言葉であります。 

ここは 10 年前、民商が住宅リフォーム事業を議会に提案したときに、私が市議会の議長を

務めていたと。これはひとり親方も市民も喜ぶいい制度だと思いました。大企業がもうけて

も、内部留保を増やすばかりですが、現場の職人にお金が回れば、みんなぱっと地元で使っ

てくれます。市民みんなが元気になることに税金を使って、今後予算も１億円、２億円とど
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んどん増やせばいいでしょう。 

というのが徳永さんの言葉であります。繰り返すようですけれども、小さい予算で大きな

効果が期待できる住宅リフォーム事業の継続、拡充、店舗等改装事業の実施を重ねて求めま

して終わりにいたします。終わります。 

○議   長  休憩といたします。再開は４時 10 分といたします。 

〔午後３時 55 分〕 

○議   長  休憩を閉じ会議を再開いたします。 

〔午後４時 10 分〕 

○議   長  新潟日報社より写真撮影の許可願がありましたので、これを許可します。 

○議   長  ここで、先ほど議席番号 13 番・小澤実君に対し保留をしていた答弁につい

て、市長から発言を求められておりますので、これを許します。 

 市長。 

○市   長  農業の振興策について 

済みません、先ほど答弁を保留いたしましたフードクラスターという件であります。平成

26 年３月改定――これは平成 25 年度であります――の南魚沼市産業振興ビジョンに搭載を

しておったところでありまして、改定の直前、産業建設委員会でこの言葉をもって説明した

わけであります。それに基づいて平成 26 年度の中で補正等の要求があったわけでありますけ

れども、内容を精査させていただいた結果、例えば大学教授を何人招いて講師として話を聞

こうとかというまだ内容でありましたので、ちょっとやはり時期尚早ではないか。もう少し

内容を詰めて、必要であれば予算をつけますけれども、今回はその予算要求はゼロ査定とい

うことで私が査定をさせていただいて、現在に至っているということでありますが、その後、

なかなかまた出てこないという。協議、検討を進めているものだと思っておりますが、そう

いう状況でありますのでご理解いただきたいと思います。 

○議   長  質問順位７番、議席番号 18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  発言を許されましたので、通告に基づいて一般質問を行います。 

１ ごみ行政の前進を 

私はちょうど１年前の６月ですね、循環型社会の構築をということで、最初にこの件につ

いて触れております。また、先般の３月議会でも新ごみ処理施設建設についてということで

触れさせていただいたところであります。この前も申し上げましたが、志布志市が焼却炉の

ない市ということで非常に関心を持っていたわけでありますけれども、２月の初めに訪れる

予定でおりましたが、たまたま健康上の都合がありまして、この５月 22 日から 25 日に鹿児

島県志布志市へ行く機会を得ましたので、こちらから要覧とあるいはごみ行政についての資

料を持参し、また相手からもいただいてきたという経過でございます。議員の皆様方には配

らせていただきましたし、執行部の方々にも幾ばくか届けさせていただいたところでありま

す。それらに基づいて、繰り返しになるようでございますけれども、ごみ行政がいかに今、

関心を持つべきであるかという観点で、私は質問をさせていただきたいと思っています。若
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干ダブりますが始めさせていただきます。 

 ごみ行政の前進をということで、魚沼市、南魚沼市、湯沢町の２市１町共同で新ごみ処理

施設を建設・運営することが合意されて、建設候補地として３行政区から応募があったわけ

であります。多分、追って建設場所が選定されるわけでありますが、私はその前に市民の家

庭から出るごみ処理行政はどうあるべきかということを、根本的にこの機会に検討すべきで

はないかという考えを持ちまして質問するわけであります。やっぱり根本的に検討するとい

うことは、それらを踏まえて本当にどういった施設群が必要なのか。そして施設群の計画を

立て、そしてどういった処理体系をとるかということが一番の問題でありますが、焼却炉が

それでも必要ならと。それによって能力、あるいはまた燃焼方式などを計画、検討していく

ものと考えております。 

それらで、私はこの前にも申し上げましたけれども、第１番目として、今叫ばれておりま

す資源循環型社会の構築に向け、この機会をどう捉えて進めようとして検討しているのかと

いう、この経過をやはりきちんと問うておかなければならないなと考えているところであり

ます。 

 ２番目として、検討の経過が進んでいると思うのですけれども、施設群の全体計画なくし

て用地取得というのはなかなか無理があるのではないかと思いますので、それらの計画をど

う進めておられるのか、ひとつ経過をお聞きするところでございます。 

 ３番目として、分別・資源化で減量化が可能でありまして、これは志布志市に私行ってま

いりまして非常に感じたところであります。今、市が計画されている問題は、可燃ごみ処理

施設焼却炉建設のみの計画であるかというところが一番の問題かと思いますが、その辺をひ

とつどういった取り組みをなされているのかお聞きします。 

次に４番目として、焼却炉の燃焼方式、焼却炉が必要とするならば燃焼方式を示し、そう

すると今度、建設費、維持管理費、運営費というのが非常に高額になってくるわけでありま

すが、それらをどういうふうに検討されているか伺うところであります。 

５項目としては、志布志市は「混ぜればごみ、分ければ資源」と徹底したリサイクルを進

めています。財政効果、環境効果などの学習を進め、市民の協力を得る試みが、私はそれら

を見聞してきて必要というふうに考えましたが、それらの考え方を伺うところであります。 

壇上では、以上５項目について最初に質問しまして、後は質問席で質問させていただきた

いと思います。以上です。 

○議   長  岡村雅夫君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

 市長。 

○市   長  岡村議員の質問にお答え申し上げます。 

１ ごみ行政の前進を 

まず、最初の資源循環型社会の構築に向けてという部分でありますが、これは３月議会で

も申し上げておりますように、市のほうでは平成 26 年度に環境基本計画を見直して「持続と

循環のまちをつくる」という基本方針をあらわしたところであります。市民あるいは事業者
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の皆さんからのごみの排出――こういう方がごみの排出者ということでありますが、できる

だけごみとして出さないように、廃棄物の排出抑制これはリデュース、それから再利用のリ

ユース、再生利用のリサイクルという３Ｒ活動ということは申し上げたところであります。

そこで現在、魚沼市と南魚沼市、これは湯沢町も含まれるわけですけれども、ごみの収集区

分が異なっておりまして、まずはこれを統一させていくことが第一の課題と捉えております。 

可能な限りの減量化、資源化を図っていくということは、ごみ処理行政として永続的な課

題でありますので認識しております。急激に志布志市さんのような部分を取り入れるという

ことは非常に難しいことでありまして、反省をすれば、いわゆるごみ行政を始めたときにこ

のことに取り組んでいれば、抵抗なく市民の皆さんからも受け入れてもらえるものだろうと

思っております。ですが、現在こういう方式を導入して、しかも一時的には現在の溶融炉を

導入したときには、簡単に言いますと鍋でも釜でも何でも持ってこいというようなことで、

いろいろやった経過もございます。これを一気に翻して全てを資源化しましょうと、分別を

徹底してくださいということに持っていくには非常に長い時間がかかるのだろうと思ってお

ります。これをあきらめたということではないわけでありますが、やはり２市１町の住民の

皆さんが無理なく納得できる形で、まずは協力していただけるということでありまして、段

階的にレベルを上げていく必要はあろうと思っております。これから検討委員会の中で、現

在の収集区分の見直しも含めた具体的な検討を行っていきたいと思っております。 

 ２番目の全体計画なくして用地取得はできないということであります。これはご質問のと

おり、用地取得の段階では、建設する施設の規模、配置等の全体計画の提示が必要でありま

すが、今現在そこまでは至っていないということはご理解いただけると思います。まずは建

設予定地を概定ですね、大枠決めさせていただいて、その地形や形状、性状、それから搬入・

搬出の効率性を勘案して実施計画を策定していく必要があろうと思っております。 

今回の新ごみ処理施設に当たりましては、国の循環型社会形成推進交付金の活用を想定し

ております。その採択要件として地域計画の策定が必要でありまして、策定に当たりまして

は、建設位置と処理能力について概略の設定が必要ということであります。このために建設

候補地の選定を優先いたしまして、その後、補助制度を活用した中で実施設計等の作業を進

めていくということになります。 

概略の処理能力につきましては、現在の２市１町の排出量をもとに、おおむねごみ焼却施

設は１日当たり 150 トン、不燃ごみ処理施設は１日当たり 13 トンという概略の想定をしてお

ります。その規模の処理施設を建設する場合、他市町村の実例から面積的には２ヘクタール

あれば十分だろうと算定をいたしまして、公募に際して２ヘクタールという数字を提示させ

ていただいたということであります。 

これから建設地を決定した上で、地元の方々と廃熱利用の有無も含めまして、地域振興策

等も協議をして、地域の皆さん方からも、ここに誘致をしてよかったと感じていただけるよ

うなプランを策定していかなければならないと思っております。 

 ３番目の分別・資源化で減量化が可能だということであります。焼却炉の建設のみの計画
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かということでありますが、新ごみ処理施設につきましては、可燃ごみ処理施設の建設は決

定しておりますが、不燃ごみ処理施設については主な処理作業が分別であること、そういう

ことから民間業者への委託処理も視野に入れて今、検討しております。 

生ごみにつきましては、堆肥化等によりまして、有効利用が可能でありますけれども、堆

肥化施設及びガス発電施設を建設した場合において、その経費、市民負担の大きさこれらを

考慮しますと、新ごみ処理施設検討委員会において比較検討した結果でありますが、生ごみ

資源化施設は建設せず全量焼却処分するという結論に至っております。これからも家庭用生

ごみの処理器の購入補助――これはディスポーザーも含めるディスポーザーの設置補助――

これらも南魚沼市としてはそういう方向でいこうということでありますが、他の市町のご理

解もいただきながら、生ごみの資源化、減量化は当然ですけれども推進していかなければな

らないということであります。 

 ４番目の燃焼方式を示せとこういうことでありますけれども、燃焼炉の燃焼方式につきま

しては、ご存じのようにストーカ炉、それから流動床炉、溶融炉があるわけであります。平

成 26 年度に作成をいたしました「２市１町新ごみ処理施設整備基本構想」で特徴、比較等を

行っておりますけれども、どの方式にするかということは決定しておりません。それから運

営・維持管理費につきましても、これまでの公設公営方式のほかにＰＦＩ、ＤＢＯ方式、こ

ういう公設民営方式もございますので、いずれの方式を採用するかということについては、

検討段階。今後これから検討して、そして新ごみ処理施設検討委員会でご審議をいただかな

ければならないと思っております。 

 ５番目の志布志市の件であります。これは議員からの資料も拝見させていただきました。

すばらしい取り組みでありまして、ごみの焼却施設は持たない。一部事務組合の最終処分場

で全ての埋め立て処分を行っているということで、当然我が市とは大きな差がありますし、

すばらしい取り組みということで認識をしております。南魚沼市も平成 26 年度からは古着類、

平成 27 年度から不用食器の分別回収これらを追加して、少しずつではありますが、混ぜれば

ごみ、分別すれば資源ということで廃棄物を減らす努力は行っているところであります。 

今後も分別回収の徹底、ごみ分別の細分化の検討これらも進めてまいりまして、市民の皆

さんのごみに対する意識改革も図っていかなければならないと思います。でき得れば、理想

とすれば志布志市に少しでも近づけるように、分別による生ごみの減量化も当然強く推進し、

また市民の皆さんにご協力をお願いしていかなければならないと思っております。 

ただ、冒頭で触れましたように、生い立ちが生い立ちでもう出発しておりましたので、こ

れを一気にもとに戻すというのは非常な困難が伴うということは、議員もご理解いただける

ことだろうと思っております。しかし、理想としてこれを捨ててはならないという心情は持

っているということはご理解いただければと思います。以上です。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

最初ちょっと気を悪くされるかもわかりませんが、前段の問題でありますので。今ほどの
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進めていこうかというところで、始まってしまったことはなかなかという話でありますけれ

ども、南魚沼市の炉が平成 11 年ですよね。要するに大体同じころ志布志市はそれを選択した

と、今を選択したということです。ところが 11 年たって、要するに炉の耐用年数を見計らっ

て巨額な投資を繰り返すことにまた走ると、こういう状況だと私は思うのです。そこをひと

つ立ち止まってしっかりと方向性を探るべきではないかということを私は言うわけでありま

す。理想と現実がどう改善していくかという、その辺のやはり一歩踏み出した考え方が必要

ではないかと思います。 

ちょっと気にさわることを言います。前課長が再任用で残っております。そして、担当部

長だった方がそういった関連会社に就職され、そして私が調査に行ったときにはそこの部屋

におりました。ということは、これらがどういう体制でこういう形なのかわかりませんけれ

ども、どういう効果を期待しているのかなというふうに、よくとるとそういうお話を聞いて

みたいと思います。私は継承も必要だとは思いますが、フラットなところから新たな発想で

こういった先進の研究を考察するのも、一つの行政がやるべき大きな仕事かなと思っている

ところでありますが、どういった見解をお持ちでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ ごみ行政の前進を 

発足時からの話も、我々はその当時平成十四、五年ごろからでしょうか、いわゆる今の方

式を導入するということで、その当時ご決定があって、そこに入った。その以前にも当然焼

却炉も持っておりました。ですので、当時の考え方としてごみはとにかく燃やすと。分別な

んてことは余り考えないという、そういう風潮が定着していたのかもわかりませんが、志布

志市さんはそうではなくて、そのときからそういうふうに対応を始めたということですから、

これはもうまさに取組時の差がここに今出ているということであります。 

これをさっきも触れましたように、一回全部もとに戻して、昔のように小山へみんな置い

たりとか、あるいは畑の中にすき込んだりとか、そういうことも含めて市民の皆さんにその

対応をしなさいよということは、今申し上げても、先ほどから触れております、議員もおっ

しゃったように、政治の理想と現実これは大きな差もございますので、非常に無理があろう

と。徐々にやはりやっていくよりほかにないことだと思いますが、いずれだけれども、これ

はそういう方向に持っていくべきだろうと思っています。しかし、今現実にすぐそれはでき

ない。 

そこで、前課長の再任用のまず問題でありますが、これは今までの経過の中で、やはり他

の市町からの職員もありますし、その他の市町との調整もございますので、当然ですが１年

間ということの中で、引き継ぎ期間も含めて、あるいは今までの経過の処理、問題点の整理

これらも含めて、今、専門員という形で働いていただいております。 

それから、担当部長の再就職の問題ですが、これは定年退職でありますから、相当以前か

ら今、彼が行っている部分の会長といいますか社長が、要望といいますかこの人がどうして

も欲しいと。それは今現在、そういうことを行っている会社でありまして、知識的にも非常
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にこれは――その以前にいた職員につきましては、ちょっと長くなりまして退職だというこ

とで、その補充も含めてですので、今の市のほうで進めております新ごみ処理施設の件につ

いてのことは全く関係ございません。これは私が断言をさせていただきますし、私のほうか

らもそれをすすめたということではありませんが、本人もまだ働きたいと。自分の今までの

知識も経験も生かせるということですので、その道を選んでいただいたということですから、

天下り的なこととは全く関係ありませんし、まして今の市の計画これらについての関係は皆

無というふうに私が断言申し上げますので、ご理解いただきたいと思っております。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

そこまで答弁していただきますと……。私がじゃあ懸念だけひとつ申し上げて次に移らせ

てもらいます。一民間に下った人が、その関連といいながらも出入りし、今度違った立場で

ありますので、それをビジネスの対象としたら、今、フラットな考え方であるいはどう改善

していこうかというときに、やはり新たな発展を望める意味合いが少なくなりはしまいかと

いうことを懸念申し上げて次に移ります。 

 施設群の全体計画なくして用地取得はできないという、これについて私はやはりどういう

施設が必要だかというところです。前段でも小澤議員が言っていましたけれども、やはり広

域的な感じでありますと、ストックヤードとかごみステーションとか、また中間処理施設を

どうするかとか、あるいは堆肥化施設が本当に生ごみだったらやれるのではないかというよ

うな考察をした中で、施設群を計画しなければならないのですね。それをなくして焼却炉の

みだけでの計画になってはならないという立場で、施設群の計画はどういう進捗をしていま

すかということを聞いているわけでありますが、もう一度お聞きします。規模がわかって補

助金が枠にはまらないことにはまだどうしようもないというようなものでは私はないと。ど

ういった処理体系を模索するかというところが問題かと思いますが、いかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ ごみ行政の前進を 

処理体系は、ごみを全て資源化するという形ではなくて、生ごみも含めて焼却処理をする

という、これはもう決定をしている事項であります。焼却処理をすると。量等については別

であります。そこで、先ほど申し上げましたように、これは国の補助金を想定して今やって

います。循環型社会形成推進交付金の活用をしていかなければならないということです。そ

この指針によりますと、採択要件としては地域計画の策定――地域計画ですね。これはもう

建設用地がある程度概略でも決まっていなければ地域計画はできませんから。当然ですけれ

どもそういうことが必要ですので、策定に当たっては建設位置と処理能力について概略の設

定が必要だということでありまして、それではごみ処理について地域の皆さんで２市１町の

中で、どちらの方がここにいわゆる公募をかけて応募していただけるかということを今進め

て、その結果３地区からあったということであります。 

概略の処理能力につきましても、先ほど触れました、現在２市１町の排出量をもとにして



 - 75 -

おおむね１日当たり 150 トンとか、そういうことを想定しながら進めていっているわけであ

ります。しかし、これが資源化や分別によって量が少なくなるようであれば、それはそれで

結構なのです。しかし、国の補助金交付要綱の中にきちんと入っていかなければ、これはと

ても建設する原資が出てきませんので、そういうことで進めていっている。本来新たに何か

をつくるということであれば、議員おっしゃったとおりです。こういうものをつくりたい、

これだけの施設が必要で、これだけの面積が必要なのでどうですか、ということですけれど

も、今回はそういうことではなくて、結局用地も全くわからない部分の中では、なかなか補

助金を活用するすべができていない、いかないということでありますので、若干逆的なこと

でありますけれども、そういう形で進めさせていただいている。このことはひとつご理解を

いただきたいと思っております。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

要するに可燃ごみと不燃ごみという分類の観点からそういう発想が出てくるわけでありま

して、全て可燃物は焼却処理するということが大前提になるから、現状の量で 150 トンとい

う話が出るわけであります。私は今の資源化、国の政策にのっとれば、中間処理施設、リサ

イクルセンター、堆肥化する場合であればストックヤードとか、あるいは撹拌する装置とか、

そういうものが補助対象になると私は捉えていますが、その辺の研究を今後進めていくべき

ではないかと思います。 

 次、３番目の問題で、可燃ごみ処理施設建設のみという、要するに全量焼却処分というこ

とでありますので、私が意図するところの分別資源化という問題については回答がないよう

でありますが、その点をひとつもう一度お聞きしたいと思います。 

なぜならば、この前、私が質問しましたけれども、150 トンの可燃物の中にはどれだけ、

生ごみだけだと 10 トン減ると言ったのですね。140 トンなのですよ。そういった公表された

数字があるわけでありますが、私は分別することによって、140 トンなんてものじゃなくて

減るものだと思います。現に全て全量最終処分場で埋め立てしていた志布志市は、分別を進

めることによって８割量を減らしたのです。そして、最終処分場が燃やさなくても 30 年最終

処分場が延びるという成果を持っているそうでありますので、やはりここをひとつもう少し

熟慮すべきではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ ごみ行政の前進を 

先ほどもちょっと答弁の中で申し上げましたように、この新しい施設を検討するに当たり

まして、いろいろの部分を検討させていただいたわけであります。生ごみは堆肥化これらに

よって有効利用が可能だと。あるいはガス発電施設を建設したらどうだとか。その経費、市

民負担これらも含めて、新ごみ処理施設検討委員会をご承知のように設置させていただいて、

その皆さん方の答申といいますか、これを受けて今進めているところであります。 

この中では生ごみ資源化施設は建設をしないで、全量焼却処分するという結論をいただき
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ましたので、そういう形で今、進めている。しかし、家庭用生ごみの処理器の購入補助、あ

るいはディスポーザーこれらの活用によって、家庭用の生ごみをもっと減らせるのではない

かと。そういうことも勘案しながら今、進めているということであります。 

これは市が独自にぽんと進めたということではなくて、消費者といいますか市民のそうい

うことの代表者の皆さん方からお集まりいただいた検討委員会で、何度も検討した中でそう

いう方向性を出したということでありますので、これは全く市民の皆さんの方向がそうであ

ったということです。再三触れますけれども魚沼市、湯沢町この３つの自治体の合意事項で

もございますので、これを議員がおっしゃるように、ころっと翻して全量生ごみは分別して、

いわゆる焼却しないのだということにはなかなか至らない。しかし、その努力はしていかな

ければならないということであります。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

私はこういうのをお届けしてありますけれども、これはほとんど分別。24 品目ですね、24

品目資源ごみでやっているのです。そして、生ごみについては各家庭でコンポストは利用し

ているようですけれども、そうでない方は二重バケツですね、網のあるバケツを各家庭が持

っていまして、そして一晩で――要するに週３回出すわけですが、出すまでに水が完全に切

れていると。それを集積場のふたつきのバケツにそれぞれがあけていくと。こういったやり

方でありました。 

それを今度は収集車が持っていって回収してくと、こういう形でありましたが、非常に徹

底しているなと思いました。それらが何トンかというところまでは調査をしてきませんでし

たけれども、そういったやはり燃やすという発想がないことが、この考え方だと思うのです。

そして、粗大ごみとか一般ごみについて、粗大ごみ 60 センチ以内とか１メートル以内で燃や

していると思うのですけれども、それらも全て中間処理をしてやっているのですね。計 27種

を市がやっています。 

そうした中で、リサイクル法で容器包装の部分について、我が市の施設のごみの出し方の

説明を事前に渡しておきましたら、一晩のうちにその人は読んできました。要するに我々の

を見ますと、汚れていたり、においのついているものについては、要するに資源化できませ

んので、燃えるごみに出してくださいと、こう書いてあるのですね。これは法律違反ですよ

と指摘を受けました。ですから、いかに皆さんがごみをきれいに洗って出すというのが、や

はり最初は大変だったそうです。それがやっぱりごみというのは汚くないのだというあたり

から、そういったのを浸透させていったということだそうであります。 

焼却処理を結論として受けているからというのは、あまりにも短絡的な話かなと思います。

まだまだ先があるわけでありますので、最後に述べようとは思っていたのですけれども、ぜ

ひ、そういった先進例を視察して現に見て、やってもいいのではないかなと私は感じてきた

ところであります。 

次に焼却炉の燃焼方式については、まだまだ決定していないということであります。ちょ
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っと財政的な問題になりますけれども、聞くところによると１トン１億円、150 トンだから

150 億円。まあまあそれぐらいは計画しなければならないだろうと。これは焼却炉だけの問

題だと思うのですね。それがリサイクル的な部分の施設を整備するとか、あるいはストック

ヤード的なものを整備するとかということになると、私はまだまだかかりはすると思います

が、その点をひとつ、可燃施設だけで 150 億円というふうに踏んでいいですか、お聞きしま

す。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ ごみ行政の前進を 

前段についてはご意見として承っておくということでありまして、後段の部分については、

私の認識では全体を含めて１トンということで約 150 億円ぐらいであろうと。（「炉がね」と

叫ぶ者あり）、全体的な部分でということです。炉だけではありません。（「炉と建屋ですよね、

建屋ね」と叫ぶ者あり）そういうことで今想定はしていると。しかし、そこまでかけなくて

済むことであれば、これは十分やっていかなければなりませんし、先ほど言いましたように、

やはり生ごみというのが一番の問題であります。家庭用の生ごみ、まあ事業用もありますけ

れども。 

これを私はディスポーザーを入れることによって、これはやはり資源として生きるわけで

すね。下水処理場においての汚泥処理の中で。これは本当に相当な効果が出るわけですから、

それを推進すべきだと。これをやりますと、私の家は今ほとんど生ごみは出ませんから。デ

ィスポーザーで破砕できないなんていうのがたまにありますけれども。ですから、それを進

めていくことによって、議員がおっしゃるように全部分別しろということにはならないわけ

です。しかも市民の皆さんの手間とか、それから二晩も三晩もそこに置いて、例えばにおい

が出るとかそういうこともないわけです。その日のうちに全部水に流せるわけです。水に流

して、はいさよならですから。 

ですから、それを進めていくことによって、生ごみ――いわゆる家庭用の生ごみ、事業用

も含めて相当減らせるのだろうということで、今、南魚沼市としてはそういう方向で行こう

と。魚沼、湯沢等も含めてその検討に入っているということでありまして、決してもう全て

みんな出してください、全部燃やしますよという方向で進めているということではないとい

うことは、ご理解いただかなければならないと思っております。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

要するに炉とその建屋で 150 億円、用地費も入っているかどうかと思うのですけれども、

そんなところだと思うのです。私はやはりまだ関連施設をきちんと把握しておかないとなら

ないだろうと思います。関連施設まで入れるともっともっと大きくなるわけですが、志布志

市では中間施設のリサイクルセンターは民間でやっていましたね。民間に持ち込むという、

その人たちが収集をしてそこで分別をするという形をとっておりましたが、やはりそういっ

たものまで、当初つくるときには補助金等でやるとするならば、私はやはりトータルで研究
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すべきではないかなと思います。 

そうした中で、150 億円が 150 億円でとどまればいいのですが、私は先般も担当の方とお

話ししてみましたが、150 億円、それには維持管理費というのがあるのですね。維持管理費

というのが、要するに特許使用みたいなものですよ。それがまた同じぐらいの額がかかると

いうのが今の入札方法でありまして、そうすると 150 億円が 300 億円になるということだと

思います。 

そのほかに運営費と申しますか、人件費や燃料費ですね。そういうのをすると大体年 10億

円かかるのだそうです。端的に焼却炉の年数を 15 年としますと、年額 30 億円の事業である

と捉えます。それは補助金があるからどうのこうのとまた言うと思うのですけれども、それ

はともかくとしても、実質的にはそういった形になると思います。 

これは大きくかけ離れていないだろうという担当のお話を私は聞いておりますが、今の生

ごみの問題をディスポーザーでやればいいという、やはりそこに求めるべきではないと。全

戸がそうできるわけではないわけですし、全員が生ごみを出さなければいいのだけれども、

そうじゃないということになれば収集体系はきちんとしなければならないということであり

ます。やはり分別をして、堆肥化をきちんと位置づけるということを考えていくべきだと思

います。 

この 30 億円、私は焼却炉を全部否定するわけではありません。最小限の焼却炉で済むとす

るならば、あるいは最低限のダイオキシン対策ができる炉であれば、経常経費をずっと抑え

られるのではないかと考えるわけであります。そこで財源が生まれると。要するに 30 億円の

予定が 15億円で上がるか、10億円で上がるかということになりやしまいかと考えますので、

その点をやはり考えるべきではないかと。そして、地元で循環する形、要するにそこに雇用

が生まれたりするわけでありますので、大手の炉メーカーが 300 億円というお金をぽんと持

っていくというようなことではなくて、地元企業で対応できる規模というのがあるのではな

いかなと思います。 

先般も京都市でごみ処理施設、溶融炉ですが、灰溶融炉という 100 億円が水の泡に消える

という話がありました。灰溶融炉が試運転の段階でダイオキシンがいっぱい出て、そしてこ

れでは困るということで契約解除をし、167 億円ですか、損害賠償を求めたという話の市が

ありますけれども、市が第一審では負けたそうであります。ですから、やはり溶融炉という

ものは非常にまだまだ未完成の部分があるということを、ひとつ頭に置いていただきたいと

思いますが、30 億円についての所見をひとつ伺っておきたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ ごみ行政の前進を 

ご意見はご意見として伺っておきますが、30 億円、30 億円という話を余り強くされますと、

本当にそうなのかと。これも私も本当のところはわかりません、今。維持管理費で年間 30 億

円ということでしょう……（「維持管理費と要するに契約額と」と叫ぶ者あり）建設に際して、

今、議員は溶融炉ということも念頭に置いているようなことをおっしゃいますけれども、先
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ほども触れましたように、ストーカ炉それから流動床炉これも含めて検討しているというこ

とであります。今、溶融炉は我々がずっと運営してきまして、非常にいい面もありますが、

大変な面もある。このことは経験済みでありますから、私は本来一番いいのは、あれは鎧潟

ですか、ああいう鉄鋼炉の――ほぼ鉄鋼炉なのですよ、あれ。それが私は一番いいのだろう

と思っておりますが、これは別に今ここで、どうだこうだと言うことではなくて、そういう

ことです。 

ですから、30 億円という部分を余り強調されますと、実際そうではないのではないかなと

いう気がしておりますが、これは担当のほうでそこまで話が今できるか否か、検討している

か否か。もし、あったらちょっと発表させますし、もし、そうだとすれば、それをどう削減

していけるかというのもこれからの大きな課題だと認識しております。 

○議   長  市民生活部長。 

○市民生活部長  １ ごみ行政の前進を 

これは前回の答弁の中で申し上げたことかと思いますけれども、可燃ごみ処理施設の建設

費に大体 150 億円、維持管理費が 20 年間で計算しますと約 115 億円という数字を申し上げた

ということが記録されております……（「20 年の」と叫ぶ者あり）20 年でです。（「倍と半分

違う」と叫ぶ者あり） 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  １ ごみ行政の前進を 

150 億円、今の 10 年、15 年という年数によってまた違うと思いますが、それはまたこれか

らの議論になるかと思います。何はともあれ大きな財政を投入しなければならないというこ

とは間違いない事実だと言われておりますので、その辺、まだわかりません、まだわかりま

せんで進んで、さあ困ったということにならないような対策が必要かと思います。 

若干聞いてみたいところがありますが、資源ごみしたことによって志布志市は大体 3,000

万円ぐらいの収入があるのです。そうして、ごみ行政に使うお金というのは、年間大体３億

円です。３万 6,000 人ぐらいの人口ですけれども。ですから、非常にそれらをして年間１人

当たりのごみ処理経費これが 8,987 円ということになる。全国平均は１万 5,200 円だそうで

す。もし、当市でわかるようであれば教えていただければ……（何事か叫ぶ者あり）今ちょ

っとわからなければいいです。検討をする問題だと思います。 

それから、市民の学習というかそういう利用、協力を得るためには何をするかということ

は、やはりこれからの時代は３Ｒの時代だと、そういった資源化していく時代だと、循環さ

せていく時代だということをひとつわかっていただいて、そしてそれが地球のためになり、

また自分の健康のためになると。こういうことをひとつじっくり研究、教育というか、皆さ

んで学習し合えればそういった形がよくなるのではないかと思います。 

私は先ほども言いましたが、徹底した志布志市の取り組みというのは、本当に見聞に値し

たと思います。書類は読んでは行ったものですが、実際見れば、もうちょっとで我々のとこ

ろもできるのかなというふうにも感じました。私が見た範囲ですので、これを専門家が見た
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とすれば、もっともっとリアルにわかるものではないかなと思いますので、これならもう少

し努力してもらえれば何とかなるなという結論も、専門家であれば出るかもわかりません。 

自治会等でごみステーションをまかっているそうでありますけれども、そこにはまた補助

金も出たりするようですが、時間帯を決めてそこに出して、分別で皆さんがかごに中に入れ

るということです。そのかごの中に入れるのもなかなか難しくて、それを皆さんで教え合っ

て話し合って、そして、助け合いがその中でも生まれているというふうにも聞きました。そ

して、そこにはまたコミュニティーが発生しておりまして、非常に地域のつながりがあると

いうような話も聞いたところであります。 

ただ１点私が気になったのは、やはりかごを並べる場所、特に降雪期ですね。降雪期は段

重ねにするとか何らかして屋根をかけるとか、そういうことをしなければならないのかなと

感じました。 

２ 市長選不出馬にあたって 

次に２番目の項目に移りますが、一気にしゃべらせていただいて、所見を伺って終わりた

いと思います。市長は所信表明の中で、市長選については不出馬ということであります。引

退を表明されたわけでありますが、大変長い間ご苦労さんでございました……（「もうちょっ

と」と叫ぶ者あり）まだ終わったわけではありませんけれども。私も多くの議論をさせてい

ただきました。数々の無礼があったと思いますけれども、議場内での論戦ということでお許

しをいただきたいと思っています。 

思い起こせば、自共対決なんて話をしたことがありましたが、当然当時物の数じゃないと

一蹴されたわけでありますけれども、しかし昨今の情勢を見ますと大きな変化が起きている

と私は感じているところであります。沖縄県議選、それから参議院の 32 の１人区の統一候補

の問題、その前には北海道５区での衆議院議員補選の段階ですね。非常に選挙の様相が変わ

ってきたのかなと思っています。野党と市民が力を合わせれば自民党に対抗できると。これ

が共産党でないところがちょっと残念ですけれども。 

こういった一連の現象を、市長はどう受けとめているか所見を伺いたいと思うところであ

りまして、またそれらを踏まえて、これからの南魚沼市政はどう変わっていかなければなら

ないと考えているかひとつ伺いたいものであります。私は青年が希望の持てる社会を、そし

て安心して皆さんが暮らせる地域をどう構築するかというあたりかと捉えているところであ

りますけれども、市長の所見を伺っておきたいと思います。 

○議   長  市長。 

○市   長  岡村議員の質問にお答え申し上げます。 

２ 市長選不出馬にあたって 

一番懸念しておりました、大体このときに「はい、ご苦労さんでした」ということで、あ

したからお払い箱的なことを言われますので、冒頭申し上げたとおりでありまして、11 月 27

日まで一応ここにおりますので、まだまだお見捨ておきなきようにお願い申し上げます。 

 現在の政治情勢ということであります。一時は自共対決という時代もありました。民主等
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に政権が１回渡って、そしてまたその失敗、あるいは国民の失望の中から、また自民党に政

権が返ってきたということであります。これにつきまして、私は政治情勢というのはそうい

うふうにやはり、いつもころころ変わるようでは困りますけれども、ある程度政権交代が生

まれる、その状況は大いに必要だと思っております。 

しかし、それを生み出すということになりますと、根本的な方向が違っているということ

ではだめなのですね。例えば憲法を改正する――例えばですよ――と堅持していくという、

これはもう国の基本を全く真っ二つに別にしようということですから。そうではなくて、そ

ういう大前提のもとに、じゃあ我が党は何をしていくのだと、我が党はどうするのだと。そ

れが国民のためなのだと。そこの政策を競っていただかなければならないわけであります。 

国の根本足る部分を全く別の見解を持って進めていくということになりますと、これはや

はり有権者の皆さんは、非常に選択をするにも恐れを持たなくてはならないわけですし、少

しの変革はあっていいやと思っても、そんな大きな変革があって、全く今の生活状況も含め

て立場が変わるということになりますと、これは国民の皆さん方も非常に大変な選択を強い

られるということであります。どこの政党も革命を起こそうということではないわけであり

ますから。今、革命を起こそうということで言っていらっしゃる政党も、ごく小さい、変な

なんて言うと失礼ですけれども、そういうのはありますが、概してそうではない。 

そこで、野党の皆さん方がいろいろの違いを乗り越えて共闘したと。私はそれでいいと思

っているのです、いいことでと。しかし、そこで勝利した場合に、実際言っていることが実

現できるか否か。これはまた非常に大きな問題でありまして、協力した政党が４つ、５つあ

れば、その政党は政党なりの主張があるわけでありますから、ある意味では一致しておりま

しても、ある意味では一致していない。今は選挙だから我慢しておこうと。しかし、もし勝

ったらということになりますと、これは非常に矛盾が出る恐れもあるということであります。 

しかし、自民党の一強独裁的な政治が続いていいとは私も思っておりません。自民党員で

ありますけれども、節度ある政権運営を心がけていただかなければならない。今までの自民

党の政権とは非常に違っている部分が、私にもかいま見えるわけでありまして、危惧してい

るところもございます。それはそれといたしまして、政治の現状についてはそうであります。 

この南魚沼市の進むべき方向ということであろうと思いますけれども、所信表明の際にも

若干申し上げたところではありますが、非常に社会的にも混沌としておりますし、ニーズも

多様化している。そういう中でじゃあどうしてくのだということでありますが、理想といた

しますと、どこの自治体もそうでありましょうが、自立したまちづくりが本当にできるか否

かであります。これは最初から取り組んでまいりました地域活性化コミュニティ事業、これ

がどんどんと進化していけば、相当自立したまちづくりができていくのだろうと思っており

ますが、その中にも当然財政的な部分が大きく影を落とすということであります。 

財政部分についても申し上げましたように、一部には悪いほうで県下で一番だとかと、そ

ういう懸念をおっしゃる方がいますが、いいですか、将来負担比率、これは高いですよ。し

かし、いつも申し上げておりますように、今を生きる我々が、将来、その施設を使う皆さん
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のことまで全部 100％負担するという考え方は持たないほうがいい。お互い、今、生まれた

赤ちゃんでも、この施設を使ってきちんとここで成長していくと。当然そのときは負担して

もらうのは当たり前ですから。そんな今生きている皆さん方が全てを負担して、将来負担は

ゼロだなんていうことは、やってもできないですし、それを考えないほうがいいと私は思っ

ております。 

ですので、将来負担比率が高い高いと言っても、そんな財政が困るほど高いわけではあり

ませんで、指標的にちょっと高いというだけですから、当たり前のことだと私は思っている

のですけれども。それはそれとして、要は自立ができていくということは、そういう問題も

含めて、市民の皆さん方が全て行政に頼るということではなくて、自分たちでできることは

やっていくと、これがコミュニティ事業の原点であります。そこへどういうふうに意識づけ

ていけるかということは、まだまだこれから問題点があろうかと思いますけれども、その取

り組みをきちんと進めていけば、南魚沼市は盤石だと。 

私がやめる際というか、所信表明のときに申し上げました、細川ガラシャという引用をし

たのですが、これはやはり新しい芽を育てるには、変な大木がいつまでいすわったってだめ

ですね、新しい芽が出ませんから。ブナの下にはほとんど何か木も草も生えませんから。そ

れでは困るわけでありまして、適当な時期にやはり必然的に枯れていって、そしてまた新し

い芽が育つ、新しい花が咲くと、こういうことが繰り返されなければ、その地方もあるいは

国も発展はしていかないという考え方であります。適度な世代交代も含めて、政治指導者の

交代も含めて、あるいは職員の交代も含めて、議員の皆さんの交代も含めて、それはやはり

適度な時期に循環的にかわっていくということが私は一番望ましい姿だろうと。そうすれば

南魚沼市が、いろいろな問題でとても困ったことになったなんてことにはならないと思うの

ですけれども、それは理想でありますが。 

次の方にはそういうことも心がけながら、長くするなという意味ではありません。長くす

るなという意味ではありませんけれども、そういうことを常に念頭に置いて一日一日が勝負

だと、こういう気概を持って市政に取り組んでいただければと思うところであります。六十

八、九にもなりましたので、老婆心ながらそういうことを申し上げたいと思っている。あり

がとうございました。 

○議   長  18 番・岡村雅夫君。 

○岡村雅夫君  ２ 市長選不出馬にあたって 

最後に一言ですが、市長が取り組んできた中で私が一致したなと思ったことは、もう農地

はここまで手が入ったから、山――山河を治めるものという話をしたと思うのですが、そう

いったところにやはり財政を幾ばくか投下し、そしてそこで雇用の場を生んで、そして災害

を未然に防ぐという確固とした姿勢は堅持していくべきだなと思います。 

もう１点は、先ほど前段で申し上げました循環可能な、要するにリサイクルを考えた生活

に密着したごみ行政というのは、離せない問題かなと考えておりますので、ダブったような

話で申しわけありませんが、しっかりと計画を立てて進むようにしていただきたいと考えて
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いるところです。以上で終わります。 

○議   長  質問順位８番、議席番号 17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  こたびの参議院議員選挙から選挙権が 18 歳まで若返るということであり

まして、傍聴席にも高校生が数は少ないのですがいらしております。今も市長から話があり

ましたが、この議場から次のまたこの市を支えていくリーダーが生まれます。そしてあなた

方もこの議場に関心を示しながら、次の次の世代を支えていってほしい。そんなことを望み

ながら一般質問に入ります。 

 おとといは私の父の 93 歳の誕生日でした。大正 12 年、関東大震災の年でございます。今

回はこの関東大震災。三日三晩燃え続けた東京の再生を担当した後藤新平の考え方から、こ

のまちの将来をどういう視点で捉えていったらいいか、それを少し市長に問うてみたいと思

っております。当時のお金ですから、国家予算が 13 億円。後藤新平が捉えた復興費は、これ

とほぼ同じだったというふうに伺っております。ただ、ただ、それにはいろいろな障害もあ

りまして、実際には５億 8,000 万円。それにしても膨大なお金であります。でも、この大風

呂敷を広げたと言われた後藤新平がいたから、丸の内のオフィス街も誕生し、山の手の宅地

群もできた。そして都市公園もできた。近代世界に日本がようやくデビューする、そういう

もとができたわけであります。 

 私はこの有能な南魚沼市の職員、市長をはじめ、この考え方にそう大きな異論を唱えてい

るわけではありませんが、しかしながら、ときには、経営戦略として違った視点から、観点

から、大きな捉え方をしながら、来る時代の方針を練っていってほしい。そんなことも含め

ながら、この 11 月に勇退される市長の見解を問うてみたいと思っています。 

１ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

 さて、私どもは会派で後藤の生地奥州市から北に 50 キロ、岩手県紫波町にある岩手中部水

道企業団を調査してきました。また、昨年には横浜市の水道局も見てまいりましたが、いず

れも民間活力を最大限に今の時点では使っているなというふうに感じました。 

 第１問には、当市の水道事業の広域化と民間活力の活用これについて伺おうと思っていま

す。さて、これを進めるに当たって市は、新水道ビジョンを発表したわけであります。まだ

まだこれについての財政的な裏づけは発表になっておりませんけれども、ここには幾つかの

問題があるわけであります。１つは、まだまだ 118 億 8,000 万円、水道事業にかかっている

借入金の残りがあるわけです。そして、今の施設をもう一度整理しながら、これから何十年

も使いやすい、そういう改造していくには、今のところでは 100 億円を超えるようなお金が

かかると言われている。今でさえなかなか高い水道料金を払い続けている市民にとって、新

水道ビジョンの給水単価――要は水道料、これが今市長にとってはどのような考え方でこの

任期のうちに方針をつけようとしているのか。これについてまず伺います。 

そして、県がこの水道事業に広域の方向で検討しなさいと、こういうような指示を出して

きたというふうに、簡単に言えば聞いております。広域というのはご存じのとおり、湯沢町、

我が市そして魚沼市でありますが、この県の体制、情報の収集能力、あるいは分析、企画、
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立案能力、これについて市はどのように考えておられるのか。また、他の自治体の実証例を

今、検証されているのか。この辺について伺います。 

 そして、３番目として民間能力の徹底した活用。民間は海外まで事業を展開しながら、さ

まざまな実証情報を持っております。私も２か所見てきた横浜、それから紫波町、ともに民

間活力を今の時点では最大限に活用している。ある団体から――これは権威のある団体です

けれども、平成 26 年度の水道のイノベーション賞というのを２つの自治体が、国で２か所だ

けですけれども受けていると。こういうことも含めながら、これからの水道事業に取り組ん

でいってほしいと思っております。以下については質問席で質問を続けさせていただきます。 

○議   長  中沢俊一君の質問に対する市長の答弁を求めます。 

 市長。 

○市   長  中沢議員のご質問にお答え申し上げます。 

１ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

後藤新平氏のお話までのことでありました。まさに大風呂敷と言われながら、それを実行

して今日の東京の礎を築いた、大変なことだと思っております。今、ご承知のように田中角

栄ブームであります。なぜか。田中角栄先生が総理時代に打ち出した「日本列島改造論」が、

大変な批判を浴びて挫折をしたというふうに言われておりますけれども、今やそのことを全

てなぞらえて中心にして、日本の国土づくりが進んでいると。つくづく政治家の評価という

のは、やはり結果評価。あるいは評価と言いますと、これはやはり棺を覆うてから。生きて

いるうちによかった、悪かったという評価というのが出てくるようでは、そう大物ではない

ということだと思っています。 

死後何年もたって大変な状況が出たときに、ああそうか、あの政治家がこういうことをや

って、今これが生きていると。これがまさに政治家の評価の本質だろうと思っておりますが、

しかし、そうは言っても政治は結果であります。その結果を我々も謙虚に受けとめながら市

政運営に当たってきたわけでありますし、次の方にも結果を――やってみたけれどもだめだ

ったでは評価をされないと。やる、やらない、ここにきちんとした基準点を置かないと、努

力したけれどもだめだった、手術は成功したけれども患者は死んだということでは、これは

何の結果ももたらしません。ですので、そういうことを含めながら、私はやってきたつもり

でありますが、これからもそうあるべきだろうと思っております。 

 そこで、水道事業改革であります。まず広域連携ということであります。後ほどまた詳し

くお答えいたしますが、総務省通知におきまして推進役は県でやってくれよということにな

っております。南魚沼市では２月に新潟県担当課同席のもとに、南魚沼市、魚沼市そして湯

沢町の２市１町と県で広域連携の検討を進めるということは確認しております。この可否は

今年度策定いたします経営戦略にも大きく影響いたしますので、今後検討を早めていかなけ

ればならないと思っております。 

 １番の新水道ビジョンによる水供給コスト面での評価であります。新水道ビジョンでは、

水利の有効活用の具体的施策として、近隣自治体への供給販売の可能性について協議――今
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のことであります――継続する。それから広域化によりまして給水量が増えたとしても、そ

れに比例して経費は、今のままでやれば上昇はしないということですね。ですので、結果と

して給水原価は減少することになりますが、やはりその一方、送水管の施設整備費これによ

りましては、減価償却費あるいは支払利息が上昇してコスト面で不利な要素もございますの

で、広域化につきましては多角的な検討が必要だと思っております。 

給水単価が高い、高いと言われてずっと久しいわけでありますし、少しずつではあります

けれども、部分的には値下げをしたり、対応をしているわけでありますが、これにつきまし

ても今現在、経営戦略の中で阿部管理者を中心に、相当の議論を深めておりまして、今現在

のまだ結果ではありません。10 年先ということだけを見据えれば、その部分でだけ限定いた

しますと、料金の引き下げは可能であります。 

しかし、これを今そこに決断を求めてやって 10 年後にはまた上げなければならないとか、

大変なことになるということは避けなければなりませんので、もう少し議論の深まり、検討

の深まりを求めて９月の定例議会時には、方向性は出せるものだと思っております。私の在

任中に下げるとか、あるいは上げるとか、どうとかということになるか、これは別ですけれ

ども、方向性は見出せるものだと確信をしております。 

 ２番目の広域化の検証と全国の他自治体ということであります。新潟県は県内をある程度

ブロック化して検討する方針ということで、異はありませんが、現時点で具体的に検討を始

めたブロックはありません。そこで、全国では香川県において県内の水道事業一元化を進め

ておりまして、16 市町村の水道事業を平成 30 年４月に統合するという方向の方針を打ち出

しております。埼玉県でもブロックごとの広域化協議を進めておりまして、秩父地域１市４

町、これは秩父市に横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町ということですが、これでことし４

月より事業統合を実施しているということです。 

今後は人口減少に伴いまして、水道施設の整理縮小は当然進んでまいりますので、広域化

による事業統合はさらに進むということだと考えております。今、我々の地域については県

も一緒になって広域化の検討を始めたわけでありますが、新潟県全体の青写真といいますか、

方向性というのは、全くまだ示されておりません。 

ですので、こういう事例をまた我々も参考にしながら、現地視察あるいは関係者との意見

交換、そして２市１町でやはり情報を共有しながら協議を進めてまいりたいと思っておりま

す。今のところ県が大きなリーダーシップをもって、このことを新潟県全体に推進していく

という方向性はまだ見出しておりません。 

 民間活力利用の戦略でありますが、これにつきましては具体的な提案もいただいておりま

すので、年度内に策定予定の経営戦略において検討させていただこうと思っております。Ｄ

ＢＯによる経費削減効果。これは議員視察の中で触れられておりますのでこういうことも含

めたり、今後の施設更新あるいは新設の手法ということも、こういうことでこういう手法を

用いて積極的に検討していかなければならないと思っております。 

経営戦略策定とあわせまして、多様な経営手法での財源確保計画、そして将来的な料金体
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系などのわかりやすい資料を公表いたしまして、市民や議会の皆さん方のご意見を伺いなが

ら、将来にわたって安定的に水道事業を継続していくということのために、当然ですけれど

も多角的な視点で経営基盤の強化、財政マネジメントの向上に取り組んでいくということで

ありますので、よろしくお願いをいたします。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

広域化ですね。私が岩手に行ってみて感じたことです。この１本の通水管ですね。湯沢町

と我が市を結ぶ通水管、我が市からまた魚沼を結ぶ通水管、これの設置を考えてみた場合、

例えば我が市が、新潟・福島豪雨の際に、あれだけひどい濁りの水を浄化し切れずに一部断

水があった。これが、もし湯沢町の被害が少なければ、１本の通水管で緊急時の補給ができ

るわけですよね。我が市は広域の観点に立てば、無駄と言ってはなんだけれども、余裕を見

なければならないようなそういう投資が避けられる。広域化の利点というのはそういうこと

だと思っています。 

また、これは少し飛躍するかもしれませんが、例えば下流の魚沼市、たくさんの簡易水道

を持っております。しかしながらこれは問題が多い。国からの財源が絞られた場合ですけれ

ども、また新たにつくり直したり、補修が難しかった場合があったとしたら、我が市から、

向こうの単価に合わせても水をいっぱいここで売ることができれば、全体の稼働率が上がっ

てコストは下げられるわけです。本当に私は広域化ということは考えれば考えるほど可能性

はあるのかなと考えていますが、市長の見解を伺いたい。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

まさにそのとおりでありまして、我々も前からちょっと申し上げたことがありますけれど

も、人のこと言ってあれですけれども、特に魚沼市さんは簡水の水源ですね、20 幾つかとか

30 幾つかとか言っていますけれども、非常に多くの水源を持ってそれで今、運営をしていま

すから、単価的には非常に安くできている。しかし、これが更新時期を迎えたときは大変な

ことであります。しかも、本来ですと国はこの平成 28 年度で簡易水道の補助を打ち切ると方

針を出したわけでありますけれども、地理的に統合が不可能な地域も含めて、これをある程

度平成 32 年までその措置は延長すると。しかし、相当の合理化計画や、あるいはいろいろの

部分を立てていかなければ、もう補助対象にはしませんと。補助対象にならなかったときに

簡水の水源や貯水池も含めて、それから配水管も含めて、これを布設がえしていくなんてい

うのは、ちょっと一市ではでき得ない金額になると思うのです。 

そこで今、議員がおっしゃったように、我々の水をですね――今の管を生かそうと思えば

送水管を水無川を渡してどこかにつなげばそれでいいわけですから。ただ、ひとつじゃない

わけですので、どこかにちょっと大きな配水池でもつくって、それをすればそれで済む。非

常に経費的には安く済みますし、料金についても本当におっしゃるとおりなのです。別に全

部ここの地域の料金に合わせろということではなくて、我々は簡単に言いますと、今では約
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６割の水を使っていないわけですから。それを使っていただくということになれば、半分の

料金であってもそれだけの収入が確保できるということですから、まさにそのとおりであり

ます。そういう観点も含めてそれが実現可能か否か、今、検討を進めておりまして、それが

実現しますよという方向性がきちんと出れば、魚沼市さんのほうで了解がとれれば、これは

この水道事業にとっては大きなまた転機の１つになる。 

しかし、ほかの市の水をもらっているなんてことはとても嫌だなんて断られれば、これは

簡単ではない。簡単ではないと言っても、我々はまたその中でやっていくわけですけれども、

湯沢さんのほうも水源がありますので、緊急時に連結しようということで協定を結べば、維

持管理はじゃあ一緒にやっていきましょうとか、何の方法も出ますので、今、議員のおっし

ゃったようなことを念頭に置きながら、協議を加速化させていきたいと思っております。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

確かにですね、過疎債この有利な財源がいつ切られてしまうか。あるいは、またこれはや

るけれども、例えば今、市長がおっしゃったような、広域的な水の融通と効率化に向けての

投資をしっかりやってくれよという指導は、私は入ってくる可能性は大きいと思っています。

わずか２年余り消費税の引き上げが見送られるだけで、地方財源が１兆 7,000 億円減ってし

まうわけですから。なかなか上げたって容易じゃない中で、こういう過疎債というのは、こ

れからの見直しの最初になると私は思っていまして、くれぐれも今、県が想定しているこの

広域化の中で、言い方は悪いけれども、うちの強み、近隣の自治体のある意味弱みをしっか

りと分析しながら、条件を出せるような取り組みが、私は必要と思っていますが、いかがで

しょうか。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

そのとおりであります。ただ、過疎債ばっかりではなくて、今、簡水は事業実施をするに

当たりまして補助金が出ているのです。この補助が全部なくなるということになりますと、

過疎債を少しばかり適用したとしても、全然もう事業の実施のめどが立たない。もうそこは

国がきちんと財務省のほうでやっていますから、平成 28 年を何とか平成 32 年まで延ばして

いただいたということでありますけれども、これはもう待ったなしということですので、議

員のおっしゃるとおりであります。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

それから、（２）に上げておきましたが、これからの、今ある水道施設の補修といっては規

模が小さすぎる、これは全面改修のわけでありますが、これをどの程度見積もれば、広域化

と民間活力の併合によって合理化ができるか。これは本当に大きな私は課題だと思っていま

す。ＤＢＯにしろある意味ＰＦＩの方法にしろ、ちょこちょこと一部分だけ民間に任せても、

これは効果は知れているのであります。がらっとこれから国が法律を変えてくる可能性があ
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る、基準を変えてくる可能性がある。今、日本中の水道が病んでいます。そういうことを見

越しながら、民間の活力あるいはそういう知恵を使いながら、最も合理的な改修の手段は、

やはり民間と協力をしながらやっていくべきだと私は思っていますが、この辺についても市

長の見解を伺いたい。 

○議   長  市長。 

○市   長  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

それも以前から申し上げておりますように、今の浄水施設、あの施設を 100％使って将来

ともにこれを補修しながら維持してやっていくのか。あるいは緊急水源等を活用しながら、

今の浄水場の規模を縮小しながらやっていくのかという検討も今進めているところでありま

すし、新たに、ご承知のように農業集落排水これは流域下水道のほうに統合するわけですね。

統合というか全部管路をつなぐわけですから、そうしますと今の処理場の部分が全部空いて

くるのです。ここには電気も通っておりますし、そして施設も建物もあります。ここに例え

ば井戸を掘って水源とする場合は、非常に安価で後の維持管理も容易なことが生まれる。そ

ういうことも今は企業者を中心にしながら、いかにして安定的に水を供給できてそして安く

できるかと、このことを検討中でありますし、当然民間の方々からもいろいろのご提案を今

いただいております。 

そういう中でＤＢＯでやるのかＰＦＩでやるのか、あるいは我々が管理という部分だけ持

って全部もうお任せするのか、そうでないようにするのか。これはこれからの検討でありま

すけれども、民間の皆さん方のノウハウも含めた提案的なものも今、大分いただいておりま

す。例えば今、浄水場の縮小をするといいますと、あそこで使う水の量が減るわけですね。

そうしますと、余る水これは水利権として持っていますから、じゃあどう活用できるか。電

気なのか、あるいは別の面があるのか。これらも含めて今総合的に経営戦略の中で検討して

いるということを申し上げておきます。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  １ 水道事業改革は「広域化」の視点で 

岩手中央の場合ですが、私はこの水道局のほうで役人さんがしっかり考え出したのかと思

っていましたら、聞いてみたら違うのですね。広域の議員がこの案を出した。これは余談で

すけれども、その議員は今、県会議員になっていると。全く行政とは違った発想の中から、

私は行ってみて図面を見ながら、なるほどなと思いながら感心しました。これだけフレキシ

ブルな考え方で送水管とかいろいろなことを考え合わせると、非常に合理的なプランができ

たわけですね。 

例えば今、浄水場の話がありました。かなり濁って大変な事態になった場合は、薄めるた

めの大きな池があれば、これを沈殿させるアルミの量もぐっと減るし、効率がぐっと上がる

わけです。緊急水源ということよりも、そういう全部コンクリートと高価な機械で固めなけ

れば水道事業はできないかというと、私は違うと思っています。さまざまな国で経験してき

たそういう自然の貯水装置なども考えながら、私は一番いい方法を考えてほしい。 
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我々市民はここからそれこそ逆に移住でもしていかない限り、この水道料は払っていかな

ければならないわけです。当たり前のことですけれども、水道料の現状を考えた中で、将来

の設計を本当に早めの時期にやってほしい。11 月まである任期の中で、そのことについて市

長からの指示をまた重ねて担当のほうにはお願いしたいと思っております。 

２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

 ２問目に移ります。ここには南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致をとあげておきました。ご承

知のとおり当地の国際大学。田中角栄先生、あるいは財界の鞍馬天狗と称された本当に清貧

を押し通しながら、さまざまな企業の統合、この国の産業の統合、改革を行ってきた中山素

平さんのある意味、合作であります。それこそことしでようやく 35 年たってきて、地元南魚

沼市が今まで送り出してきた、主にアジア、アフリカの非常に有能な大学院の修了生、この

人脈に目を向けてきた。私はここが今、分水嶺ではないかと思っています。 

ただ、今、新聞やマスコミで話題のＧＩＴパーク、これも１つの活用方法でありましょう。

私はまた別の方法があると思っています。この地域がこの人脈を通じて貢献できる、また自

分の国の産業を興すために。ただ、そうした場合、私はやはりここにＪＩＣＡの拠点を、ど

うしても我々は誘致をするような動きをするべきだと思っております。今、ＪＩＣＡの拠点

を少し調べてみましたら、全国で 17 でしょうか……（「15」と叫ぶ者あり）あります。ただ、

この内でいわゆる日本海側は、金沢があります。これは日本海側と言えるかどうか、北九州

にあります。あとは全部太平洋側です。やはりこういうある意味、出張所といいますか、支

所をつくって、人と情報が自由に使える。自由に混じ合える、こういう拠点をまず置かない

と、かなり多様な国際大学の人脈を国策と絡めて使っていくという、こういう方向には私は

向かないような気がします。ここで後藤新平流の何ていいますか、私は大風呂敷としないと、

と思っていますけれども、市長のその辺についてのお考えを少しわかっておきたいと思って

います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

このことにつきましては、今ＪＩＣＡが本部は東京四谷ということでありますし、海外に

90 か所以上、国内に 15 か所の拠点ということです。新潟県はＪＩＣＡ東京が所管している

ということですので、拠点はないと。ＪＩＣＡ東京ですから、そこの所管です。 

このＪＩＣＡと国際大学は、ご承知のように昨年５月 23 日に、国によります国際協力事業

に対し相互で連携して協力することを表明いたしました「国際協力事業の推進に関する連携

覚書」を交わしたところであります。これもご承知でしょうけれども、昨年 10 月まで大学の

学長でありました北岡伸一氏がＪＩＣＡの理事長に就任、これはもうご存じです。 

国際大学は、これはまた別の部分ですけれども、この２月に新潟県、南魚沼市等とグロー

バルＩＴ構想についての４者協定を締結しましたし、５月 24 日にこれは大きなことでありま

すが、ジェトロと長岡技術科学大学との間で包括連携協定を締結いたしまして、この中に現

在の加瀬学長が、この中でも発言しておりますが、国際大学の人脈、才能等を生かした国際
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グローバルＩＴパーク、このことについても一緒になって協力をしていくということを表明

したところであります。 

今、国のほうでは、政府関係機関の地方移転ということで進めておりますが、これはなか

なか簡単に期待できません。どうも花火だけ打ち上げて、後はほとんど何でもなしよという

形に終わる可能性が非常に高い。高いですけれども、我が市においての国立健康・栄養研究

所ですね。これは基幹病院が南魚沼市とともに実施しておりますコホート研究についても非

常に関心が高くて、現地の視察も終えております。ただ、これは本部の拠点は大阪というこ

とでほぼ決定しているようですので、関係研究機関といいますか、そういうことも含めてこ

れをまた今、誘致を進めているところであります。 

ＪＩＣＡとなりますと、新潟県の所管事務所が東京というふうに定められておりまして、

先ほど触れました「国際協力事業の推進に関する連携覚書」これに基づく取り組みが、国際

大学とＪＩＣＡの間でも具体化しておりませんので、これでＪＩＣＡの拠点誘致については、

これからのＪＩＣＡと国際大学の取り組みの推移、連携実績を見た中で機を捉えてやってい

かなければならない。今、唐突にＪＩＣＡの事務所等に行っても、全く相手にされる状況で

はないというふうに理解しております。議員のおっしゃるように、後藤新平並みのまずは風

呂敷を広げろということであればですけれども、これは国際大学とＪＩＣＡでそういう協定

をして、そのことのために取り組みを進めましょうと。ですので、これが具体的な部分で表

面化してくれば、ＪＩＣＡの拠点を南魚沼市に、あるいは新潟県内にということも可能性は

出てまいりますので、その機を捉えるということだろうと思っております。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

昨年の５月 23 日、確かに国際大学はＪＩＣＡとの提携をしたわけであります。今現在 33

の大学というふうに直近のホームページには載っているわけでありますが、この中で我々が

人材目的だなと思うのは、やはり筑波大学ですかね、これは理系の研究のほうで。それで、

国際大学のように政治あるいは経済で、新興国の政府とか地方政府とか、そういうほうの人

脈というのは、私はうちの国際大学のほうがずっとあると思っています。それも世代をこれ

だけ積んでいるわけですから。 

国が言うのを待って、また世の中が動くのを待つよりも、やはり我々地元、この市が、ま

ずそれを訴えながら、大学の場合はさらにないです。33 のうち秋田大学と国際大学、これだ

けは日本海側です。あと全部太平洋側です。 

こんなことも含めながら、本当にもったいない。私はここにオンリーワンと書きましたけ

れども、国際大学の人脈は、日本でナンバーワンであり、またオンリーワンの資源だと思っ

ています。この辺を我々はもっと、議会も市のほうも認識をしながら、積極的な策に打って

出る。こういうふうに私は必要と思っていますが、もう一度市長の見解を伺います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 
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当然そういうことだろうと思っておりますが、先ほど触れましたように国際協力事業の推

進に関する連携覚書これに基づいて今現在、国際大学とＪＩＣＡの間でいろいろ連携事業を

どうするのだと、そこは進められているわけであります。まだ具体化はしておりません。こ

れが具体化をする段階に至ったときに、ついてはという話をしていかないと、今いたずらに

南魚沼市にＪＩＣＡの拠点を、拠点をと言っても逆効果になる恐れもありますので、早いこ

とに越したことはないと思いますけれども、やはり機を見なければならない、機をですね。

そういうことだろうと思っておりますので、議員のご発言も十分念頭に置きながら、また北

岡伸一さんというすばらしい方を我々も理事長にいただいて、相当のおつき合いもあります

ので、その辺も含めて連携強化をしながら進めていくべきだと考えております。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

確かに北岡伸一先生、第１次のときもそうでしたけれども、第２次の安倍内閣でも、これ

はもう主にアジア、アフリカに向けて日本は何ができるかということで、非常に熱心に取り

組んでおられるわけであります。ここへきてアフリカからの留学生がぐっと増えたというこ

ともその一環でありますし、私は最近のことですが、こんな本をちょっと買ってみました。

これはニューヨークタイムズの支局長を十何年やっていたある外国人の方が書いた、中国第

二の大陸アフリカという本であります。書いてあることが全て正しいのかどうか私はわかり

ませんが、実際に向こうで身をもって体験してこられた支局長、アフリカ７か国についてそ

れを書いてありますが、やはり中国流の協力の仕方と、日本流の協力の仕方では、全然違う

と思っています。 

今のうちにそういう面も見ながら、さっきおっしゃったＪＩＣＡの今の理事長先生、私は

積極的な形で水面下で、今の拠点といいますか支店のことも含めながら、何せ国策として―

―これは省庁の移転ではありません。機能あるいはまた機能の移転と、人材のしっかりした

確保であります。そのことを踏まえながら、市長の見解をもう一回確認しておきたいと思っ

ています。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

中国流のやり方と日本流のやり方と、これはもう私も十分認識しておりまして、とても金

に物を言わせてということでは日本はないわけであります。人材的にも協力をしていきなが

ら、基礎からきちんとその国の将来を考えるようにしていくということであります。国際協

力事業団、いわゆる海外派遣の青年海外協力隊これにつきましても、我が市からも相当の皆

さん方が参画しておりまして、これらを含めて人的な交流というか、支援というものがいか

にお金より大切かということは、関係国もご承知だとは思います。ご承知だとは思いますが、

とりあえず経済的にという部分もあろうかと思いまして、非常にそういう面では中国は今ア

フリカ諸国に進出をしているということはある意味憂慮すべきことだろうと思っております。 

そこで、これを進めないとかどうとかと言っていることではなくて、さっき触れましたよ
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うに国際大学とＪＩＣＡの間で連携の協定書、覚書をやっているわけです。それの進捗状況

がどういうものかまずは確認しなければなりませんし、それが全くない中でＪＩＣＡの拠点

だけこっちに持ってこいやなんて話をしても、その時点で一笑に付されて終わりということ

だと思っているのです。 

ですから、構想的なことを打ち上げるのは結構ですけれども、そこら辺をきちんと確認を

しながら、当然ですが、国際大学とも連携をとりながら進めていくということでありまして、

取り組みのその部分について一気に打ち上げ花火を上げるというやり方は、どうも得策では

ないと判断をしているということであります。 

○議   長  17 番・中沢俊一君。 

○中沢俊一君  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

申し上げたとおり、水面下で準備を進めておいてほしいと、さっきもそう申し上げました。

何もこんなところでアドバルーンを打ち上げて、すぐうまくいくわけでもありません。先ほ

どの水道の合理化もそうであります。そのための準備と構想だけはしっかりと練っておいて

ほしいと。これが私からの要望でもありますし提言でもあります。後藤新平の書いた掛け軸、

書が先日の鑑定番組に出ておりました。真筆だそうであります。ダーウィンの進化論を読ん

だ感想を漢詩にして書いた掛け軸でありました。市長、ご案内のとおり、生き残るものは強

いものでもなければ賢いものでもない。変化をしながらそれに対応いていくものだというこ

と。この「変化」ということを、市の機能の中にもう一度市長のほうから植えつけていただ

きながら、残任期間をしっかり過ごしていただきたいと、そんなふうに私は思っています。

もう一度市長のその辺のお考えを伺います。 

○議   長  市長。 

○市   長  ２ 南魚沼市にＪＩＣＡの拠点誘致を 

後藤新平氏の書ということについては、私はその鑑定団のことは見ておりませんでしたの

でわかりませんが、まさかシルクを着てスラスラと書いたということではないと思うのです

けれども、傑物の著した書でしょうから、大変な価値だと思っております。 

当然、議員からおっしゃっていただいたように、頭がいいとか、体が強いとかということ

だけで発展を遂げられるものではありませんで、その時々の変化にどう対応できるかという

柔軟な思考を持ち、しかもその対応が変化の兆しが見えたときにすぐやらなければならない

わけですね。変化をしてからではこれはだめでありますから。我が市の職員も、そういうこ

とについては相当他の自治体の職員には負けない柔軟な、そして強靭な頭脳を持っているも

のだと私は自負しておりますが、改めてまたそのことについても職員の中に植えつけていか

なければならないと、そういうふうに思っております。 

○議   長  お諮りいたします。本日の会議はこれで延会したいと思いますが、ご異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と叫ぶ者あり〕 

異議なしと認めます。よって、本日はこれで延会することに決定しました。 
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○議   長  本日はこれで延会いたします。 

次の本会議は明日６月 15 日午前９時 30 分、当議事堂で開きます。大変ご苦労さまでした。

また、傍聴者の皆さん、大変ご苦労さまでした。ありがとうございます。 

〔午後５時 55 分〕 
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